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1 See C.Neal Tate & Torbjorn Vallinder (eds.), The Global Expansion of Judicial Power (New York University 
Press, 1995) and Alex Stone Sweet, Governing with Judges: Constitutional Politics in Europe (Oxford University 
Press, 2000). 
2 See Kate Malleson & Peter H. Russell (eds.), Appointing Judges in an Age of Judicial Power: Critical 
Perspectives from around the World (University of Toronto Press, 2006). 
3 ダニエル・H・フット（溜箭将之訳）『名もない顔もない司法－日本の裁判は変わるのか』（NTT 出版、




回）協議内容」（2002 年 7 月 22 日））。 
5 司法修習生に対する任官をめぐる働きかけは、ネット 46 編『裁判官になれない理由 司法修習と任官
拒否』（青木書店、1995）96-97 頁、司法の現実に驚いた 53 期修習生の会編『司法修習生が見た裁判のウ
ラ側 修習生もびっくり！司法の現場から』（現代人文社、2001）137-139 頁などに記述されている。 
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度の裁判官定員は 2,385 名で、最高裁判所裁判官 15 名（最高裁判所長官 1 名、最高裁判
所判事 14 名）と下級裁判所裁判官 2,370 名（高等裁判所長官 8 名、判事 1,637 名、判事補
950 名、簡易裁判所判事 806 名）からなる。判事補と判事の定員は近時増加傾向にあるも
のの、人口に比して必ずしも多くない。簡裁判事を除く裁判官定員の対人口 10 万名比は
2.04 名で、アメリカの約 5 分の 1、イギリスの約 3 分の 1、ドイツの約 12 分の 1、フラン
スの約 4.5 分の 1 にとどまる3。 
裁判官の任用資格は、判事補は司法修習を終えた者、高裁長官と判事は判事補その他
の法律専門職を 10 年以上経験した者である。最高裁裁判官には、高い識見および法律の










                                                        
1 日本で 1890 年に制定された裁判所構成法は、1877 年のドイツ帝国裁判所構成法を模範としてオット
ー・ルドルフを中心に起草されたため、参審、陪審などの規定を除けば内容に類似点が多いという指摘
がある（小山松吉「裁判所構成法施行後の事蹟を顧みて」法曹会雑誌 17 巻 11 号（1939）64 頁）。 
2 戦後の裁判官および裁判所制度につき、最高裁判所事務総局編『わが国における裁判所制度の沿革』
（法曹会、1957）を参照のこと。 
3 対人口 10 万人比の裁判官数は、アメリカ 10.70 名、イギリス 6.77 名、ドイツ 24.74 名、フランス 9.50
名である（最高裁判所『裁判所データブック 2007』（判例調査会、2007）28-29 頁、基礎データは国に

























月から活動を開始した。地方裁判所委員会と家庭裁判所委員会は、2003 年 8 月にそれぞ
れ新設、改組され、弁護士が非常勤で家事調停官および民事調停官を務める制度は、






                                                        
4 20 世紀末の裁判官制度改革にいたる戦後の裁判所の状況につき、宮本康昭「司法の閉塞状況と裁判官
制度改革」憲法理論研究会編著『”危機の時代”と憲法』（敬文堂、2005）が簡潔にまとめる。 
5 裁判官制度改革の概説として、伊藤眞「裁判官制度の改革」ジュリスト 1264 号（2004）、笠井正俊
「裁判官制度改革の理論的評価と今後の課題」ジュリスト 1272 号（2004）、小池裕「裁判官制度改革の
運用状況について」同誌、小林正樹、清藤健一「裁判官制度改革に関する裁判所の取組み」法律のひろ
ば 57 巻 11 号（2004）、飯考行「裁判官制度改革の成果と課題」法学セミナー594 号（2004）、宮本康
昭「裁判官制度の改革はどこまで進んだか」日弁連司法改革実現本部編『司法改革－市民のための司法
をめざして』（日本評論社、2005）ならびに同書第 4 部の諸論考、宮本康昭「裁判官制度改革過程の検
証」現代法学 9 号（2005）、馬場健一「裁判官制度改革の到達点と展望」法律時報 77 巻 8 号（2005）、
日本弁護士連合会編『第 21 回司法シンポジウム基調報告書 21 世紀の裁判所のあり方－市民が求める
裁判官、裁判所－』（2005）などを参照のこと。 





















時期別に、裁判官制度改革は、改革審設置まで（～1999 年 7 月）、改革審設置から意
見書の作成まで（1999 年 7 月～2001 年 6 月）、意見書の公表から新制度発足まで（2001















                                                        
7 小田中聰樹「裁判員制度の批判的考察」丹宗曉信、小田中聰樹編『構造改革批判と法の視点－規制緩
和・司法改革・独占禁止法－』（花伝社、2004）45 頁。 
8 宮本・前掲注（5）「裁判官制度の改革はどこまで進んだか」112-113、116 頁。 
9 伊藤・前掲注（5）39 頁。 










後も、とりわけ 1988 年の弁護士任官制度発足後、1990 年の司法改革に関する提言などで




















斎藤浩、大橋正春「『法曹一元制度』論の諸様相とわが国 50 年の歩み」日本弁護士連合会編『21 世紀
弁護士論』（有斐閣、2001）を、関連基本文献は、月刊司法改革 2 号（1999）55-56 頁を参照のこと。
法曹一元に関わる戦前、戦後の司法行政のあり方は、萩屋昌志編著『日本の裁判所－司法行政の歴史的
研究－』（晃洋書房、2004）で概観される。 
12 自由と正義 5 巻 10 号（1954）46 頁。 
13 自由と正義 51 巻 1 号（2000）132-137 頁。 
14 自由と正義 51 巻 5 号（2000）152-157 頁。 
15 経済同友会「司法制度改革審議会に望む」（1999）2 頁など。 
16 松井康浩「司法制度の改革と法曹一元制度」自由と正義 49 巻 8 号（1998）、小川達雄「『二〇世紀の
宿題』法曹一元制度の実現へ」自由と正義 51 巻 1 号（2000）など。1999 年 11 月時点までの法曹一元を
含む裁判官制度改革論は、日本弁護士連合会「司法制度改革に関する各界意見要旨集」ジュリスト 1170
号（2000）207-211 頁にまとめられている。 












と形容されたりもした20。その法曹一元論も、提唱後 100 年余りを経て、2000 年の日弁連
「提言」にいたり、裁判官制度の改革を射程に入れ、ある程度多義化してきたと言えよう
21。 















                                                        




















































れ、その意見を受けて、1964 年から司法試験合格者数が 500 名程度に増加した。合格者













                                                        
25 関連基本文献は、月刊司法改革 10 号（2000）73-75 頁を参照のこと。 
26 全国裁判官懇話会全記録刊行委員会編『自立する葦－全国裁判官懇話会 30 年の軌跡』（判例時報社、









出となった 1988 年からの論考）に紹介されたドイツ司法の現状に触発された 4 名の裁判官により
年 9 月 5 日に研究会が発足し、コート 21 としての研究活動を経て、1999 年に司法改革を目指す緩やか
で開放的な裁判官団体を標榜して設立された（日本裁判官ネットワークウェブサイトによる）。 
30 須網隆夫『グ
る『法曹一元』的対応－欧州大陸諸国における裁判官任用制度についての考察」自由と正義 49 巻 7 号
（1998））。 
31 日弁連の司法問題対策委員会では、裁判官の増員は審議案件に取り上げられておらず、1992 年 4 月に
発足した司法改革推進本部で「裁判所の人的・物的設備の充実」が新しい課題として選定されたのも、






















 改革審の委員は、内閣により国会の同意を受けて任命され、元裁判官 1 名、元検察官 1
名、弁護士 1 名、法学者 3 名、他分野の学者 2 名、企業 2 名、労働 1 名、主婦連 1 名、作
家 1 名の計 13 名構成で、法律に関係する委員は全体の過半数に満たなかった。審議会で
















32 改革審の議事録を含む資料は、ジュリスト 1208 号（2001）付録 CD-ROM に収録されている。 
33 水野邦夫「司法制度改革審議会はどのようにして設立されたか」月刊司法改革 1 号（1999）61 頁。 
34 「審議会は、その審議に際し、法曹一元、法曹の質及び量の拡充、国民の司法参加、人権と刑事司法
との関係など司法制度をめぐり議論されている重要な問題点について、十分に論議すること」（衆議院





年 5 月 27 日））。 
35 最高裁判所「21 世紀の司法制度を考える－司法制度改革に関する裁判所の基本的な考え方－」
（1999）11 頁。 

























第 17 回（4 月 17 日）に、「裁判所・法務省の人的体制」が審議された際、最高裁事務
総局総務局長に対するヒアリングで、裁判官人事評価制度に関する質問に対して即答がな
ったことから、後日、最高裁事務総局に書面回答を求めることになった39。 
法曹一元の審議は、第 18 回（4 月 25 日）で予定されていたが、時間の関係で、事務局
作成の参考資料と参考説明文書が配布されるにとどまった。そのため、法曹一元のテーマ
は、2000 年夏の集中審議（8 月 8 日午後の後半と 9 日）に初めて本格的に審議された。 












37 同上 11-12 頁。 
38 中坊公平「弁護士制度改革の課題（レポート骨子）－これからの司法を担う弁護士制度改革の論点
－」（改革審第 12 回資料、2000）1 頁。同委員からは、改革審で実質的な意見交換が初めて行われた第
4 回（1999 年 10 月 5 日）の時点から、同様の主張が繰り返されていた（中坊公平「第 4 回司法改革審議




39 回答文書は、最高裁事務総局人事局名義で 2000 年 5 月 31 日と 7 月 31 日に、また最高裁事務総局名義
で同年 10 月 30 日と 2001 年 2 月 19 日に、計 4 通寄せられた。 

















































                                                        














し（透明性・客観性の確保）の 3 点が挙げられた43。 
 その後、2001 年に入り、裁判官制度改革の審議項目で 2 月に 3 回の審議がもたれた。
第 47 回（2 月 13 日）のフリートーキングを経て、第 48 回（2 月 19 日）の法曹三者ヒア
リングでは、最高裁から、「給源の多様化・多元化」として、弁護士任官の推進と大学教
授等からの任官が、「判事補制度の改革」として、特例判事補制度の見直し（単独訴訟事


























                              
の質問に対する回答」（第 51 回資料、2001）。 
42 同上 11-12 頁。 
43 同上 26-29 頁。 






















第 58 回（5 月 8 日）では、最高裁と日弁
する報告と質疑の後、裁判官制度改革が審議され、第 49 回の会長の口頭とりまとめの
細部が議論された。その後、意見書の作成に向けて、細かな文言が、第 60 回（5 月 22 日、
第 1 読会）と第 61 回（5 月 29 日、第 2 読会）でつめられた。 
２）裁判所の人的体制の充実 
裁判官の増員をめぐる検討は、「裁判所・法務省の人的体制の充実」の審議項目の下で
検討され、第 17 回（2000 年 4 月 17 日）に最高裁と法務省のプレゼンテーションがなさ
れた。しかし、最高裁の陳述は、裁判官の増員方針を明確に打ち出すものではなかった。
他方、第 18 回（4 月 25 日）のとりまとめでは、司法制度を担う人的基盤の充実・強化
が喫緊の課題で、制度の直接の担い手である法曹の大幅な増員を実現す
れた47。法曹人口一般についても、前述の第 18 回の審議で、大幅な増加を目指す必要が
あることが合意された48。そして、夏の集中審議（8 月 9 日）で、法科大学院構想を含む
新しい法曹養成制度の整備状況を見定めつつ、計画的に、できるだけ早い時期に、年間
3,000 人程度の新規法曹をめざすという点で、大方の意見が一致した。 










で議論が重ねられた。検討結果は、他の項目とともに、2000 年 5 月 18 日の「21 世紀の司
法の確かな一歩－国民と世界から信頼される司法を目指して－」と、2001 年 5 月 10 日に
「21 世紀の司法の確かなビジョン－新しい日本を支える大切な基盤－」に、それぞれま
                                                        
46 福岡高裁判事の妻に関する捜査情報を地検検事正がその判事に漏洩し、また裁判所の内部で福岡簡裁
への令状請求の事実が伝達された事件を指す。 
47 司法制度改革審議会「司法の人的基盤の充実・強化の必要性について」（第 18 回資料、2000）。 
48 司法制度改革審議会「法曹養成制度の在り方に関する審議の状況と今後の審議の進め方について」
（第 18 回資料、2000）。 
49 最高裁判所事務総局「裁判所の人的体制の充実について（司法制度改革審議会からの照会に対する回










会の第 17 回目の会合が、改革審設置後の 1999 年 11 月に開催され、全
裁
                                                       
行制度を維持しつつ、その条件整備に向けた具体的・建設的努力の積み重ねが重要であ
るとして、弁護士から判事への任官の促進（短期任官やパートタイム制の検討を含む）、
判事補制度のあり方の改革（判事補の 3 分の 1 程度に広く裁判所外での経験を積ませるこ
となど）や、任
②民主党 








書は、2001 年 2 月の「裁判官制度の改革について」、同年 3 月の「司
からの質問に対する











 日弁連では、改革審設置後も、1999 年 11 月の「司法改革実現に向けての基本的提言」
および 2000 年 2 月の「法曹一元の実現に向けての提言」において、法曹一元制度の導入









53 シンポジウムと各回のテーマは、第 1 回（1999 年 10 月 30 日）裁判官の忙しさの実情と官僚的意識な
ど（法学セミナー544 号（2000）所収）、第 2 回（2000 年 3 月 11 日）キャリア裁判官を考える（判例時
報 1707 号（2000）所収）、第 3 回（2000 年 9 月 17 日）市民との討論、改革の具体的提案（日本裁判官
ネットワーク編『裁判官と司法改革を考えよう！』（日本評論社、2001）所収）、第 4 回（2001 年 1 月













その後、2001 年 2 月に審議会で裁判官制度改革が検討された際は、法曹一元を展望し
ながらも、審議経過に対応して、裁判官の給源、任用、人事制度の項目に即したプレゼン

















                                                        
54 日本弁護士連合会は、「『裁判官制度』の改革について」（第 48 回資料）で、裁判官 3,000 名体制
（簡裁判事を除く）の早急な実現、国民代表委員が過半数を占める下級裁判所裁判官推薦委員会の設置
人事制度の透明化、客観化（任地の決定方式、報酬制度、人事評価と最高裁事務総局の権限縮小）、特
例判事補制度および判事補制度の廃止（それぞれ 2009 年と 2014 年）
、
と廃止にいたる過程での判事補制










57 司法特別研究会の検討は、「司法制度改革審議会ウォッチング」として、法律時報 72 巻 1 号（2000）
から 73 巻 9 号（2001）まで



















































                                                                                                                                                                  









































































出された 2001 年 2 月のプレゼンテーションで、裁判官の給源、任命、人事に関する自己



































革の課題に関する具体的方策のアイディア－」（第 47 回資料、2001）8-9 頁。 
63 飯考行「裁判員制度の生成経過－司法制度改革論議の動態分析に向けて－」早稲田大学大学院法研論


































































































65 萩原金美『裁判法の考え方』（信山社、1994）135 頁。 
66 萩原・前掲注（20）『民事司法・訴訟の現在課題』268 頁。 
67 ただし、民事および家事調停官制度は、1970 年代初頭に構想された民事調停主任制度と異なり、調停
手続を主宰するほか、民事調停法 17 条所定の決定や家事審判法 23 条および 24 条所定の審判も担当する
ことができる。また、他職経験中の判事補の身分は、裁判所事務官である。 
68 萩原金美『法の支配と司法制度改革』（商事法務、2002）47 頁。 
69 Carlo Guarnieri and Patrizia Pederzoli, The Power of Judges - A Comparative Study of Courts and Democracy 
(Oxford University Press, 2002). 
















































システムの実践」自由と正義 54 巻 2 号（2003）を参照のこと。 
73 ベルギーの近


















































77 比較法上の検討の有用性と留意点につき、木佐茂男「裁判官独立論のもう 1 つの視点－本特集にあた
って」月刊司法改革 9 号（2000）35 頁を参照のこと。諸外国の裁判官選任、評価制度の概要と日本への
示唆は第三部第一章、韓国の裁判官制度の改革動向は第三部第四章、台湾の改革経緯は呂太郎（林素鳳


















改革審意見書が 2001 年 6 月 12 日に公表された 3 日後、内閣により、その意見を最大限
に尊重して司法制度改革の実現に取組み、速やかにこれを推進するための所要の作業に着
手する旨が閣議決定された。その決定を受けて司法制度改革推進準備室で起草された内閣





























巻 2 号（2002）を参照のこと。 
79 特例判事補制度解消の部分の書きぶりには、推進計画の草案の段階で顧問から疑問が呈されていたが
（司法制度改革推進本部顧問会議第 3 回（2002 年 3 月 7 日）議事録）、訂正されなかった。 
 23
綱で明らかにした。そのなかで、人事評価制度の整備については、推進計画と異なり、























改革のタイムスケジュールは、推進本部設置期限の 2004 年 11 月末までの 3 年間だった


















より任命され、計 7 名で、裁判官 2 名、元裁判官 1 名、元検察官 1 名、弁護士 1 名、法学
者 1 名とマスコミ関係者 1 名で構成された。座長は元最高裁判事（裁判官出身者）で、庶
務を人事局長と人事局参事官が担当した。 
（３）最高裁判所一般規則制定諮問委員会 
                                                        
80 法曹制度検討会第 1 回（2002 年 2 月 14 日）、第 2 回（3 月 12 日）の事務局次長説明。 




82。委員は、最高裁に任命され、計 20 名で、裁判官 3 名、最高裁事務総長、検察官 1 名、

















   
弁護士 4 名（うち元最高
者 3 名、他分野の学者 2 名、マスコミ 1 名、司法書士会連合会 1 名、連合 1 名、経済界 1
名、地方公共団体代表 1 名で構成された。委員長は、元最高裁判事（弁護士出身者）が務
めた。このように、実務法律家は半数に満たず、市民委員の意見が反映されやすい委員構
成になっていた。幹事は、計 10 名（最高裁事務総局 6 名、法務省 1 名（裁判官出身者）、
内閣法制局 1 名（裁判官出身者）と弁護士 2 名）で、審議資料を作成にあたり、準備会










他分野の学者 2 名、消費者生活専門相談員 1 名、企業出身者 1 名、評論家 1 名からなり、
法学者委員が委員長を務めた。担当事務局は司法制度改革推進本部事務局第 9 班で、法曹














                                                     
82 最高裁判所規則制定諮問委員会につき、第二部第二章を参照のこと。 
83 司法制度改革推進本部令 1 条 2 項。 
84 前 2 者のとりまとめは、日本弁護士連合会編・前掲注（71）191-198 頁と 200-201 頁、3 つ目のとりま
とめと協議員間の了解事項は、自由と正義 55 巻 8 号（2004）114-116 頁所収。 
 25
協議の経過と主な議題は、以下の通りである。 










2001 年 12 月 7 日 「弁護士任官等に関する協議の取りま
2002 年 1 月～8 月（第 19～32 回）いわゆる非常勤裁判官制度、判事補の弁護士職務経験制度 
2002 年 8 月 23 日 「いわゆる非常勤裁判官制度の創設について」（弁護士任官等に関する協議会の
協議の取りまとめ）公表 
2002 年 9 月～2004 年 3 月（第 33～54 回）判事補の弁護士職務経験制度、いわゆる非常勤裁判官制度 
2004 年 6 月 23 日 「判事補の弁護士職務経験制度に関する取りまとめ」公表、「判事補の弁護士職 
務経験制度に関する協議員間の了解事項」合意 
2004 年 7 月～ 判事補の弁護士職務経験制度その他
（２）裁判官の人事評価の在り方に関する研究会 
裁判官の人事評価の在り方に関する研究会は、2001 年 7 月の設置後、20 回の会合を経






改革審意見書を受けて、2002 年 6 月 12 日の最高裁裁判官会議で、下級裁判所の裁判官
の指名過程に関与する諮問機関の設置について、一般規則制定諮問委員会に諮問すること








                                                        
85 裁判官の人事評価の在り方に関する研究会『裁判官の人事評価の在り方に関する研究会報告書』
（2002）。研究会報告書の検討に、伊東武是「余りにも微々たる改革－裁判官人事評価在り方研究会報
告に対する根源的な疑問」法律時報 74 巻 11 号（2002）、日本弁護士連合会「裁判官の人事評価の在り
方に関する意見書」（2002）、飯考行「裁判官の人事評価制度の明確化を求めて－裁判官の人事評価の

















                                                       
を反映させることを可能とする機関を地方裁判所及び家庭裁判所に設置する規則の策定
を、司法修習の運営に関する機関を設置する規則の制定とともに、一般規則制定諮問委員




2003 年 9 月 10 日の最高裁裁判官会議で、裁判官の人
て諮問することが決定さ














会（2003 年 2 月 18 日）の最高裁の報告で、特例判事補制度を段階的に見直す方針（単独
訴訟事件担当時期の 7 年目ないし 8 年目へのシフトや、合議事件への振り向けなど）が示
され90、検討会の委員から特例判事補制度の解消を唱える改革審意見書に対する疑問も出
されたため、合意にいたらなかった。判事補の他職経験制度の創設が検討された際も、第






事項」（2002 年 12 月 24 日）6 項および 12 項）。 
























（第 2 回）日弁連・最高裁の共同状況報告 
題について事 
を進めることを決定 








年 1 月 21 日（第 15 回）、2 月 18 日（第 16 回） 最高裁規則の検討と制定に関する報告 
                                                       
どまっていたが92、最高裁の報告で、今後は判事補全員にその機会を拡充する方針が示さ
れた。また、判事補の他職経験中は、改革審意見書で裁判官の身分を離れることが提言さ
れていたが、第 20 回（9 月 9 日）検討会で、推進本部事務局から、裁判官復帰後の退職
当や共済関係等の関係で、裁判所事務官の身分を残すことが提案された。その案は、同












2002 年 3 月 12 日
2002 年 5 月 14 日（第 4 回） 判事補、検事の他職経験制度における復帰の際の配慮問
務局が立法化の措置の検討




2003 年 10 月 3 日（第 21 回） 裁判所事務官、法務事務官の身分
特例判事補制度の解消 




2002 年 3 月 12 日（第 2 回） 日弁連、最高裁の共同状況報告 
2003 年 2 月 18 日（第 16 回） 判事、検事増員のなり手問題に関する
下級裁判所裁判官指名諮問委員会の設置 
2002 年 4 月 16 日（第 3 回）、10 月 8 日（第 10 回）、11 月 12 日（第 12 回）、12 月 10 日（第 14
回）、2003
 
資料 1「外部に出ている判事補の現状（期間 1 年以上のもの）」（齊藤ほか･同上 257 頁所
0 人程度）あたりの人数の概数は、民間企業等（1 年間）5 人程度、行政













月 18 日（第 23 回） 議事整理メモの検討 
判所委員会の改組 
⑧












るとする顧問の発言（第 2、3 回（2002 年 2 月 19 日、3 月 7 日））を受け
裁判官人事評価制度 
2002 年 7 月 22 日（第 7 回） 最高裁からの研究会報告
2002 年 8 月 29 日（第 8 回） 最高裁報告に関する審議
2002 年 11 月 28 日（第 13 回） 最高裁から審議延期の要請 
2003 年 10 月 21 日（第 22 回） 
る審議 
2003 年 11 月 18 日（第 23 回） 一般規則制定諮問委
る審議 
裁判官の報酬制度の在り方 
2003 年 10 月 21 日（第 22 回） 現状と外国制度に関する説明と自由討議 
2003 年 11
⑦地方裁判所委員会の設置と家庭裁
2003 年 2 月 18 日（第 16 回）、3 月 18 日（第 17 回） 規則制定の報告 
最高裁裁判所裁判官の任命制度 
2002 年 5 月 14
2002 年 10 月 31 日（第 11 回） 外国調査等の報告 
2002 年 11 月 12 日（第 12 回） 上記報告に関する質疑と審議 
2002 年 11 月 28 日（第 13 回） 任命
2002 年 12 月 10 日（第 14 回） 座長の議事整理メモの
を決定 
最高裁判所裁判官国民審査制度 
2002 年 11 月 28 日（第 13 回） 総務省、最高裁か
⑩裁判官の増員 
2003 年 1 月 21 日（第 15 回） 最高裁、法務省からの予算にもとづく説明、日弁連からの地域司法 
計画にもとづく 10 年倍増計画の参考意見を受けて、増員の大きな方向性は一致 
⑪民事および家事調停官制度の発足 
2002 年 4 月 16 日（第 3 回） 法改正の方向性の審議 
2002 年 8 月 29 日（第 8 回） 日弁連・最高裁の合意成立の報告 
2002 年 9 月 10 日（第 9 回） 報告に関する審議、立法化の決定 

















える懇談会」が、2002 年 2 月に最高裁事務総局に設置された。2005
年
な改革方針の決定と最高裁規則の制定がなされた。 
ように、顧問会議で、2003 年 4 月と 2004 年 11 月の 2 度、最高裁事務
バー有志による座談会の
模様と個人意見が寄せられている98。 
                         
、第 5 回（7 月 5 日）で、内閣審議官から、同年 6 月より、最高裁裁判官の内定後、官
房長官記者会見で、可能な範囲で選考過程と選考理由を明らかにする方針が示された。 







裁判所の内部では、最高裁の呼びかけにより、2001 年 9 月中旬から 10 月上旬までと






























96 第 18 回（2002 年 11 月 23 日）に、「司法制度改革と全国裁判官懇話会」のテーマで、裁判員制度に関
するパネルディスカッショ
1826 号（2003）所収）。 
97 第 5 回シンポジウムでは、裁判員模擬裁判とあわせて、裁判官評価制度が議論された（2001 年 9 月 15
日）。日本裁判官ネ
刊行されている。 
98 電子メールによる意見照会への回答内容は、裁判官の人事評価の在り方に関する研究会第 8 回（













                                                       
３）弁護士会 




れなど、日弁連の果たすべき役割と責任の重要性を示した99。2002 年 5 月の
新たな段階を迎えた弁護士任官を全会挙げて推進する決議」が決議され、全国で年間数
十人の弁護士任官を輩出する試みを進める決意が表明された。 
2002 年 7 月には、8 ブロックすべての弁護士会連合会と東京三弁護士会に、弁護士任官
適格者選考委員会（会により名称は異なる）が設置されたほか、弁護士任官推進を目的と
する公設事務所の設置や、退官後の弁護士再登録手続の簡便化などが進められた。同年






れた101。実現本部には、第 1 部会（裁判官制度）のほかに、裁判官選考検討PT（2003 年
2 月新設）と、裁判官・検察官増員および司法予算増大特別PT（同年同月新設）が置かれ
た。また、地方裁判所委員会および家庭裁判
）、家裁問題PTと、後に地家裁委員会対応PT（2004 年 1 月新設）で検討された。 
弁護士任官と判事補の他職経験については、2002 年 10 月 22 日に理事会で特別委員会





検事任官に関する 6 部会編成で活動した。 






 改革審意見書公表後、2001 年 7 月に設置された司法制度改革推進準備室には、弁護士 2
名が任期付公務員として参加した。司法制度改革推進法制定後、同準備室を拡充して引き
 
































①司法制度改革のための裁判所法等の一部を改正する法律（第 156 回国会、平成 15 年法
律第 128 号（民事調停法および家事審判法の改正））105 










②判事補及び検事の弁護士職務経験に関する法律（第 159 回国会、平成 16 年法律第 121
号）106 




ついて報告された（それぞれ、法の科学 32 号（2002）110-130 頁、同 34 号（2004）104-126 頁所収）。 
103 自由法曹団「国民のための司法改革を－司法制度改革審『最終意見』とわたしたちの見解－」
（2001）第 2。 
104 法と民主主主義 362 号（2001）、365 号（2002）、375 号（2003）と 385 号（2004）を参照のこと。
また、同誌巻末の連載「司法改革通信」で、司法制度改革の推進状況がたどられた。 
105 同法の概要と解説につき、齊藤ほか・前掲注（85）207-221 頁。 
106 同法の概要と解説につき、染谷武宣「判事補及び検事の弁護士職務経験に関する法律の概要」法律の
ひろば 57 巻 11 号（2004）、齊藤ほか・同上 222-249 頁。 
 32
決された。参議院では、4 月 1 日に上程され、6 月 9 日に法務委員会に付託され、10 日に









2 日最高裁判所規則第 10 号） 
、原案
④民事調停官及び家事調停官規則（平成 15 年 10 月 1 日最高裁判所規則第 15 号） 
下級裁判所裁判官指名諮問委員会規則（平成 15 年 2 月 26 日最高裁判所規則第 6 号） 
 2003 年 2 月 5 日の裁判官会議（第 5 回）で人事局長から規則案の説明がなされ、同月

















②地方裁判所委員会規則（平成 15 年 4 月 2 日最高裁判所規則第 9 号） 




③家庭裁判所委員会規則（平成 15 年 4 月




                                                        
107 裁判官会議（第 6 回）（2003）議事録別紙 1、2 による。同会議は、10 時 30 分から 11 時まで開催さ
れ、下級裁判所裁判官指名諮問委員会規則と簡易裁判所判事選考規則の一部を改正する規則を含む 5 つ
った。 
第 11 回）（2003）議事録別紙 1 による。同会議は、11 時 30 分から 13 時 55 分まで開催
の議題を扱
108 最高裁判所一般規則制定諮問委員会「確認事項」（2002 年 12 月 24 日）2 項。 
109 裁判官会議（
され、地方裁判所委員会規則及び家庭裁判所委員会規則を含む 9 つの議題を扱った。 
110 同上。 
 33
 2003 年 9 月 17 日の裁判官会議（第 25 回）で、民事調停規則及び家事審判規則の一部
を改正する規則とともに決定された111。 
⑤裁判官の人事評価に関する規則（平成 16 年 1 月 7 日最高裁判所規則第 1 号） 
 2003 年 12 月 17 日の裁判官会議（第 37 回）で、原案どおり決定された。規則の制定理
由は、「裁判官の人事評価制度を整備し、それを実施するために必要な事項を定める必要








































件担当時期の任官 7、8 年目への後倒しの目標などが掲げられている。 
（３）弁護士任官の推進 
                                                        
111 小山太士＝武藤貴明「民事調停官及び家事調停官の制度の創設について」判例タイムズ 1128 号
（2003）2 頁。 
112 裁判官会議（第 37 回）（2003）議事録別紙 2 による。同会議は、10 時 30 分から 11 時 37 分まで開催
され、裁判官の人事評価に関する規則を含む 7 つの議題を扱った。 





































委員は計 11 名で、裁判官 2 名、検察官 1 名、弁護士 2 名、法学者 3 名（元最高裁判事 1
名を含む）、他分野の学者 1 名、アナウンサー1 名と評論家（官僚出身者）1 名で構成さ
れる。委員長には、元最高裁判事（法学者出身者）が就いた。 














開設が続いている（2005 年 6 月現在）。 
116 下級裁判所裁判官指名諮問委員会の概要につき、鹿子木康「下級裁判所
について」ジュリスト 1253 号（2003）、中尾正信「下級裁判所裁判官指名諮問委員会制度の到達点と今
後の課題」自由と正義 55 巻 5 号（2004）、第二部第三章を参照のこと。 
 35
また、各高裁管内に 8 つの地域委員会が設けられ、それぞれ 5 名の委員（法曹三者各 1
名と学識経験者 2 名）からなる（東京地域委員会のみ 10 名構成）。指名諮問委員会の庶
務は最高裁事務総局総務局、地域委員会の庶務は各高裁事務局総務課が担当する。 
（６）裁判官人事評価制度の整備 
 裁判官の人事評価に関する規則および通達にもとづき、2004 年 4 月から新しい評価制










































                                                        
117 新しい裁判官人事評価制度につき、明賀英樹「裁判官人事評価制度改革の到達点と課題－二〇〇四年
四月からどう変わるのか－」自由と正義 55 巻 5 号（2004）、第二部第四章を参照のこと。 
118 齊藤ほか･前掲注（90）278-283 頁。 
119 地方裁判所委員会と家庭裁判所委員会の概要につき、中村元弥「『天窓』は開けたか－裁判所運営改
革の到達点と課題－」自由と正義 55 巻 5 号（2004）を参照のこと。 
































































































                                                                                                                                                                  

































































2005 度から、東京で 8 名、大阪で 2 名が、弁護士職務経験を開始している。判事補が





















弁護士からの裁判官任官者数は、1988 年度から 1991 年度までの判事選考採用要領の下
で 8 名、1992 年度から 2002 年度までの弁護士からの裁判官選考採用要領の下で 49 名124
2003 年度に 8 名、弁護士任官等に関する協議会の合意による手続の下で、2003 年度に 2
名、2004 年度に 8 名と 2005 年 4 月に 1 名の、計 76 名である（2005 年 5 月現在）。弁護








過去 10 年分の人事評価を要約して所見を付した報告書にもとづいて 9 月に重点審議者を
絞った後、地域委員会で収集された情報を加味し、作業部会（法曹三者委員各 1 名、法学
者委員 1 名と学識経験者委員 1 名の計 5
で行われる。候補者に対する面接は、必要のある場合に行う方針が示されているが、設
置以降の 4 年間で 1 度も実施されていない（弁護士任官候補者に対して 1 度予定された）
下級裁判所裁判官指名諮問委員会は、2003 年 10 月の司法修習生から判事補への任官希
望者についての審査から活動を開始した。2005 年 4 月期までの指名候補者については、
「判事補から判事への任命又は判事の再任」の類型で 364 名が審査され、このうち 10 名
について不適
に審査が行われ、15 名について不適格と答申された。「弁護士から判事又は判事補へ
の任命」の類型では 15 名中 6 名に、その他（他職からの復帰候補者など）49 名中 1 名に
それぞれ不適格の答申が出された125。 
2003 年度は、第 5 回（10 月 6 日）に、新任の指名候補者 109 名のうち 100 名が適格、
名が不適格とされた（1 名は保留）。判事補の判事任命と判事の再任の審査では、第 6 回
12 月 2 日）に、181 名の指名候補者名中、175 名が適格、6 名が不適格とされた。同回
では、2004 年度 4 月期の弁護士任官候補者等も審査され、候補者 12 名（うち 1 名は元裁




判官指名諮問委員会第 1 回参考資料、2003）による。 
125 明日の裁判所を考える懇談会第 15 回（2005 年 2 月 28 日）の最高裁（事務総長、審議官）説明（同回
の「協議内容」による）。 
 40
2004 年度は、第 9 回（6 月 18 日）に弁護士任官候補者の審査がなされた（適否の結果













家庭裁判所委員会は、2003 年 8 月にそれぞれ新設、改組された。
運営状況を見ると、わずかな例外を除いて委員長に当該裁判所の所長が就いており、開催
回数は委員会によりまちまちでかつ少ない129。 
                                                       
108 名が適格、7 名が不適格となっ
では、第 13 回（12 月 3 日）に、指名候補者 179 名中、175 名が適格、4 名が不適格と











と評価対象裁判官の面接がなされた後、8 月 1 日













126 日弁連第 21 回司法シンポジウム（2005 年 6 月 24 日）第 1 分科会での裁判官パネリスト発言。 
127 森野俊彦「これからの裁判官」法学セミナー601 号（2005）116 頁、安原浩「みんなが平均点？評価
書の開示に思う」（日本裁判官ネットワークウェブサイトオピニオン欄（2004 年 10 月 1 日付））。日
本裁判官ネットワークでは、約 25 名中 8 割程度のメンバーが開示を求めたが、褒めてだけあってけなし
た言葉はほとんど書かれていなかったという（裁判官評価シンポジウム（名古屋、2005 年 3 月 5 日）で
の下澤悦夫発言（愛知県弁護士会『裁判官評価シンポジウム in 名古屋』（2005）14-16 頁））。 
128 最高裁事務総局総務局長は、日弁連第 21 回司法シンポジウム全体会にパネリストとして参加した折、
開示請求者は 40 人から 50 人にとどまらず、異議申立者は 2 人から 3 人にとどまらない、と述べた。伊
東武是は、「よき裁判に向けての裁判官制度改革」（京都弁護士会裁判官制度改革シンポジウム「みん
なの裁判官を！」（2005 年 4 月 25 日）講演）で、裁判所の現場の感触から、あくまで推測として、
2004 年秋に人事評価の開示を求めた裁判官は全国で百数十名程度（全裁判官の約 5％）、不服を申し出














                                                       
９）最高裁裁判官の選任過程の透明性・客観性の確保 
2002 年 6 月から、最高裁裁判官内定後の官房長官記者会見で、選考過程および理由が
説明されている。しかし、略歴紹介程度にと
（10）最高裁裁判官国民審査制度の実効性向上 
2003 年 7 月の最高裁判所裁判官国民審査法施行令改正後、同年 11 月 9 日に最高裁判事




判事補 15 名）、45 名（判事 30 名、判事補 15 名）、52 名（判事 42 名、判事補 10 名）、
75 名（判事 40 名、判事補 35 名）である。 
（12）民事調停官および家事調停官制度の創設 
2004 年 1 月に 30 名（その後 1 名辞任）、同年 10 月に 28 名（その後 1 名辞任）が任官

























130 民事調停官および家事調停官制度の概要は、小川達雄「非常勤裁判官制度の創設」自由と正義 54 巻 8
号（2003）、小山＝武藤・前掲注（111）を参照のこと。 























改革実現本部第 1 部会（2004 年 10 月の実現本部解散を受けて、従来の第 1 部会および第
3 部会の諸課題は、裁判官制度改革・地域司法計画推進本部（同年 7 月 15 日理事会設
置）に引き継がれている）に設けられ、各委員会の運営状況に関する検討がなされた。指














整備に向けた活動が継続された。2005 年 6 月までに、6 回のブロック大会と 2 回の非常
判官シンポジウムが開催されている。2004 年 5 月の定期総会では、「弁護士任官を全
会挙げて強力に進める決議」が行われ、1 人でも多くの任官者を輩出するよう、全会挙げ
て弁護士任官を強力に推進する決意があらためて表明された。 

























日弁連の第 21 回司法シンポジウムは、「21 世紀の裁判所のあり方－市民が求める裁判




 なお、2004 年 11 月末をもって司法制度改革推進本部が設置期限を迎えたことを受けて、
その後の司法制度改革の推進に関する政府の施策の統一をはかるために必要な総合調整事
















護士任官者数は 2003 年に 2 桁に達したが、大幅に推進されたとは言えまい。 
の提言を満たしている。問題は運営面で、改革審意見書の求める実質的な適任者の選考
の観点からは、審査スケジュールは余裕をもって組まれている




133 改革審中間報告に対応した法の科学 30 号の姉妹編として、法の科学特別増刊号（36 号）『『司法改
革』の総決算－憲法の理念に基づく真の司法改革をめざして』が刊行されている。 





































                                                        
135 実際に判事への再任を不適格と答申されたある個人から、指名諮問委員会の委員長と委員宛てに文書
が送付され、再任希望者を不適格と判断するに際しては、委員会、少なくとも地域委員会における面接










ができる」（同規則 11 条）。 
137 上記の両条項は、地域委員会にも準用される（同規則 17 条による）。 
138 日本弁護士連合会編・前掲注（5）『第 21 回司法シンポジウム基調報告書』134-149 頁。 
139 日本弁護士連合会司法改革実現本部・前掲「裁判官及び検察官の倍増を求める意見書」は、裁判官を
今後（2002 年度以降）少なくとも 2,300 名増員し、2002 年度の定員 2,265 名（判事 1,445 名と判事補 820





























への任命で 8 名（記録上最高）と 7 名が指名されず、判事補から判事への指名および判事






                                                        
140 今次の裁判官制度改革および司法制度改革全体が裁判官のあり方にもたらしうる影響の検討につき、
飯考行「裁判官論の再考」法の科学 34 号（2004）を参照のこと。 




月 14 日）議事要旨）。 
幹部の見解とされる）。 
141 明日の裁判所を考える懇談会第 15 回（2005 年
の「協議内容」による）。 
142 日本経済新聞 2005 年 4 月 15 日夕刊 19 面。 
143 水野邦夫「弁護士任官体験記－弁護士任官のす





していると指摘されることが多い」と述べている（第 3 回（2003 年 7
145 指名諮問委員会の設置と裁判官任命構造の関係につき、終章を参照のこと。 
146 読売新聞 2003 年 10 月 8 日朝刊 35 面（最高裁の見解とされる）。 

























 裁判官の増員は徐々に進められ、東京地裁では、裁判官 1 人あたりの手持ち事件数が、

















                                                        
148 下級裁判所裁判官指名諮問委員会で、判事補から判事への任命および判事の再任候補者に対する不適決定
率は、2003 年度は約 3.3％、2004 年度は約 2.2％であった。 
149 明日の裁判所を考える懇談会第 15 回（2005 年 2 月 28 日）の最高裁（事務総長、審議官）説明（同回
の「協議内容」による）。 
150 2003 年に自殺した大阪高裁判事の妻は、裁判の仕事による極度の精神的、肉体的疲労（自殺前 1 ヶ月
間の勤務時間外労働時間は計約 165-190 事件だったとされる）を死因として公務上災害認定を申請した
が、最高裁は 2005 年 6 月 10 日までに公務認定通知書で公務との因果関係は認められないとして退けて
いる（東京新聞 2005 年 6 月 11 日朝刊）。 
151 民事調停官および家事調停官の勤務の実情は、湯川二朗「動き出した民事調停官制度－私の試み－」


























































                                                       
担ったにしろ、その後の改革推進過程で部分的に変容しており、新制度とその施行のな
かで実体化される過程を検討しなければ、全体像をとらえることは困難であった。 



















































































154 早野貴文「第二次司法制度改革への展望」（日本法社会学会 2004 年度大会報告ペーパー、2004 年 5





















































































     答申（2001 年 6 月 12 日）    内   閣    
 法案 
     司法制度改革審議会                   
       委員：13 名    国  会    
 設置根拠：司法制度改革審議会設置法 
1999 年 7 月 27 日－2001 年 7 月 26 日                                                 長官所長会同      司法制度改革問題に関する意見交換会 
                                         法                  2001 年 6 月 14、15 日       2001 年 9 月中旬－10 月上旬 
             司法制度改革推進本部                                 2002 年 6 月 13、14 日        2003 年 1 月中旬－2 月中旬 
             本部長：内閣総理大臣                律  2003 年 6 月 18、19 日 
          副本部長：内閣官房長官、法務大臣                                                                          意見 
            本部員：その他の全国務大臣 
           設置根拠：司法制度改革推進法                                        最  高  裁  判  所  
         2001 年 12 月 1 日－2004 年 11 月 30 日                                               報告書（2002 年 7 月 14 日）               
                                     裁判官の人事評価の在り方に関する研究会    事務総局     
                司法制度改革推進本部顧問会議             委員：7 名                             規 
                顧問：佐藤幸治氏ほか有識者計 8 名       幹事：2 名(事務総局人事局長、人事局参事官)          則  
                設置根拠：司法制度改革推進本部令       2001 年 7 月 14 日－2002 年 7 月 14 日                        
                                                                     答申 
                    法曹制度検討会                             最高裁判所一般規則制定諮問委員会 
                     委員：11 名     問題点の指摘（2002 年 8 月 29 日）   報告            委員：20 名 
                  設置根拠：事務局長の委嘱                             幹事：10 名（判事出身 8、弁護士 2） 
                                       意見、注文              設置根拠：最高裁判所規則制定諮問委員会規則 
             司法制度改革推進本部事務局                                                  2002 年 7 月 31 日－2003 年 12 月 5 日(計 10 回) 
            事務局員：計 60 名（2004 年 4 月現在） 
                 第 9 班：計 5 名                                  弁護士任官等に関する協議（2001 年 4 月－） 
             設置根拠：司法制度改革推進法  日  本  弁  護  士  連  合  会  
2001 年 12 月 1 日－2004 年 11 月 30 日 



































                                                        
1『司法制度改革推進計画』（2002）16-17 頁。 
2 2002 年 6 月 12 日の最高裁裁判官会議で、裁判官指名諮問機関の設置について一般規則制定諮問委員会に
諮問することが決定され、7 月 31 日に第 1 回が開かれた。9 月 20 日、10 月 22 日、11 月 22 日、12 月 24
日の計 5 回で検討を終えて要綱をまとめる予定。 
3 裁判官の人事評価の在り方に関する研究会『裁判官の人事評価の在り方に関する研究会報告書』（2002）
56 頁。同研究会は、最高裁事務総局に 2001 年 7 月 16 日付で設置され、1 年後に報告書をまとめた。 
















 この 3 つの論拠は、法形式いかんの議論を離れて、規則制定権に関する一定の理解にも
とづくものと思われる。そこで本稿では、まず、後者の見解に学びつつその論拠を順に検
討し、規則制定権をめぐる論点を見出したい。 
 憲法 77 条は、戦後の連合国軍総司令部の憲法草案を元に規定されたもので、その制定趣
旨は、裁判所の行政部ならびに立法部からの独立を期して司法権の独立を強化することに









制定権の意義についての理解が十分ではなかったことが指摘されている。77 条 1 項に関す
る学説でも、法律との効力関係が問題とされ、1 項の所定事項は法律でも定めることが可能
                                                        
6 宇都宮・同上 189-190 頁。憲法で裁判所規則を規定する例は、アメリカの州でも主に戦後からの傾向で、
77 条もその影響を受けたものと考えられる（伊藤正己「裁判所規則の形式的効力－アメリカにおける最近
の動向に関連させて」国家学会雑誌 73 巻（1960）726 頁）。大石眞「『規則』制定権の法理と解釈」法学教
室 208 号（1998）45 頁も、77 条の草案は「…連邦裁判所法（合衆国法典 28 篇）やニュージャージー州憲
法などを参照したものらしい」とする。 
7 宇都宮・前掲注（5）187-192 頁。 
8 『最高裁判所規則集』（2001 年 7 月現在）に掲載されている規則の数は 118、規程は 45 ある。裁判官の




76 条 3 項）、裁判官の任命（憲法 79、80 条、裁判所法 39-46 条）、補職（裁判所法 47 条）、身分保障（意思
に反する免官、転官、転所、職務停止または報酬減額の禁止）（憲法 78 条、裁判所法 48 条、裁判官分限法
1 条）、懲戒（憲法 78 条、裁判所法 49 条、裁判官分限法）、弾劾（憲法 78 条、裁判所法 48 条、裁判官弾
劾法）、定年（裁判所法 50 条）、報酬（憲法 79、80 条、裁判所法 51 条、裁判官の報酬等に関する法律）、
政治運動等の禁止（裁判所法 52 条）、司法行政の監督（裁判所法 80 条）、事務の取扱方法に対する不服（裁


























                                                        
10 憲法制定直後に規則優位説が唱えられたが、一部規則優位説が有力視されたのは佐藤幸治『憲法（初版）』
（青林書院、1981）刊行後であろう。判例は、浦田賢治＝大須賀明編『新・判例コンメンタール日本国憲
法 3』（三省堂、1994）83 頁を参照のこと。 
11 宇都宮・前掲注（5）187-192 頁。 











り（28 U.S.C. §§ 2071-2077）、連邦民事訴訟規則、連邦刑事訴訟規則、連邦証拠規則、連邦上訴手続規則、
破産規則については、合衆国司法会議にそれぞれ諮問委員会（裁判官、弁護士、学者で構成される）が設
置されている。 
































                                                                                                                                                                  
学者で構成）が行い、諮問委員会と協議して、合衆国司法会議に上程する。諮問委員会および常任委員会
の会議は原則公開で行われ、一般の意見を書面および公聴会で聴取する。連邦最高裁は、規則改正案を毎









（「明日の裁判所を考える懇談会（第 4 回）協議内容」（2002 年 7 月 22 日））。実務では、任命前の高等裁
判所裁判官の補職は、事前の最高裁裁判官会議で他の下級裁判所裁判官の異動とともに了承されている（最
































                                                                                                                                                                  
官弾劾法により国会議員で構成される弾劾裁判でなされる。裁判官の定員、任命要件、報酬額（減額は不
可）、定年、下級裁判所の構成も法律で規定されており、法改正によって変更可能である。 
20 John Ferejohn , Independent Judges, Dependent Judiciary: Explaining Judicial Independence, 72 Southern 
California Law Review (1999), pp.365-367 は、司法の独立を、法の支配、立憲政府および民主制の実現を許容
するために、個々の裁判官の保障と政府の他の部門に依存する司法部とを考量する制度的な試みで、ある
種の公益の提供を促進するものであるとする。また、Frances Kahn Zemans, The Accountable Judge: Guardian of 
Judicial Independence, 72 Southern California Law Review 625 (1999), p.632 は、司法の独立を、法の支配と憲法
的および民主的価値を維持するために設計された手段的価値であると解する。 
21 実証研究に、宮澤節生『法過程のリアリティ－法社会学フィールドノート』（信山社、1994）第 4 部、ラ
ムザイヤー＝ラスムセン・前掲注（17）などがある。 











































                                                        
25 司法制度改革審議会『司法制度改革審議会意見書－21 世紀の日本を支える司法制度－』（2001）5-6 頁。 


































                                                        




30 北澤晶「新民事訴訟規則の概要」ジュリスト 1108 号（1997）5 頁の民事執行法（昭 54 法律 4）制定作業
の説明による。民事保全法および規則の制定時や民事訴訟法および規則の改正時などにも同様の方針がと
られた。 
31 小田中聰樹「参与判事補制度の本質と問題点」法学セミナー205 号（1973）など。 

















































37 宇都宮・前掲注（5）199-200 頁。 
38 改革審の概要と司法制度改革の推進過程は、笠井之彦「司法制度改革推進法について」法律のひろば 2002


































れまで運用でなされていたが44、77 条 1 項の司法事務処理に関する事項として、指名名簿作
成手続自体を最高裁規則で策定することは認められると考えられる。 
                                                                                                                                                                  
会議、検討会の設置－」法律時報 74 巻 2 号（2002）を参照のこと。 









リスト 1194 号（2001）48 頁。 






































                                                        
45 法学協会編『註解日本国憲法下巻』有斐閣（1954）1201 頁。 



































                                                        
48 司法制度改革審議会・前掲注（25）96 頁。 
49 裁判所法に 39 条 4 項（「内閣は、第 1 項の指名または第 2 項の任命を行うには、裁判官任命諮問委員会
に諮問しなければならない。」）および 5 項（「裁判官任命諮問委員会に関する規程は、政令でこれを定め
る。」）を追加する改正がなされた。裁判官任命諮問委員会の推薦にもとづく任命は 1 度しかなされず、1948





50 1957 年 3 月 12 日に法務省を経て第 26 回国会に内閣より提出された裁判所法等の一部を改正する法律案




年の第 28 回国会で審議未了のため廃案になった。 






































52 委員構成や地方への下部機関の設置については、弁護士任官推薦機関を全国 8 ブロックの弁護士会連合
会で立ち上げる動きがあり、その運営の実情が参考になると思われる。近畿弁護士会連合会は、弁護士推
薦委員会の下に下級裁判所裁判官候補者調査に関する協議会を最初に設置し、弁護士委員 16 名と市民委員
8 名で構成される選考委員会による任官適格者の推薦を 2001 年から行い、すでに裁判官任官者を出してい
る（委員会の資料などは、日本弁護士連合会司法改革実現本部『弁護士任官資料集（改訂新版）』（2002）、
大阪弁護士会会報 215 号（2002）3-28 頁を参照のこと）。 
53 第 17 回審議会で最高裁の答弁者が裁判官評価制度の存否について確答を避けたことを受けて、高木委員
から出された質問への回答文書の中で、初めて事実上の評価制度の存在が肯定された。 
54 司法制度改革審議会・前掲注（25）97 頁。 














 アメリカでは、少なくとも 20 州に州裁判所裁判官に対する公式の評価制度があるが、そ









































































                                                                                                                                                                  




護士連合会・同 35-50 頁。 
63 1992 年 2 月 25 日法によって改正された 1958 年 12 月 22 日のオルドナンス 58-1270 号とその適用に関す
るデクレ 93-21 号で規定される。勤務評定書などの資料は日本弁護士連合会「裁判官制度の改革について
＜参考資料＞その 3」（第 49 回司法制度改革審議会提出資料）（2001）127-177 頁、司法官制度の概要は、
山本和彦『フランスの司法』（有斐閣、1995）281-288 頁を参照のこと。 
64 司法制度改革審議会・前掲注（25）92-93 頁。 
65 『司法制度改革推進計画』16 頁。 
66 最高裁判所「判事補の経験の多様化のための制度の整備に関する検討状況について（説明骨子）－裁判
官の身分を離れた場合の退職手当や共済関係等の面での適切な配慮のための方策を中心にして－」（2002
























 なお、国家公務員の月給の引き下げを求めた 2002 年 8 月 8 日の人事院勧告を受けて、最










                                                        
67 一般規則制定諮問委員会では、短期の他職経験を経た判事補を指名諮問機関の審査から除外すべきであ
るとする意見が出されている。 





70 2002 年 3 月 7 日の第 3 回顧問会議で、笹森顧問が質問し、重ねて佐藤顧問会議座長が確認した。 
71 司法制度改革審議会・前掲注（25）97 頁。 

























                                                        
73 司法制度改革審議会・前掲注（25）99 頁。 
74 2002 年は最高裁裁判官 6 名が定年で退官するため、新規任命者が多数生じる（塚原英治「次の最高裁判




示され（第 11 回検討会（10 月 31 日）で調査結果が報告された）、第 5 回顧問会議では、最高裁裁判官の任
命手続の概要と出身分野などが報告され、内定後の官房長官記者会見で、今後は可能な範囲で選考過程、
選考理由を明らかにするという方針が示された。 
75 第 4 回法曹制度検討会配布資料「最高裁裁判官選任に関する外国法調査について」（2002 年 5 月 14 日）
を参照のこと。調査の口頭報告が 10 月の検討会でなされ、その後報告書の形式にまとめられたが、肝心の
2002 年の大量交替期への対応は間に合わなかった。 
76 改革審の第 56 回の審議でも、任命諮問委員会を設置すること自体に異論は出ておらず、もっぱら委員構
成について議論されていた。 













らいわゆる非常勤裁判官制度を導入する方向が示され80、その後の協議を経て 2002 年 8 月
23 日に合意された。 


























                                                        
80 最高裁判所＝日本弁護士連合会「弁護士任官等に関する協議の取りまとめ」（2001 年 12 月 7 日）。協議
の概要は、大川真郎「裁判官の給源の多様化・多元化－弁護士任官を推進するために」自由と正義 53 巻 2
号（2002）参照。同号 75 頁以下に取りまとめ内容も掲載されている。 
81 当面導入される担当職務には、民事および家事調停手続の主宰以外に、民事調停法 17 条所定の決定、家
事審判法 23 条および 24 条所定の審判も挙げられている（最高裁判所＝日本弁護士連合会「いわゆる非常
勤裁判官制度の創設について（弁護士任官等に関する協議会の取りまとめ）」（2002 年 8 月 23 日））。 



















































2 最高裁判所事務総局への照会結果（2002 年 10 月）および潮見俊隆「裁判所庁舎規程の役割りと性格」






ミナー205 号（1973）、潮見・前掲注（2）および野村平爾「最高裁通達と裁判干渉」法律時報 41 巻 13 号
 73
 最高裁事務総局では、民事局第 2、3 課が民事訴訟および民事執行などの規則制定事務を
（最高裁判所事務総局分課規程 27、28 条）、刑事局第 2 課が刑事訴訟手続の規則制定事務
を（同規程 31 条）、家庭局第 1、2 課が家事審判、家事調停手続および少年審判などの規則
制定事務を（同規程 38、39 条）、総務局第 1 課が弁護士、裁判所の内部規律および司法事
務処理に関する規則制定事務を（同規程 5 条）、それぞれつかさどる。 
最高裁の委任を受けた下級裁判所規則の制定は、各下級裁判所の裁判官会議でなされう
る（憲法 77 条 3 項、裁判所法 20、29、31 条の 5）。ただ、実際は、下級裁判所事務処理規





















                                                                                                                                                                  
（1969）などが問題点を指摘する。 





から、この旨回答する」と答えている（裁判所時報 20 号（1948）8 頁）。 
6 後述するように、規則が制定されるたびに規則制定諮問委員会が開催されるわけではない。例えば、執
行官の手数料および費用に関する規則の一部を改正する規則（1976 年 5 月公布）は、民事規則制定諮問
委員会に諮るべきであると日弁連が申し入れを事前に行っていたにもかかわらず、結局諮問なしに策定さ
れたという（自由と正義 27 巻 6 号（1976）27 頁）。 
7 1947 年 10 月 15、16 日の第 1 回高裁長官会同で、本間事務総長は、規則制定委員会の設置を事務局機
構の整備とともに説明する（裁判所時報 1 号（1948）7 頁）。翌年 5 月 27 日の高裁長官・地裁所長会同で
も、事務総長は、刑事および民事の規則制定諮問委員会の開催を、規則で定めなければならない事項が極
めて多岐に及んでいる事情とあわせて述べている（裁判所時報 11 号（1948）8-9 頁）。 
8 最高裁判所事務総局編『わが国における裁判所制度の沿革』（法曹会、1957）59 頁、同『刑事訴訟法二
十年の歩み』（刑事裁判資料第 194 号）（1971）64 頁。 
 74














 委員の任期は 2 年で、再任は妨げられない（同規則 6 条）。委員は、非常勤の国家公務員














 最高裁判所が発足した 1947 年から 2002 年末現在までに、細かい改正を含めて 736 の最
高裁判所規則と 350 ほどの最高裁判所規程が制定されてきた10。そのうち、規則制定諮問
委員会の諮問を経て制定された規則は少なくとも 62 ある（別表）。規程の制定が規則制定




                                                        
9 最高裁判所事務総局への照会結果（2002 年 10 月）。 
10 最高裁規則の数は、各年の官報による。最高裁規程は、最高裁判所『裁判所沿革誌 第 1-5 巻』（法曹会、
1967、1968、1983、1988、1998）と各年の裁判所時報で 332 を確認したが、正確な数は不明である。 









最高裁規則の制定数は、1947-1956 年は 253、1957-1966 年は 144、1967-1976 年は 116、
1977-1986 年は 69、1987-1996 年は 83、1997-2002 年は 71 で、戦後しばらく多かったもの
の、1970 年代以降は各年 10 前後に減り、近時再び増えている。 
2002 年までの規則制定諮問委員会別の確認可能な開催数は、民事規則制定諮問委員会が
26 の案件（複数の諮問を含む）で計 29 回、刑事規則制定諮問委員会が 10 の案件で計 17
回、少年審判規則制定諮問委員会が 2 つの案件で計 3 回、家庭規則制定諮問委員会が 6 つ
の案件で計 8 回、一般規則制定諮問委員会が 4 つの案件で計 14 回13、特別規則制定諮問委
員会が 2 つの案件で計 2 回である（別表）14。 
民事は割合コンスタントに委員会が開かれてきたが、刑事では 1960 年代初頭以来開催
例が見られない。特別規則制定諮問委員会の開催も、1950 年代に 2 回確認されるのみであ
る15。 
規則制定諮問委員会の検討を経て開催された確認可能な規則数と規則制定数全体との
比率（％）を算出すると、1947-1956 年は 29（11.5％）、1957-1966 年は 13（9.0％）、1967-1976








                                                        
12 関根小郷「民事訴訟規則について」法曹時報 8 巻 4 号（1956）2-5 頁。 
13 1948 年 5 月 27 日の時点で、一般規則制定諮問委員会は近く成立予定であると事務総長が説明している
（高裁長官および地裁所長会同、裁判所時報 11 号（1948）8-9 頁）。実際に、一般規則制定諮問委員会の
委員は、1948 年 8 月 24 日に最高裁判事 3 名など計 18 名に（後に 2 名追加）初めて委嘱され、1956 年お
よび 1963 年に最高裁判事に、1966 年 7 月 6 日および 13 日にも計 17 名に委嘱されている（最高裁判所・





という記載があるが（最大判昭和 48・4・25 刑集 27 巻 4 号 598-599 頁）、裁判所沿革誌および裁判所時報
では確認できなかった。 
14 1996 年までは最高裁判所・前掲注（10）、その後は裁判所時報その他の資料による。なお、裁判所時報







① 民事訴訟規則（平成 8 年最高裁規則 5 号）16 
 1990 年 7 月－ 法制審議会民事訴訟法部会で民事訴訟手続の全体的見直しを検討。 
 1993 年 12 月 法制審が民事訴訟手続に関する改正要綱試案を公表。 
 最高裁民事局で、法制審での審議と並行して、最高裁判所規則で規定すべき事項につき
実質的検討を行う。 
 1995 年 11 月－1996 年 6 月 民事規則制定諮問委員会の幹事会を開催（ほぼ月 1 回のペ
ースで計 7 回）、最高裁判所規則の内容を検討し、中間的な成果を「最高裁判所規則案の骨
子」としてまとめ、規則案を作成。 
 1996 年 6 月 17 日 民事訴訟法制定、公布 
 同年 7 月 17 日 最高裁裁判官会議で、民事訴訟規則の制定について、民事規則制定諮問
委員会に諮問することを決定。 
 同年 9 月 20 日 13 時 29 分-16 時 56 分 民事規則制定諮問委員会開催（第 1 回）、幹事会
が作成した民事訴訟規則案をもとに検討。 
 同年 10 月 11 日 幹事会を開催（委員 2 名がオブザーバーとして参加）。 
 同年同月 22 日 13 時 29 分-15 時 27 分 民事規則制定諮問委員会開催（第 2 回）、幹事会
の議論を経て事務総局が作成した修正規則案をもとに検討。 
同年 11 月 21 日 15 時 33 分-16 時 53 分 民事規則制定諮問委員会開催（第 3 回）、裁判所
事務当局と日弁連担当者の協議を経て作成された修正規則案修正案を基本的に承認。 
 事務総局でさらに検討し案文をまとめる。 
 同年 12 月 4 日 10 時 30 分-11 時 05 分 最高裁裁判官会議で事務総局案通り決定。 
 同年同月 17 日 公布 
 1998 年 1 月 1 日 民事訴訟法とともに施行 
② 民事再生規則の一部を改正する規則（平成 12 年最高裁規則 16 号）17 
 2000 年 7 月 5 日 民事規則制定諮問委員会幹事会開催（第 1 回）、民事規則制定諮問委
員会の委員および幹事のうち、法制審議会倒産法部会の委員幹事を務める実務家や学者を
中心に、最高裁事務総局民事局が作成した改正規則案の骨子第 1 次案を検討。 
 同年 9 月 29 日 民事規則制定諮問委員会幹事会開催（第 2 回）、規則案第 1 次案を検討。 




 同年同月 21 日 民事再生法等の一部を改正する法律および外国倒産処理手続の承認援
                                                        
16 北澤晶「新民事訴訟規則の概要」ジュリスト 1108 号（1997）4-6 頁、林道晴「新しい民事訴訟規則の
制定について－制定の経過、規則の構成等を中心として－」法曹時報 49 巻 5 号（1997）7-12 頁、『最高
裁判所民事規則制定諮問委員会議事録（第 1-3 回）』（1996）、『裁判官会議（第 30 回）議事録』（1996）に
よる。 
17 近藤昌昭「最高裁判所規則の概要について」法律のひろば 54 巻 3 号（2001）39 頁、『最高裁判所民事
規則制定諮問委員会幹事会議事録（第 1-3 回）』（2000）、『最高裁判所民事規則制定諮問委員会議事録』
（2000）、『裁判官会議（第 41 回）議事録』（2000）による。 
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助に関する法律が国会で成立。 
 同年同月 29 日 最高裁裁判官会議で、民事再生規則の一部を改正する規則等の制定につ
いて民事規則制定諮問委員会に諮問することを決定。 
 同年 12 月 18 日 13 時 15 分-16 時 25 分 民事規則制定諮問委員会開催（計 1 回）、幹事
会で策定された、民事再生規則の一部を改正する規則案、外国倒産処理手続の承認援助に
関する規則案、外国倒産処理手続がある場合の破産手続および更正手続に関する臨時措置
規則案の 3 つについて、事務総局幹事の説明を受けて議論。 
 上記規則案を基本に、委員会で出された意見を踏まえ、表現の統一などの点について事
務総局でなお検討を加える。 
 同年同月 20 日 10 時 30 分-10 時 50 分 最高裁裁判官会議で事務総局案通り決定。 
 同年同月 27 日 公布 
 2001 年 4 月 1 日 改正法とともに施行 
（２）刑事規則制定諮問委員会を経た規則 
① 刑事訴訟規則（昭和 23 年最高裁規則 32 号）18 
 1948 年 6 月 刑事訴訟法が国会で成立 
 最高裁事務局刑事部（後の事務総局刑事局）第 2 課で規則の立案作業を本格的に開始。 
 同年 7 月中旬－ 刑事局 2 課で箱根湯本に合宿して草案を練り、草案を翻訳して総司令
部に提出、一部修正後に承認を受ける。 
 同年 8 月下旬 規則案完成 
 同年 9 月 6、8 日 刑事規則制定諮問委員会開催（計 2 回）、規則案について審議。 
 同年同月上旬 最高裁裁判官会議で検討し、事務局案に所要の修正を加えて決定。 
 同年 12 月 1 日 公布 
 1949 年 1 月 1 日 刑事訴訟法とともに施行 
② 刑事訴訟規則の一部を改正する規則（昭和 26 年最高裁規則 15 号）19 
 1951 年 3 月頃 最高裁事務総局刑事局が改正準備に着手。 
 同年 9 月 23 日 裁判官会議の議により、第 1 次改正案を刑事規則制定諮問委員会幹事会
にはかることを決定。 
 同年同月 28、29、10 月 3、4 日 幹事会開催 
 同年 10 月 22、23 日 刑事規則制定諮問委員会開催（計 2 回）、幹事会の意見を参酌して




 同年同月 27 日、11 月 14 日 裁判官会議に諮問委員会の意見を踏まえて修正された第 3
次改正案を、多少の修正を経て決定。 
 同年 11 月 20 日 公布 
 1952 年 2 月 1 日 施行 
                                                        
18 青柳文雄「刑事訴訟規則－その回顧と展望」ジュリスト 551 号（1974）、浦辺衛『ある裁判官の回想記』
（日本評論社、1977）72-75 頁による。 








 1962 年 3 月初め 数回の試案の作成を経て家事審判規則の一部改正要綱案を決定。 
 同年 4 月 9 日 家庭規則制定諮問委員会開催（計 1 回）、原案を満場一致で決議し、家事
審判規則の一部改正要綱として答申。 
 その後、家庭局において規則案を作成。 
 同年同月 18 日 最高裁裁判官会議で事務総局案通り決定。 
 同年同月 25 日 公布 
 同年 7 月 1 日 改正法とともに施行 
② 少年審判規則及び家事審判規則の一部を改正する規則（平成 13 年最高裁規則 1 号）21 
 2000 年 11 月 28 日 少年法等の一部を改正する法律が国会で成立。 
 同年 12 月 6 日 同法公布 
同年同月 22 日 家庭規則制定諮問委員会準備会開催、少年審判規則及び家事審判規則の改
正に関する要綱試案（最高裁家庭局作成）を検討。 
2001 年 1 月 17 日 最高裁裁判官会議で、少年審判規則及び家事審判規則の一部を改正す
る規則について、家庭規則制定諮問委員会に諮問することを決定。 
同年同月 23 日 13 時 30 分-16 時 52 分 家庭規則制定諮問委員会開催（計 1 回）、少年審判
規則及び家事審判規則の改正に関する要綱案を検討。 
 事務総局において規則案を作成。 
 同年 2 月 7 日 10 時 30 分-11 時 36 分 最高裁裁判官会議で事務総局案通り決定。 
 同年同月 19 日  公布 
 同年 4 月 1 日  改正法とともに施行 
（４）一般規則制定諮問委員会を経た規則 
① 高等裁判所支部設置規則の一部を改正する規則（昭和 46 年最高裁規則 10 号）22 
 1971 年 6 月 14 日、21 日 一般規則制定諮問委員会開催（計 2 回） 
 同年同月 23 日 11 時 55 分-12 時 50 分 最高裁裁判官会議で事務総局案通り決定。 
 同年同月 28 日 公布 
 同年 8 月 1 日 施行（札幌高裁函館支部廃止） 
② 地方裁判所における審理に判事補の参与を認める規則（昭和 47 年最高裁規則 8 号）23 
                                                        
20 市川四郎「家事審判規則の一部を改正する規則の解説」法曹時報 14 巻 6 号（1962）28-29 頁。 
21 須納瀬学「少年審判規則改正に関する最高裁規則制定諮問委員会の報告」自由と正義 52 巻 7 号（2001）
93 頁、『最高裁判所家庭規則制定諮問委員会議事録』（2001）、『裁判官会議（第 5 回）議事録』（2001）に
よる。 
22 谷川八郎「札幌高裁函館支部の廃止について」自由と正義 22 巻 7 号（1971）、東弁臨司ニュース 31 号
（1971）1 面、『裁判官会議（20 回）議事録』（1971）。一般規則制定諮問委員会への諮問は 6 月に告知さ
れた。 
23 鴨田倭信「『一人制審理の特例に関する規則』の制定問題」自由と正義 23 巻 8 号（1972）、江藤价泰「規
則制定権の本旨と運用の実態－参与判事補制度を中心に－」法学セミナー増刊『最高裁判所』日本評論社
（1977）、『裁判官会議（第 27 回）議事録』（1972）、『裁判官会議（第 1 回）議事録』（1974）。最高裁は日
弁連に何ら事前の連絡なく 2 月 10 日に突如諮問を行ったという（鴨田倭信「一人制審理の特例に関する
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 1972 年 2 月 9 日 最高裁裁判官会議で、一人制審理の特例に関する規則の制定について、
一般規則制定諮問委員会への諮問を決定。 
 同年同月 10 日 一般規則制定諮問委員会の開催と諮問事項を委員および日弁連に告知。 
 同年同月 18 日、3 月 4 日、17 日 一般規則制定諮問委員会開催（計 3 回）、事務総局幹
事 3 名から提案された「一人制審理の特例に関する要綱案」（第 1 次案）について意見を微
された。 
最高裁事務総局が第 2 次要綱案を作成し、さらに手直しを行う。 
 同年 9 月 7 日 最高裁事務総局が日弁連に第 3 次要綱案を示す。 
 同年同月 13 日 13 時 05 分-14 時 15 分 最高裁裁判官会議で意見交換のうえ、従前の標
題を「地方裁判所における審理に判事補の参与を認める規則」と改めたのみで、事務総局
案通り決定。 
 同年同月 18 日 公布 
 同年 11 月 20 日 施行（最高裁の指定する地裁で参与判事補制度を実施） 
 1974 年 1 月 16 日 最高裁裁判官会議で上記規則の一部改正を事務総局案通り決定。 
 同年 2 月 1 日 施行（すべての地裁で参与判事補制度を実施） 
③ 地方裁判所および家庭裁判所支部設置規則および家庭裁判所出張所設置規則の一部を
改正する規則（平成元年最高裁規則 5 号）24 
1984 年 2 月 最高裁が三者協議会に簡裁および地家裁支部の配置の見直しを提案。 
1988 年 5 月 法制審の審議および答申を経て、法律改正により簡裁の適正配置実施。 
 同年 6 月 最高裁が三者協議会に統廃合計画を提案、月 1 回のペースで協議を続ける。 
 同年末－1989 年 1 月 各地家裁から関係地方自治体その他の関係機関に対する説明、最
高裁の第 1 次地元説明。 
 1989 年 最高裁裁判官会議で、地方裁判所および家庭裁判所の支部の適正配置について、
一般規則制定諮問委員会への諮問を決定。 
 同年 8 月 1 日 一般規則制定諮問委員会の委員を任命。 
 同年同月 7 日 最高裁事務総局が、諮問の具体的内容に関して、地方裁判所および家庭
裁判所の支部の適正配置に関する要綱を作成。 
 同年 9 月 4 日 13 時 30 分-16 時 40 分、13 日 13 時 29 分-16 時 12 分、25 日 13 時 32 分-16
時 42 分、10 月 16 日 15 時 02 分-16 時 32 分 一般規則制定諮問委員会開催（計 4 回）、要
綱をもとに審議し、幹事作成の答申案を一部修正のうえ合意。 




最高裁の第 2 次地元説明 
                                                                                                                                                                  
規則要綱案の審議」東弁司法問題ニュース 40 号（1972）3 面）。 
24 服部悟「地家裁支部の適正配置の実施について」ジュリスト 954 号（1990）38-40 頁、『最高裁判所一






 同年 12 月 13 日 10 時 30 分-11 時 05 分 最高裁裁判官会議で事務総局案通り決定。 
 同年同月 28 日公布 
 同年同月後半－1990 年 1 月 最高裁の第 3 次地元説明 
 1990 年 4 月 1 日 施行（乙号支部 41 庁の廃止など、2 支部の施行は 1993 年 4 月 1 日） 
④ 下級裁判所裁判官指名諮問委員会規則（平成 15 年最高裁規則 6 号）26 
 2001 年 6 月 12 日 司法制度改革審議会が下級裁判所裁判官指名諮問機関設置を提言27。 
 2002 年 4 月 10 日 10 時 30 分-10 時 50 分 最高裁裁判官会議で、裁判官指名諮問機関の
規則による設置をはかるため、一般規則制定諮問委員会の開催準備を決定。 
 同年 6 月 12 日 13 時 30 分-13 時 48 分 最高裁裁判官会議で、下級裁判所裁判官の指名
過程に関与する諮問機関の設置に関する規則の制定について、一般規則制定諮問委員会に
諮問することを正式に決定。 
 同年同月 14 日 委員および幹事を任命。 
 同年 7 月 16 日、24 日 幹事会開催、論点メモを作成して委員に事前配布。 
 同年同月 31 日 14 時-17 時 一般規則制定諮問委員会開催（第 1 回）、論点メモにもとづ
いて議論。 
 同年 8 月 20 日 打ち合わせ会準備会開催（事務総局幹事 2 名と日弁連幹事 2 名） 
 同年同月 30 日 打ち合わせ会開催（幹事 5 名と委員 1 名） 
 同年 9 月 4 日 打ち合わせ会準備会開催（事務総局幹事 2 名と日弁連幹事 2 名） 
 同年同月 9 日 打ち合わせ会開催（幹事 5 名、委員 1 名と委員長）、次回会議資料「これ
までの議論の整理等に関するメモ」を作成、委員に事前配布。 
 同年同月 20 日 13 時 30 分-16 時 45 分 一般規則制定諮問委員会開催（第 2 回）、上記メ
モにもとづいて議論。 
 同年 10 月 1 日 打ち合わせ会準備会開催（事務総局幹事 2 名と日弁連幹事 2 名） 
 同年同月 7 日 打ち合わせ会開催（幹事 5 名と委員 1 名） 
 同年同月 17 日 打ち合わせ会開催（幹事 5 名と委員長）、「これまでの議論等に関するメ
モ・その②」を作成、委員に事前配布。 
 同年同月 22 日 14 時-17 時 20 分 一般規則制定諮問委員会開催（第 3 回）、上記メモに
もとづいて議論。 
 同年 11 月 6 日 打ち合わせ会準備会開催（事務総局幹事 2 名と日弁連幹事 2 名） 
 同年同月 8 日 打ち合わせ会開催（幹事 4 名と委員 1 名） 
 同年同月 13 日 打ち合わせ会開催（幹事 4 名、委員 1 名と委員長）、要綱案を作成、委
員に事前配布。 
 同年同月 22 日 13 時 30 分-17 時 35 分 一般規則制定諮問委員会開催（第 4 回）、上記要
綱案を検討。 
 同年 12 月 6 日 打ち合わせ会開催（幹事 5 名と委員 1 名） 
                                                        








 同年同月 12 日 打ち合わせ会開催（幹事 4 名、委員 1 名と委員長）、要綱案と確認事項
案を作成、委員に事前配布。 
 同年同月 24 日 13 時 30 分-16 時 45 分 一般規則制定諮問委員会開催（第 5 回）、上記要
綱案と確認事項案を修正のうえ確定し、最高裁に答申。 
 最高裁事務総局が規則案を作成。 
2003 年 2 月 5 日 10 時 30 分- 最高裁裁判官会議で事務総局担当者が規則案を説明。 
同年同月 12 日 10 時 30 分- 最高裁裁判官会議で事務総局案通り決定、確認事項を了承。 
 同年同月 26 日 公布 


























29 法制審議会は、法務省組織令 57 条で規定され、法務大臣の諮問に応じて、民事法、刑事法その他法務
に関する基本的な事項の調査審議にあたる。庶務は法務省大臣官房司法法制部司法法制課が担う。2002
年 12 月現在、法制審議会は、法制審議会と 10 の部会および 2 つの分科会からなる。法制審は 19 名の委
員（裁判官 1、弁護士 1、検察官 1、法学者 10、有識者 6）で構成され、法曹会館などで年に 2 回程度開
催される。事実上検討を行うのは部会および分科会で、月におおむね 1、2 回開かれる。民事・人事訴訟
法部会は、部会長 1 名（法学者）、委員 20 名（裁判官 3、最高裁事務総局 2、弁護士 3、法務省 2、法学者
9、評論家 1）、幹事 22 名（最高裁事務総局 5、弁護士 2、法務省 3、法学者 7、内閣法制局 1、家裁調査官












あった。4 月 10 日の会議資料には、人事局による委員および幹事構成案（人数ならびに出
身別構成の概要）も含まれていた。 
 規則制定諮問委員会にはかることは、後の 6 月 12 日の裁判官会議で正式に決定された。
この決定も、人事局が作成した諮問事項案と委員・幹事候補者名簿を、人事局長の説明を
受けて了承する形でなされている。 
 同年の一般規則制定諮問委員会への諮問と規則による制度化は、4 月 10 日と 6 月 12 日




















                                                        
















定時の幹事は、最高裁事務総局 4、弁護士 1、法務省 1、内閣法制局 1 の計 7 名であった32。
地家裁支部設置規則改正時は、最高裁事務総局 6、弁護士 1、法務省 1、内閣法制局 1 の計
9 名構成。裁判官指名諮問委員会規則の制定時は、最高裁事務総局 6、弁護士 2、法務省 1、
内閣法制局 1 の計 10 名で33、最高裁事務総局すなわち裁判官出身者の比率の高さはほぼ一
定している。 






計 22 名で、出身別には、裁判官 1、最高裁事務総局 8、弁護士 3、法務省 3、内閣法制局 1、
書記官 3、法学者 3 で構成された。2001 年に少年審判規則の改正を検討した家庭規則諮問
委員会の幹事は、計 25 名で、出身別には、裁判官 2、最高裁事務総局 8、検察官 1、弁護






2002 年の一般規則制定諮問委員会では、幹事 5 名（弁護士 2、事務総局 2、内閣法制局






                                                        
32 東弁臨司ニュース 36 号（1971）6 面。弁護士の幹事は日弁連事務総長が務めたが、前述のように、規
則制定諮問委員会の開催が告知されたのは 1 回目の会議の 1 週間前であった。 
33 なお、法務省および内閣法制局名義の幹事は出向中の裁判官で、裁判所に一切関係しない幹事は弁護
士出身者 2 名のみであった。 
34 北澤・前掲注（16）5 頁。 









 1956 年頃の民事規則制定諮問委員会の委員構成は、裁判官 9、最高裁事務総局 2、弁護
士 5、内閣法制局 1、法務省 1、法学者 4 の計 22 名で、半数を裁判官が占めていた39。2003
年 1 月の同委員会も、裁判官 6、最高裁事務総局 3、弁護士 5、内閣法制局 1、法務省 2、
法学者 4 の計 21 名で、比率にほぼ変化はない。 
 2001 年初めの家庭規則制定諮問委員会の委員は、裁判官 3、最高裁事務総局 3、検察官 1、
弁護士 3、法務省 3、法学者 4、保護司 1、マスコミ 1、東京少年友の会 1、評論家 1、全国
被害者支援ネットワーク 1 の計 22 名で、少年審判規則のテーマに沿って幾分多様な構成に
なっていた。 
 一般規則制定諮問委員会は、1972 年は 18 名の委員構成で、裁判官 4、最高裁事務総局 1、
検察官 3、弁護士 7、内閣法制局 1、法務省 1、法学者 1 であった40。1989 年の地家裁支部
設置規則改正時は、計 25 名で、裁判官 4、最高裁事務総局 1、検察官 3、弁護士 4、内閣法
制局 1、法務省 1、大蔵省 1、警察庁 1、法学者 2、マスコミ 1、経済界 1、調停協会連合会
1、司法書士 1、地方公共団体の代表 341。2002 年の委員構成は、裁判官 3、最高裁事務総
局 1、検察官 1、弁護士 4（うち元最高裁裁判官 1、元調停協会連合会 1）、内閣法制局 1、
法学者 3、マスコミ 1、司法書士会連合会 1、連合 1、経済界 1、経済学者 1、生物学者 1、







 規則制定諮問委員会の開催回数は、通例 1、2 回で、地家裁支部設置規則改正時の 4 回に
                                                        
36 鴨田・前掲注（23）「『一人制審理の特例に関する規則』の制定問題」22 頁は、一般規則制定諮問委員







務総局への照会結果（2002 年 10 月））。1989 年の一般規則制定諮問委員会の地方公共団体の各代表委員 3
名を任命した際は、全国知事会、全国市長会、全国町村会からそれぞれ推薦を受けている（前掲注（25）
『最高裁判所一般規則制定諮問委員会答申』1 頁）。 
39 関根・前掲注（12）7 頁。 
40 野瀬高生「『一人制審理の特例』に関する一考察」法律時報 44 巻 6 号（1972）116 頁。当時の一般規則
制定諮問委員会は、弁護士委員 7 名中 6 名が日弁連推薦者であった（鴨田・前掲注（23）「一人制審理の
特例に関する規則要綱案の審議」）。 
41 『地方裁判所および家庭裁判所の支部の適正配置に関する最高裁判所一般規則制定諮問委員会の答申』
（別紙 2）ジュリスト 954 号（1990）64 頁。 
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続いて、2002年の下級裁判官指名諮問委員会規則制定時の 5回が最も多い。委員会は通例、




























                                                        







ことなどを最高裁側が答弁したにもかかわらず（東弁司法問題ニュース 65 号（1974）8-9 面）、結局諮問
の最終段階で予算の関係と称して議事録の作成配布は拒否されたという（河崎光成＝玉田郁生「調停制度
の改正」東京弁護士会会報司法問題特集号（1977）183 頁）。1989 年の一般規則制定諮問委員会および 2001
年の家庭規則制定諮問委員会でも、発言者記名の議事録の作成が確認される。 
44 「最高裁判所司法行政文書取扱要領について」（2001 年 3 月 7 日最高裁事務総長依命通達、裁判所時報


















は、2003 年 2 月 5 日の最高裁裁判官会議で頭出しされた後、翌週 12 日の会議で決定され
た。 
 規則決定時の裁判官会議の開催時間は、過去の議事録（議事進行）を見ると、他の議題








 1934 年の授権法（Rules Enabling Act）50により、連邦議会は、裁判所の事務処理に関す
るほとんどすべての裁判所規則の制定権限を裁判所に委譲し、規則を事後に却下、施行、
修正または延期する権限のみを自らに残した。 





47 二 3 に挙げた規則の中で、1960 年代以降に制定されたものは、1972 年の地方裁判所における審理に判
事補の参与を認める規則の制定時に規則の標題のみが変更された以外、規則案が異議なく了承されている。
1974 年の民事調停委員および家事調停委員規則の制定時と 1990 年の民事保全規則制定時も同様である。
なお、裁判官人事について、総括指名、所長人事に関する事務総局作成原案が最高裁裁判官会議で変更さ
れた例は、1991 年から 2000 年の間にないとされる（最高裁判所事務総局『司法制度改革審議会からの質
問に対する回答』（2000 年 10 月 30 日）5 頁）。 
48 なお、1949 年度から 1951 年度までの最高裁裁判官会議の 1 回あたりの平均所要時間を算出すると、そ
れぞれ約 79 分、65 分、78 分となる（最高裁判所事務総局『最高裁判所機構改革問題関係資料（一）』（1957）
122 頁による。 
49 Peter G. McCabe, Renewal of the Federal Rulemaking Process, 44 Washington College of Law of the American 
University（1995）pp.1658-1674、浅香吉幹『現代アメリカの司法』（東京大学出版会、1999）78-79 頁が、
連邦の裁判所規則制定過程を紹介する。 
50 28 U.S.C. §§ 2071-2077. 
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その後、1958 年の立法により、規則制定機能の主要な責任は、連邦最高裁から合衆国司
法会議（Judicial Conference of the United States）51に移された。この法律を受けて、合衆国
司法会議は、手続規則に関する、常任委員会（Standing Committee on Rules of Practice and 












る。委員の任期は 3 年で、再任は 1 度のみ認められる。委員長は通常 1 期ごとに交替する。
委員および委員長は、連邦最高裁首席裁判官によって任命される。 
  各委員会には、レポーター（規則案提案主任）として当該分野に秀でた法学者が 1 名つ
き、委員会の議題の調整と改正案および注釈の草稿の起案を行う。各委員会には顧問およ
び幹事（secretary）がつく53。会議の開催にあたって助言を得るために、裁判所クラークな
どの同席を求める委員会もある。合衆国裁判所事務局は、幹事局（Office of the Secretary）
と規則委員会サポート局（Rules Committee Support Office）で、委員会を事務・法律面で援
助するとともに記録を管理する。 







                                                        
51 Id. §331. 連邦最高裁首席裁判官、各巡回区の控訴裁判所首席裁判官、国際通商裁判所首席裁判官、各
巡回区の地方裁判所で選ばれた裁判官で構成される。 
52 2002 年 10 月 1 日現在の各委員会の構成は以下の通り。常任委員会 12 名（開業弁護士 4、司法次官 1、
法学者 1、連邦裁判所裁判官 5（巡回裁判所 2、地方裁判所 3）、州最高裁首席裁判官 1）、上訴手続諮問委
員会 10 名（開業弁護士 3、訟務長官 1、法学者 1、連邦裁判所裁判官 4（巡回裁判所 3、地方裁判所 1）、
州最高裁首席裁判官 1）、破産諮問委員会 16 名（開業弁護士 3、司法省 1、法学者 2、連邦裁判所裁判官
10（地方裁判所 6、破産裁判所 4））、民事手続諮問委員会 14 名（開業弁護士 3、司法長官補佐 1、法学者
2、連邦裁判所裁判官 7（巡回裁判所 1、地方裁判所 6）、州最高裁裁判官 1）、刑事手続諮問委員会 13 名（開
業弁護士 3（うち連邦公設弁護人 1）、司法長官補佐 1、法学者 1、連邦裁判所裁判官 7（巡回裁判所 1、地
方裁判所 5、治安判事 1）、州刑事控訴裁判所裁判官 1）、証拠手続諮問委員会 8 名（開業弁護士 3（うち連
邦公設弁護人 1）、司法長官補佐 1、連邦裁判所裁判官 3（地方裁判所 2、控訴裁判所 1）、州最高裁首席裁
判官 1）（Judicial Conference Rules Committees, October 1, 2002 による）。 
53 2002 年末現在、合衆国裁判所事務局の裁判官プログラム事務局次長（Assistant Director for Judges 

























 合衆国司法会議は、毎年 9 月の会期に規則改正案を検討する。改正案を承認する場合は、
連邦最高裁判所に送付する。 
（６）連邦最高裁判所の承認 
 連邦最高裁判所は、合衆国司法会議から改正案を受理した時から 5 月 1 日までの 7 ヶ月
以内に、改正案を審査し、連邦議会に送付する。 
（７）連邦議会の審査 





最高裁および議会による 14 ヶ月の審査期間は法定されており、裁判所の側で短縮できない。 
 
３．日米の規則制定過程の相違点 






































                                                        
54 例えば、ニューハンプシャー州最高裁の規則諮問委員会（Advisory Committee on Rules）は、裁判官 4
名（各審級の裁判所から 1 名ずつ最高裁が任命）、弁護士 2 名（最高裁が任命）、非法律家 3 名（最高裁が
任命）、知事による任命者 1 名、上院議員 1 名（上院議長が任命）、下院議員 1 名（下院議長が任命）、裁
判所クラーク 1 名（最高裁が任命）の計 13 名で構成される（州最高裁規則 51.B）。 
55 事務総局勤務の裁判官の配置は、本人の希望を聞いたうえで適材適所を旨として決められるとされる








































57 裁判官人事評価制度の整備にあたっては、2001 年 9 月中旬から 10 月上旬までと、2003 年 1 月下旬か
ら 2 月中旬にかけて、各高裁ブロック管内で裁判官の意見交換会が催された。なお、2001 年後半にも裁
判官の意見が電子メールで募集されたが、返答は 10 通しか公表されていない（第二部第四章）。 
58 地家裁支部設置規則改正後、当該規則を制定した裁判官会議に参加した最高裁判事の忌避を求める申
立がなされた（最決平 3・2・25 民集 45 巻 2 号 117 頁）。萩原金美「最高裁判所規則の制定に関する裁判
官会議への参加を理由とする忌避申立ての許否」『私法判例リマークス 1992（下）』日本評論社（1992）
136 頁は、合衆国司法会議のような各裁判所の裁判官の代表で構成される諮問機関の設置を提言する。 
59 『最高裁判所一般規則制定諮問委員会（第 4 回）議事録』（1989 年 10 月 16 日）21-22 頁。 






































                                                        
61 実際には、あらかじめ事務総局で分刻みの規則制定諮問委員会の会議進行表が作成されている（例え





































                                                        
63 最高裁判所規則は 2003 年から裁判所ウェブサイト「規則集」コーナーで公開されるようになった。 
64 鴨田・前掲注（23）「『一人制審理の特例に関する規則』の制定問題」29 頁は、一般傍聴の実現を提言
する。 
65 衆参両院の委員会を含む議事録は、国会会議録検索システム（http://kokkai.ndl.go.jp/）で 1947 年 5 月
20 日分からすべて閲覧および検索可能であり、会議の模様もインターネットで生中継される。 
66 前掲注（44）「最高裁判所司法行政文書取扱要領について」別表第 3 の区分による。 
67 『最高裁判所民事規則制定諮問委員会（第 3 回）議事録』（1995 年 11 月 21 日）19 頁。 




















家裁委員会規則の改正と地裁委員会規則の新設については、12 月 24 日の一般規則制定諮問委員会で諮問
され、最高裁事務総局で起案された要綱案が、日弁連などへの意見照会後、2003 年 1 月 21 日の幹事会を
経て、同月 31 日に委員会で審議された。その審議を受けて、2 月 12 日の幹事会と 13 日の委員長を交え
た打ち合わせ会で作成された要綱案修正案と確認事項案が、2 月 24 日の委員会で検討された。司法修習
委員会規則制定に向けて事務総局が起案した要綱案も、日弁連などへの意見照会を経て、一般規則制定諮





69 第 13 回法曹制度検討会（2002 年 11 月 28 日）で、最高裁事務総局人事局参事官は、裁判官評価制度の
整備について、事務総局として一般規則制定諮問委員会に議論してもらうことも視野に入れながら検討を
進めていく必要があると考えていると答弁した。注 57 に記した裁判所内部の意見集約と 6 月の長官・所
長会同を経た後、9 月頃に一般規則制定諮問委員会に諮問されることが予測される。 












所裁判官指名諮問委員会の審査対象から外され（第 3 回一般規則制定諮問委員会（2002 年 10 月 22 日、
委員長とりまとめ））、簡裁判事選考委員会の委員構成等を下級裁判所裁判官指名諮問委員会に近づける方
向で改革をはかることが適当であるとされたが（確認事項 2）、実際には、簡裁判事選考委員会規則の委
員構成のみを若干変更する一部改正が行われ（2003 年 2 月 19 日公布）、一般規則制定諮問委員会には事
後報告しかなされなかった（同年 2 月 24 日）。 
（別表）規則制定諮問委員会の検討を経て制定された最高裁判所規則（1948－2003年）1 
 
年 諮問委員会の種別と開催月日 制定された規則と公布月日 
1948 刑事（4月12、13日）  
〃 民事（4月28日）  
〃 民事（9月2日） 人身保護規則（最規22）（9月21日）、職務執行命令等訴訟規則（最
規27）（10月21日） 
〃 刑事（9月6、7日） 刑事訴訟規則（最規32）（12月1日） 
〃 少年審判（10月21、22日） 少年審判規則（最規33）（12月21日） 
1949 刑事（9月6日）2  











〃 刑事（10月22、23日） 刑事訴訟規則の一部を改正する規則（最規 15）（11 月 14 日制定、
同月20日公布） 
1952 少年審判（2月14日） 少年審判規則の一部を改正する規則（最規4）（3月10日） 




1953 民事（3月3日） 執行吏事務処理規則（最規 23）（12 月 5 日）、執行吏執行等手続規
則（最規25）（同） 
〃 特別（7月10日） 逃亡犯罪人引渡法による審査等の手続に関する規則（最規 11）（7
月22日） 
〃 民事（9月14日） 航空機強制執行規則（最規 16）（9 月 28 日）、航空機競売規則（最
規17）（同） 
〃 刑事（9月28、29日） 刑事訴訟規則の一部を改正する規則（最規 21）（10 月 10 日制定、
同月15日公布） 
1954 民事（5月24日）4 民事上告事件等訴訟手続規則（最規3）（5月29日） 
〃 刑事（9月2日） 交通事件即決裁判手続規則（最規14）（9月15日） 
1956 民事（2月9日） 民事訴訟規則（最規2）（2月25日制定、3月1日公布） 
〃 家庭（3月5日） 家事審判規則の一部を改正する規則（最規8）（5月2日） 




1958 民事（6月19日） 企業担保権実行手続規則（最規5）（6月27日） 
1960 刑事（2月29日） 刑事訴訟規則の一部を改正する規則（最規 2）（3 月 23 日制定、同
月25日公布） 
〃 民事（3月3日） 民事訴訟規則の一部を改正する規則（最規1）（3月25日） 
1961 刑事（4月27、28日） 刑事訴訟規則の一部を改正する規則（最規 6）（5 月 24 日制定、同
月31日公布） 
1962 家庭（4月9日）5 家事審判規則の一部を改正する規則（最規 4）（4 月 18 日制定、同
月25日公布） 
1964 民事（12月3日） 民事訴訟規則の一部を改正する規則（最規 7）（12 月 9 日制定、同
月12日公布） 
1966 民事（11月26日） 執行吏執行等手続規則等の一部を改正する規則（最規 11）（12 月
20日）、執行官の手数料及び費用に関する規則（最規15）（12月31
日） 
〃 民事（12月15日） 借地非訟事件手続規則（最規 1）（1967 年 1 月 26 日）、借地非訟事
件手数料等規則（最規 2）（同）、鑑定委員規則（最規 4）（同年 3
月23日） 
1967 民事（3月13日） 電話加入権執行規則（最規5）（5月1日） 
















1980 家庭（7月18日、9月29日） 家事審判規則等の一部を改正する規則（最規8）（10月23日） 
1984 民事（10月29日） 民事執行規則の一部を改正する規則（最規5）（11月13日） 
1989 一般（9月4、13、25日、10月16日） 地方裁判所及び家庭裁判所支部設置規則及び家庭裁判所出張所設
置規則の一部を改正する規則（最規 5）（12 月 13 日制定、同月 28
日公布） 




1999 家庭（9月27日） 家事審判規則等の一部を改正する規則（最規1）（2000年1月7日） 
2000 民事（1月19日） 民事再生規則（最規3）（1月26日制定、同月31日公布） 






2002 一般（7 月 31 日、9 月 20 日、10 月
22日、11月22日、12月24日） 










裁判官の人事評価に関する規則（最規 1）（12 月 17 日制定、2004
年1月7日公布） 
 
                                                        






























弁護士会で考案され、1999 年 10 月頃に会内の司法問題対策委員会で検討された。この案




連と京都弁護士会が 1998 年 6 月に合同現地調査に赴いたカリフォルニア州の方式への共
感にあった2。その後、2002 年夏までに、全国 8 ブロックの弁護士会連合会と東京の 3 弁
護士会で、近弁連方式をモデルとして適格者選考委員会が立ち上げられた3。弁護士会の
                                                        
1  弁護士会の裁判官選任改革の取組みにつき、日弁連創立五〇周年記念行事実行委員会編『日弁連五十
年史』（日本弁護士連合会、1999）197-200 頁（明賀英樹執筆担当部分）、馬場健一「裁判官選任過程と
司法の民主的正当性－法曹一元構想における市民参加の系譜から－」法社会学 59 号（2003）。 
2  日本弁護士連合会第 17 回司法シンポジウム運営委員会編『カリフォルニアの法曹一元 日本弁護士連
合会・京都弁護士会合同『法曹一元』アメリカ調査団報告書』（1998）に調査結果がまとめられている。









 近畿地方では 1999 年から任官者が出ていなかったが、2001 年の協議会活動開始後の 1
年間で 8 名の応募を受けた。これらの応募者は、毎年行われている任官アンケート結果に
基づく 50 数名への電話での呼びかけなどで得られた。協議会は、市民委員 8 名（学者 2、
マスコミ 2、裁判利用者 2、企業 1、労働団体 1）と弁護士委員 16 名の計 24 名で構成され
る。委員の委嘱は、個別に打診し、または特定の団体の内部に推薦を依頼してなされる。
事務局は、選考手続や質問票の記載についての説明などを業務とし、発足当初は 4 名（委






る。小委員会は、1 名の候補者につき 2～3 回程度開催され、1 回に 1 時間程度かかり、応
募者の出た地域などに応じてそのつど構成され、メンバーは固定していない。市民委員に
は、1 回ごとに 5 千円＋実費（交通費など）が支払われ、食事も提供される。委員会活動
は、仕事を持つ委員の便宜を考えて、18 時 30 分頃から行われる。小委員会の予備調査結
果は協議会に上げられ、1、2 ヶ月に 1 度全体会議が開かれる。面接審査は、1 名の候補者

























 司法制度改革審議会（以降、改革審と略称する）は、臨時司法制度調査会以降 37 年ぶ






















も関わっていたと考えられる。最高裁は、1999 年 12 月の審議会ヒアリングで、迅速化、
専門化に対応するための増員を前提とした態勢の充実強化と多様な紛争を取り扱うための
柔軟な思考力と幅広い視野のかん養を除き、裁判官制度の現状に何ら問題はないとし、
2000 年 9 月時点でも裁判官推薦委員会を一つの方法として考えうるとしつつも検討事項








                                                        
5  最高裁判所「裁判官制度の改革について」（2001 年 2 月 19 日）3-4 頁。 
6  司法制度改革審議会『司法制度改革審議会意見書』（2001）95-96 頁。 
7  最高裁判所「21 世紀の司法制度を考える－司法制度改革に関する裁判所の基本的な考え方－」（1999
年 12 月 8 日）、「国民の司法参加に関する裁判所の意見』（2000 年 9 月 12 日）。 





他分野の学者 2、企業 1、消費者 1、評論家 1 で、法律学者委員が委員長を務めたが、人
選の理由は不明である。法曹制度検討会の事務は、推進本部事務局の第 9 班（参事官（裁
判官出身者）、企画官（検察官出身者）、参事官補佐（弁護士出身者）と主査 2 名（裁判
所、法務省職員出身者）の計 5 名）が担った。 












高裁裁判官会議（2002 年 4 月 10 日）で、意見書が提言した指名諮問機関を設置するため
の最高裁規則の制定とその審議の目的で開催を準備することが決定された。後の裁判官会
議（6 月 12 日）では、同制定諮問委員会への諮問と委員、幹事が決定され、諮問事項は
「下級裁判所裁判官の指名過程に関与する諮問機関の設置に関する規則の制定について」
とされた。一般規則制定諮問委員会の構成は、計 20 名（裁判官 3、最高裁事務総局 1、検
察官 1、弁護士 4（うち元最高裁判事 1、元調停協会連合会 1）、内閣法制局 1、法律学者
3、学者 2、マスコミ 1、司法書士会連合会 1、連合 1、経済界 1、地方公共団体の代表 1）
で、委員長は元最高裁判事が務めた。幹事は、計 10 名（最高裁事務総局 6、法務省 1、内
閣法制局 1（法務省および法制局幹事は裁判官出身者）、弁護士 2）で、審議資料を作成
するための準備会も設けられた（計 6 名（幹事 5 名（最高裁事務総局 2、内閣法制局 1、
弁護士 2）と法律学者委員 1 名）。規則制定諮問委員会は、毎回、準備会の論点メモに沿
って審議を行った。 
 法曹制度検討会では、第 3 回（4 月 16 日）および第 5 回（6 月 18 日）で、一般規則制
定諮問委員会の開催につき最高裁事務総局審議官（規則制定諮問委員会幹事兼任）が説明
した。一般規則制定諮問委員会第 1 回（7 月 31 日）では、任命希望者全員を諮問機関の
審査にかけることが合意され、検討会第 9 回（9 月 10 日）で審議官が経過説明を行った。
続く規則制定諮問委員会第 2 回（9 月 20 日）で、任命希望者各人について、最高裁が諮
問機関に意見を付さずに諮問すること（白紙諮問）と、諮問機関が全員を審査すること
（全部審査方式）などが合意された。検討会第 10 回（10 月 8 日）の審議官の説明とそれ
を受けた審議では、最高裁が諮問機関に先入観を持たせるような資料は出さないことが確
                                                        
9  『司法制度改革推進計画』16 頁。 
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認された。規則制定諮問委員会第 3 回（10 月 22 日）では、審査対象範囲、諮問機関の説
明責任、委員構成、委員選任方法などを検討した。検討会第 12 回（11 月 12 日）の審議
官説明と審議では、下部組織の審査権限を肯定する意見が数名の委員から出された。規則
制定諮問委員会第 4 回（11 月 22 日）では、論点を一通り検討し、検討会第 14 回（12 月
10 日）で、諮問機関の事務局への指揮命令系統の整備を求める意見が出されたものの、
最高裁規則による制度化について合意した。検討会の了承を受けて、規則制定諮問委員会
第 5 回（12 月 24 日）で、規則の要綱（最高裁規則に条文化すべき事項）と確認事項（要
綱の解釈と運用にかかる留意事項）をまとめ、最高裁に答申した。その答申をもとに、最
高裁裁判官会議は 2003 年 2 月 12 日に下級裁判所裁判官指名諮問委員会規則を制定した






























                                                        
10  第二部第二章を参照のこと。 
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 争点の 3 つ目は、指名諮問委員会と地域委員会の委員構成である。第 4 回では、指名諮
問委員会の法律実務家委員とそれ以外の学識経験者委員の人数比につき、5：4 か 5：6 か
で意見が分かれ、出席者各人に意見を求めた結果、7 対 9 で後者に決まった。出身別には、
前者に与したのが、裁判官 3、弁護士 1（調停協会連合会出身）、法律学者 2、市長 1 で、
後者を支持したのは、検察官 1、弁護士 2（日弁連推薦者）、経済界 1、労働団体 1、マス
コミ 1、法律以外を専攻する学者 2、司法書士 1 であった（委員長と内閣法制局出向委員
は態度保留）。法律実務家以外の委員が過半数を占めることは裁判官指名過程への国民の
意思の反映の象徴であり、この意見分布は各委員の傾向を如実に表していた。ただ、地域



















 なお、最高裁裁判官の任命過程の透明化の論点では、法曹制度検討会の第 2 回の審議で
検討会でこのテーマを扱うことの妥当性に対する疑問が委員から出されたが、第 2、3 回
顧問会議での検討に前向きな発言を受けて、第 4 回検討会（5 月 14 日）で学者 7 名に海
外調査を委嘱し、第 11 回（10 月 31 日）で結果が報告された。第 5 回顧問会議（7 月 5
日）では、内定後官房長官記者会見で可能な範囲で選考過程と選考理由を明らかにするこ
とが内閣官房から報告された。後の第 12、13 回法曹制度検討会でテーマにされたが、任
















指名諮問委員会は、第 1 回（2003 年 6 月 9 日）から庶務作成の審議資料に沿って進め










識経験者委員 2）で重点審議者を絞る準備をした後、最高裁指名決定予定日前日の 1 回
（第 5 回（10 月 6 日））のみで行われ、判事補からの任官と判事の再任、弁護士任官の
場合も、作業部会を受けた第 4 回（9 月 8 日）で重点審議者を振り分けた後、第 6 回（12
月 2 日）で済まされた。 


















































                                                        





















判事補任官につき、候補者 109 名中 8 名を不適と答申し、最高裁裁判官会会議もそれを受
けて新任指名拒否を行った。判事補からの判事任官と判事の再任では、候補者 181 名中 6



























































     答申（2001 年 6 月 12 日）  内閣 
 
     司法制度改革審議会 
       委員：13 名 
 設置根拠：司法制度改革審議会設置法 
 1999 年 7 月 27 日―2001 年 7 月 26 日 
 
             司法制度改革推進本部 
             本部長：内閣総理大臣 
          副本部長：内閣官房長官、法務大臣 
            本部員：その他の全国務大臣 
           設置根拠：司法制度改革推進法                                      最高裁判所 
         2001 年 12 月 1 日－2004 年 11 月 30 日 
                                      下級裁判所裁判官指名諮問委員会 
                司法制度改革推進本部顧問会議      委員：11 名（地域委員会 7×5 名、1×10 名） 
                顧問：佐藤幸治氏ほか有識者計 8 名    設置根拠：下級裁判所裁判官指名諮問委員会規則           答申（2002 年 12 月 24 日） 
                設置根拠：司法制度改革推進本部令           2003 年 5 月 1 日― 
                                          
                    法曹制度検討会                             最高裁判所一般規則制定諮問委員会 
                     委員：11 名                 報告                  委員：20 名 
                  設置根拠：事務局長の委嘱                          設置根拠：最高裁判所規則制定諮問委員会規則 
                                           了承 
             司法制度改革推進本部事務局 
          事務局員：裁判所、法務省出身者が半数、 
           12 省庁出身者、弁護士 4 名、民間人数名 
           の計 60 名（2003 年 10 月現在） 
         第 9 班：裁判所 2、法務省 2、弁護士 1 の計 5 名 
              設置根拠：司法制度改革推進法 
（表）各検討機関の委員の出身別内訳など 
 








16、弁護士 2、10 省庁 11
（発足時(2001年12月)））
最高裁判所 最高裁判所 最高裁判所 





検察官（出向者を含む） 1（元検察官） 1 2（うち内閣法制局1） 1 1（2） 
弁護士 1 1 3 2 1（2） 
法律学者 3（委員長を含む） 3（委員長を含む） 3 2 1（2） 
法律以外を専攻する学者 2 2 2 2 （2） 
経済界 2 1 1 － － 
消費者・労働団体 2 1 1 － － 
マスコミ - 1 1 1        
その他 1（作家） － 2（市長、司法書士） －  












準備会、作業部会 － － 6名（幹事 5（裁判官 3（う
ち内閣法制局 1）、弁護士
2）、委員1（法律学者） 










































回審議会（2000 年 4 月 17 日）のヒアリングで、委員が最高裁の答弁者に評価書式の存否
                                                        
1 裁判官評価制度の整備に関する総論は、伊東武是「裁判官人事の透明化、客観化のために－人事局提出
の二書面の検討を踏まえて」『法律時報増刊シリーズ司法改革Ⅱ』（日本評論社、2001）、同「裁判官の人
事制度の改革について－裁判官会議の問題にも触れて」自由と正義 52 巻 3 号（2001）、浅見宣義ほか（座
談会）「裁判官の『人事評価』を巡って」『法律時報増刊司法改革 2002』（日本評論社、2002）、柳志郎「裁
判官の人事制度の見直し」自由と正義 53 巻 2 号（2002）、森野俊彦「裁判官人事評価制度の見直しについ
ての一意見－特に評価権者と不服申立てをめぐって」阿部昌樹、馬場健一、斎藤浩編『司法改革の最前線』
（日本評論社、2002）、明賀英樹「裁判官人事制度の問題点と改革の方向性」同書、同「裁判官人事評価
制度改革の到達点と課題」自由と正義 55 巻 5 号（2004）、小池裕「裁判官制度改革の運用状況について」
ジュリスト 1272 号（2004）54-55 頁など。個々の論点に関する論考は、関連箇所で注記する。 






















 評価には、昭和 30 年代の初め頃から 1998 年まで、一定の書式が用いられてきた。その
書式には、評価基準として、Ⅰ「執務能力」（事件処理能力（①正確性、②速度、③法廷の
処理）、指導能力（①職員に対する指導、②部の総括者としての適否）、法律知識及び教養












のために』に付された年表では、1955 年 11 月 17 日の項に、下級裁判所事務処理規則一部
改正（総括裁判官の指名権の裁判所会議から裁判所所長への変更）とともに、「裁判官考課
表を実施」と記載されている11。ただ、同日の裁判官会議議事録では、その旨を確認でき
                                                        
5 最高裁判所事務総局人事局「裁判官の人事評価の基準、評価の本人開示、不服申立制度等について」
（2000 年 5 月 31 日）1 頁。 
6 最高裁判所事務総局人事局「司法制度改革審議会からの質問に対する回答」（2000 年 7 月 31 日）1-2 頁。 
7 最高裁判所事務総局「司法制度改革審議会からの質問に対する回答」（2000 年 10 月 30 日）1 頁。 
8 なお、上記の評価書式は地裁レベルの全国統一版で、家裁では裁判所や支部によってまちまちであると
いう（宮澤節生編「司法行政に対する元裁判官の認識と評価（一）－司法行政研究（二）－」神戸法学雑







































できるものか、という問題がある」として 2 つの問題を挙げる14。 











規則改正の甲案は、4 条 2 項、5 項、6 項の「当該裁判所の意見を聞いて」を削除するのみで、乙案は前
記条項の文言を「当該裁判所の長官又は当該地方裁判所若しくは家庭裁判所の所長」に改める現行規則で











































                                                        
15 小田中・前掲注（10）95、101 頁。 
16 小田中聰樹「今般の司法制度改革の『逆改革』的本質」法と民主主義 360 号（2001）37 頁。 
17 梶田英雄「真の改革を阻む官僚主義の壁」法律時報 73 巻 7 号（2001）29-30 頁。 
































 改革審は、13 名の委員からなり、出身別には、元判事 1 名、元検事 1 名、弁護士 1 名、
法学者 3 名、経済界 2 名、大学 2 名、労働団体 1、消費者団体 1、作家 1 名で、法律家以外
が過半数を占める構成になっていた。裁判官評価制度については、まず、既述した 4 点の
                                                        
19 各裁判官懇話会（懇談会）世話人一同編『裁判の独立のために－裁判官懇話会報告』（判例時報社、1975）
103-114 頁（1972 年 10 月 22 日に開催された第 2 回懇話会概要）。会合で出された諸見解は、伊東武是「裁
判官の勤務評定と人事について－ドイツの場合と比較して」判例時報 1504 号（1994）5、8、12-13 頁で
紹介される。 
20 伊東・同上 14 頁。 
21 同上 14-15 頁。 
22 伊東武是「監督と人事と独立と（下）」判例時報 1654 号（1998）9 頁。 




会（2001 年 2 月 19 日）で、最高裁から裁判官の人事評価の透明化を検討する方針が示さ
れたことを踏まえて25、第 56 回（同年 4 月 16 日）で、裁判官人事制度改革の一環として








年 11 月 20 日にまとめられた中間報告も、補職・配置などを審議予定項目に挙げていた。
公聴会でも、裁判官の頻繁な転勤の問題などを唱える国民の意見が聞かれた。そうした意








度検討会が担当した。2002 年 3 月 19 日には、司法制度改革推進計画が閣議決定され、裁
判官評価制度の整備は、「裁判官の人事評価について、可能な限りその透明性・客観性を確
保するための仕組みを整備することに関し、最高裁における検討状況を踏まえた上で検討












                                                        
25 最高裁判所「裁判官制度の改革について」（2001）5 頁。 
26 司法制度改革審議会『司法制度改革審議会意見書－21 世紀の日本を支える司法制度－』（2001）97 頁。 




ことにあった30。委員には、判事 2 名、元判事 1 名、元検事 1 名、弁護士 1 名、法学者 1
名、マスコミ関係者 1 名が指名され、幹事と幹事補佐を最高裁事務総局の人事局長と人事
局参事官が務めた。 




非顕名の議事概要で、協議の開催から 1 月ほど遅れて公表された。 
 研究会では、独仏英米の裁判官評価制度などの検討を経て論点を整理し（第 7 回）、2002
年に入ってからは、論点項目別の検討（第 8 回-第 16 回）と、とりまとめに向けた協議（第
17 回-第 20 回）を進めた。3 月には、判事委員 1 名とマスコミ委員 1 名に幹事補佐を加え
た作業部会が設置され、報告書の作成に向けたたたき台と報告書案の作成を行った。そし








 研究会報告書の概要は、第 7 回法曹制度検討会（2002 年 7 月 22 日）で、最高裁事務総
局人事局参事官により紹介された。法曹制度検討会は、出身別に、判事 1 名、検事 1 名、
弁護士 1 名、法学者 3 名、法学以外の分野の学者 2 名、経済界 1 名、消費者関係機関 1 名
と評論家 1 名で構成された。しかし、1 度の説明のみでは理解が困難であるということで、










ことを述べた。その後、2003 年 1 月中旬から 2 月中旬にかけて、2001 年秋に続き、2 度目
                                                                                                                                                                  
29 最高裁判所「司法制度改革推進計画要綱－着実な改革推進のためのプログラム－」（2002）。 
30 「最高裁判所に『裁判官の人事評価の在り方に関する研究会』を設置」（2001 年 7 月 16 日付プレスリ
リース）。 
31 研究会報告書は、伊東武是「余りにも微々たる改革－裁判官人事評価在り方研究会報告に対する根源
的な疑問」法律時報 74 巻 11 号（2002）、日本弁護士連合会『裁判官の人事評価の在り方に関する意見書』
（2002）、飯考行「裁判官の評価制度の明確化を求めて－裁判官の人事評価の在り方に関する研究会報告
書の検討－」自由と正義 53 巻 9 号（2002）で検討される。 
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の裁判官の意見交換会が各高裁管内でもたれ、裁判官評価制度の整備と判事補の他職経験





一般規則制定諮問委員会は、最高裁の内部機関で、2003 年度は計 20 名で構成され、出
身別には、判事 3 名、元判事 2 名、検事 2 名、弁護士 3 名、法学者 3 名、法学以外の学者
3 名、労働団体 1 名、司法書士 1 名、マスコミ 1 名と市長 1 名であった32。裁判官評価につ
いて検討した 1 回目（10 月 3 日）では、あらかじめ事務総局で作成された裁判官の人事評
価に関する規則要綱案（規則で定められる内容）と規則概要案（通達などで定められる内
容）が配布され、幹事の説明後、初回から中身にわたる議論ととりまとめに入った。 










その後、第 23 回法曹制度検討会（11 月 18 日）でも、評価方式について段階式と文章式
などをめぐり様々な意見が委員から出されたが、それを受けた 12 月 5 日の規則制定諮問委




その後、規則要綱にもとづいて事務総局が規則案を立案し、12 月 17 日の最高裁裁判官
会議で裁判官の人事評価に関する規則として制定された。同規則は、翌年の 2004 年 1 月 7
日に公布され、同年 4 月 1 日に施行された。 
 




























（１）裁判官 4 名からの研究会の意見聴取 










制度のあり方全般について、2001 年 12 月 21 日を期限として直接意見の提出を電子メール
その他で受け付けた。そして、提出されたなかで、最高裁ホームページへの掲載を本人が
了承した意見 10 件が、研究会第 8 回（2002 年 1 月 16 日）の資料として公表された。 
内訳は、所属別に区分すれば、日本裁判官ネットワークの座談会、ネットワークメンバ
                                                        










ーの個人意見 5 通、その他の個人意見 2 通（うち 1 通は匿名）と東京地裁刑事部人事評価
関係検討チームおよび東京地裁民事部司法制度改革検討委員会の各 1 通であった。東京地
裁刑事部チームの意見は、地裁刑事部内で各裁判官の意見も聴取しながらまとめられてい










他の個人の 2 通は、それぞれ独自の見解を述べていた。 
 
２．司法制度改革問題に関する意見交換会 




意見交換会の開催を伝達する文書は、5 月 22 日付で審議官室で起案され、6 月 4 日の決
裁を経て、6 月 5 日付で最高裁総一第 141 号（最高裁事務総局総務局長依命通達）として
発せられた。その文書では、高裁長官に、意見交換会の開催を、開催要領を別紙で付して
命じ、係官を派遣する予定であるため 7 月 16 日までに出席者名簿を送付するよう求めてい
る。また、地家裁所長には、高裁長官への依命通達の趣旨が、最高裁総一第 142 号により
通知された。通達に別紙で付された「司法制度改革問題に関する意見交換会開催要領」に
は、主催は各高裁、期日案は 9 月中旬から 10 月上旬までの間の半日、場所は各高裁、協議
事項は「司法制度改革問題全般」、参加者は、各高等裁判所の裁判官 2 人程度と各地方裁判





















 各高裁長官からは、意見交換会の開催日時につき、6 月 9 日から 19 日までの間に、最高
裁事務総局総務局長宛てに返答がなされ、9 月中旬から 10 月初めにかけて、各高裁の大会
議室で開催することが通知された。そして後に、6 月中旬から 7 月末にかけて、出席者名
簿が、総務局長宛てに送付された。各高裁から提出された名簿によると、開催要領の指示
に沿って、各高裁の裁判官 2 名程度と、各地裁と家裁（支部を含む）の裁判官 3 名程度が
選ばれている（表 1（1））。人選の基準は不明ながら、裁判官ネットワークのメンバー2 名
も大阪管内の名簿に登載されており、活発な意見交換が意図されていたことが窺われる。 

























































意見交換会の開催を伝達する文書は、2002 年 11 月 5 日付で審議官室において起案され、
11 月 8 日の決裁を経て、11 月 11 日付の最高裁総一第 389 号（最高裁事務総局総務局長依
命通達）で、高裁長官に、意見交換会の開催について開催要領を別紙で付して命じ、係官
を派遣する予定であるため 12 月 16 日までに出席者名簿を送付するよう求めた。また、地
家裁所長には、高裁長官への依命通達の趣旨が、最高裁総一第 390 号により通知された。
通達に別紙で付された「司法制度改革問題に関する意見交換会開催要領」では、主催は各
高裁、期日案は 2003 年 1 月中旬から 2 月中旬までの間の半日、場所は各高裁、協議事項は
「裁判官制度改革等に関する事項」、参加者は、前回同様、各高等裁判所の裁判官 2 人程度、
                                                        



















 各高裁長官からは、意見交換会の開催日時につき、11 月 15 日から 26 日までの間に、最
高裁事務総局総務局長宛てに返答がなされ、1 月下旬から 2 月上旬にかけて、各高裁の大
会議室または会議室で開催することが通知された。そして後に、12 月中旬から 1 月中旬に
かけて、出席者名簿が、総務局長宛てに送付された（表 1（2））。今回も、気づく範囲では、
東京、大阪にネットワークメンバーが各 1 名と、広島に弁護士任官者 1 名が含まれている。 
 各高裁から提出された名簿によると、開催要領の指示に沿って、各高裁の裁判官 2 名程
度と、各地裁と家裁（支部を含む）の裁判官 3 名程度が選ばれている。2001 年秋の意見交
換会と参加者は異なり、テーマのためか判事補の割合が多くなっている。 


























































 6 月 14、15 日に開催された長官所長会同には、会合の名称通り、各高裁長官 8 名と全国
の地方裁判所と家庭裁判所の所長 76 名（うち地家裁所長の兼務者 24 名）が参加し、最高




された37。進行予定によると、同テーマは、東京地裁が提案し、1 日目の 9 時 30 分からの
長官あいさつと 9 時 40 分からの総務局による司法制度改革を巡る客観的情勢の報告後、10
時から 10 時 55 分までと、休憩を挟んで 11 時 10 分から 12 時まで、および昼食、拝謁後、















 2002 年 6 月 13、14 日の両日にわたり開催された長官所長会同では、14 日の 9 時 30 分か
















                                                        
37 他の討議事項は、2 日目の「法曹養成の在り方」と「国民と裁判所の関わりの在り方」。 
38 2 日間の協議事項は、これからの裁判官のあるべき姿とそれを実現する方策、裁判所運営に国民の意見
を反映する方策、裁判官制度の改革（裁判官の人事評価、下級裁判所裁判官指名諮問機関）、新たな法曹
養成制度の在り方の 4 つであった。後者 2 つが 2 日目の午前、午後にそれぞれ議論されている。 
 123
会同では、初日の「裁判官の人事評価の在り方」のテーマで、名古屋地裁から提案され
た39。進行予定によると、同テーマは、1 日目の 9 時 30 分からの長官あいさつと 9 時 40
分からの総務局による司法制度改革を巡る客観的情勢の報告後、9 時 50 分から 10 時 35 分






























 一般規則制定諮問委員会の答申を受けた 2003 年 12 月 17 日の裁判官会議（第 37 回）で
は、人事局長から、同月 15 日付人事局任用課印の規則案の説明があり、原案通り決定した。
あわせて、最高裁判所首席調査官、各研修所長の評価権者に関して最高裁判所長官とし、




40 「裁判官会議（第 24 回）議事録」（2003）による。なお、議題は、規則制定の諮問を含めて 4 つあっ




































                                                        
41 「裁判官会議（第 37 回）議事録」（2003）による。なお、議題は、裁判官の人事評価に関する規則を
含めて 7 つあったが、10 時 30 分の開議後、11 時 37 分に終了している。 



























































ると、改革審の委員（計 13 名）に元判事 1 名と事務局（計 14 名）に判事 3 名、推進本部
事務局（計 60 名）に事務局長を含む判事 15 名と裁判所職員 4 名、法曹制度検討会の検討
委員（計 11 名）に判事 1 名と担当事務局の第 9 班（計 5 名）の担当参事官 1 名と裁判所職
員 1 名が、そして最高裁事務総局に設置された研究会の委員（計 7 名）に判事 2 名、元判
事 1 名と幹事に 2 名、一般規則制定諮問委員会の委員（計 20 名）に判事 3 名、元判事 2




















                                                        
44 最高裁判所一般規則制定諮問委員会議事録（2003 年 11 月 4 日）では、委員から、第 22 回法曹制度検
討会（2003 年 10 月 21 日）議事概要に掲載されていない複数の発言が指摘されている。なお、法曹制度
検討会の議事概要は、通常は 1 週間前後でウェブサイトに登載されたが、第 22 回の分は、連休を挟んだ
関係もあるが、筆者の確認したところでは規則制定諮問委員会が開催された 11 月 4 日当日まで公表され
なかった。 



































                                                        
46 2003 年 11 月 4 日一般規則制定諮問委員会の終盤部分。 
47 裁判官の人事評価の在り方に関する研究会・前掲注（43）16 頁。 
48 裁判官の異動事情につき、小林克美「転勤稼業の不安を解消するために」日本裁判官ネットワーク・
前掲注（34）。 
49 うち 4 名は裁判官会議の前に任用願いを取り下げたため、実際に任官を拒否されたのは 2 名である。 

























































 2004 年 4 月 1 日の裁判官の人事評価に関する規則の施行に先立って、2004 年 3 月 26 日
付け最高裁人任Ｅ第 421 号事務総長依命通達「裁判官の人事評価に関する規則の運用につ









評価の対象期間は、毎年 1 回、8 月 1 日を基準日として、前年の基準日から基準日の前日
までで、対象裁判官は、基準日に在職する、判事、判事補および簡易裁判所判事である（通




なる（規則 2 条 1 項）。所長が行った評価には、その地裁または家裁を管轄する高裁の長官
が調整および補充を行う（規則 2 条 2 項）。裁判官の担当職務に照らして、所長、長官によ












で具体的な事実を記載したものによって、情報の提供を受ける（通達 421 号第 1 の 4）。ま
た、評価権者（または規則上の代行者）は、人事評価書の作成に先立って、裁判官から担
当した職務の状況に関して書面の提出を受けるとともに、裁判官と面談する（規則 3 条 3
項、通達 421 号第 1 の 6）。職務状況に関する書面（裁判官第三カード、新設）は53、現在











文書式で記載する方法で作成される（通達 421 号第 1 の 7、別紙（別紙 b））。評価書の様式
は、1 枚紙で、年（平成）、評価対象裁判官の氏名、生年月日、期の記入欄と、評価権者お
よび高裁長官の署名欄を除き、評価を書き入れるスペースがある（通達 422 号第 1 の 5(1)、
別紙様式 2）。所長が作成した評価書は、高裁長官に提出し、高裁長官が調整および補充を
行い、人事局長に提出する。最高裁事務総局局課長、首席調査官および研修所所長は、作
成した評価書を、人事局長に提出する（通達 422 号第 1 の 5(2)(3)(4)）。 
（５）評価の開示 
 評価権者は、裁判官から申出があったときは、その人事評価を記載した書面（評価書）






























評価書等の写しを、異動後の評価権者に送付する（通達 423 号）。 
（８）スケジュール 
2004 年度は、第三カードの提出が 6 月頃に、面談が 7 月頃に行われた後、基準日である































を兼ね備えているとする（第 22 回法曹制度検討会（2003 年 10 月 21 日）議事録）。他方、最高裁事務総
局審議官は、所長は評価権者とされるが、裁判官評価の特質上、評価決定や処分行為をする権限者ではな
く、人事情報の収集・集積といった事務を分掌・分担する役割を行う、いわば人事情報集積事務分担者で
あるとする（第 23 回法曹制度検討会（2003 年 11 月 18 日）議事録）。 
55 例えば、裁判官に対する注意権につき、下級裁判所事務処理規則 21 条による所長・長官の注意権と、
裁判所法 80 条の司法行政事務の決定機関である裁判官会議の持つ司法行政上の監督権の一種としての注
意権は、両立するとされる（最高裁判所事務総局総務局『裁判所法逐条解説（下）』（1969）138 頁）。 




















なお、外部意見の受付は、評価基準日の 8 月 1 日に間に合うよう、7 月末が締め切りと



























































                                                        






制限がついてもやむを得ないと思うのですが、開示については、過去 5 年分、10 年分まとめて開示請求
できるという制度にする必要があると思います」（「司法制度改革問題に関する意見交換会議事概要」
（2003 年 1 月 27 日名古屋高等裁判所）17 頁）。 




































                                                        
61 地域限定の異動、外部者参加型の裁判官人事諮問機関の設置と、勤務年数のみに対応する昇給は、近
時、韓国で実現または検討されている（第三部第四章を参照のこと）。 
62 最高裁判所事務総局・前掲注（7）5 頁。 
63 高裁長官の管内視察や新所長着任の際に、裁判所で綿密な受け入れ準備が行われることは知られてい
る（浅見・前掲注（33）136-137 頁、鈴木航兒「一人の弁護士任官者の提言」自由と正義 50 巻 11 号（1999）
27-28 頁）。 
64 総括指名、所長人事は、異動、補職、昇給同様、事務総局が原案を作成するが、1991 年から 2000 年ま







































































65 裁判官の人事評価の在り方に関する研究会・前掲注（43）57 頁。 
（表 1）司法制度改革問題に関する意見交換会 
（１）2001 年秋 
高裁管内 日時 総数 判事 （支部） 判事補 （特例） （支部） 
東京 10 月 3 日 
13:30- 
39 34 (12) 5 (-) (1) 
大阪 9 月 28 日 
13- 
24 21 (6) 3 (3) (2) 
名古屋 9 月 25 日 
13:15-17 
27 20 (6) 7 (-) (1) 
広島 10 月 2 日 
13:30- 
23 21 (8) 2 (-) (0) 
福岡 10 月 4 日 
13- 
28 17 (4) 11 (-) (3) 
仙台 9 月 20 日 21 13 (6) 8 (-) (2) 
札幌 9 月 17 日 
13-17 
14 13 (3) 1 (-) (0) 
高松 9 月 13 日 
13:30-17 
16 13 (1) 3 (-) (1) 
（２）2003 年初頭 
高裁管内 日時 総数 判事 （支部） 判事補 （特例） （支部） 
東京 2 月 5 日 
13:30- 
39 23 (6) 16 (-) (3) 
大阪 2 月 12 日 
13- 
22 16 (2) 6 (2) (2) 
名古屋 1 月 27 日 
13-17 
27 13 (5) 14 (-) (6) 
広島 2 月 14 日 
13:30- 
22 11 (3) 11 (-) (3) 
福岡 1 月 23 日 
13- 
28 14 (3) 14 (-) (2) 
仙台 1 月 31 日 
13:10-17 
21 12 (5) 9 (-) (1) 
札幌 2 月 7 日 
13-17 
16 10 (2) 6 (-) (1) 
高松 1 月 13 日 
13:30-17 































本人への開示 なし 申し出により開示 申し出により開示 







 １ 事件処理能力 
  ①正確性         ②速度         ③法廷の処理 
    非常に正確        迅速          適確 
    普通           普通          普通 
    普通以下         遅い          未熟 
                 事件を溜める 
 
 ２ 指導能力 
  ①職員に対する指導    ②部の総括者としての適否 
    すぐれている       適する 
    普通           普通 
    能力に欠ける       適しない 
 
 ３ 法律知識及び教養 
  ①法律知識        ②教養 
    水準以上         水準以上 
    普通           普通 
    十分でない        十分でない 
 
Ⅱ 健康（該当するものにチェック） 







 ○ 法律知識、法的判断に必要な資質・能力（法的判断能力） 
  ・ 法律知識の正確性・十分性 
  ・ 法的問題についての理解力・分析力・整理力・応用力 
  ・ 証拠を適切に評価する能力 
  ・ 法的判断を適切に表現する能力 
  ・ 合理的な期間内に調査等を遂げて判断を形成する能力 など 
 ○ 裁判手続を合理的に運営するのに必要な資質・能力（手続運営能力） 
  ・ 法廷等における弁論等の指揮能力 
  ・ 当事者との意思疎通能力 
  ・ 担当事件全般を円滑に進行させる能力 など 
２ 部等を適切に運営するのに必要な資質・能力（組織運営能力） 
 ・ 部又は裁判所組織全体を円滑に運営する能力 
 ・ 職員に対する指導能力 
 ・ 職員・裁判官等に適切に対応する能力 など 
 
３ 裁判官として職務を行う上で必要な一般的資質・能力（一般的資質・能力） 
 ○ 識見 
  ・ 幅広い教養に支えられた視野の広さ 
  ・ 人間性に対する洞察力 
  ・ 社会事象に対する理解力 など 
 ○ 人物・性格 





     答申（2001 年 6 月 12 日）  内閣 
 
     司法制度改革審議会 
       委員：13 名 
 設置根拠：司法制度改革審議会設置法 
1999 年 7 月 27 日－2001 年 7 月 26 日                       長官所長会同                            司法制度改革問題に関する意見交換会 
                                    2001 年 6 月 14、15 日                          2001 年 9 月中旬－10 月上旬 
             司法制度改革推進本部                     2002 年 6 月 13、14 日                        2003 年 1 月中旬－2 月中旬 
             本部長：内閣総理大臣              2003 年 6 月 18、19 日       
          副本部長：内閣官房長官、法務大臣                                                      合意                       意見 
            本部員：その他の全国務大臣 
           設置根拠：司法制度改革推進法                                      最高裁判所  裁判官の人事評価 
         2001 年 12 月 1 日－2004 年 11 月 30 日                                               報告書（2002 年 7 月 14 日）              に関する規則制定 
                                     裁判官の人事評価の在り方に関する研究会    事務総局    2003 年 12 月 17 日 
                司法制度改革推進本部顧問会議             委員：7 名                          
                顧問：佐藤幸治氏ほか有識者計 8 名       幹事：2 名（事務総局人事局長、人事局参事官）            
                設置根拠：司法制度改革推進本部令       2001 年 7 月 14 日－2002 年 7 月 14 日               答申（2003 年 12 月 5 日） 
                                          
                    法曹制度検討会                             最高裁判所一般規則制定諮問委員会 
                     委員：11 名     問題点の指摘（2002 年 8 月 29 日）    報告           委員：20 名 
                  設置根拠：事務局長の委嘱                             幹事：10 名（判事出身 8、弁護士 2） 
                                意見、注文（2003 年 10 月 21 日、11 月 17 日）     設置根拠：最高裁判所規則制定諮問委員会規則 
             司法制度改革推進本部事務局                                                   2003 年 10 月 3 日、11 月 4 日、12 月 5 日 
            事務局員：計 60 名（2004 年 4 月現在） 
                 第 9 班：計 5 名 
             設置根拠：司法制度改革推進法 
2001 年 12 月 1 日－2004 年 11 月 30 日 
































しかし、後述の 2006 年の裁判官任命委員会設置以降、裁判官選任方法は変容している。 
ヨーロッパ大陸国を見ると、ドイツでは、連邦最上級裁判所および憲法裁判所の裁判官
は、立法部と行政部により決定される。州裁判所裁判官の選出には、行政部と司法部（裁









































                                                        
4 各州の裁判官選考委員会の委員構成は、佐藤岩夫「ドイツの法曹制度」広渡清吾編『法曹の比較法社会
学』（東京大学出版会、2003）49-52 頁が詳述する。 
5 山本和彦『フランスの司法』（有斐閣、1995）26、284 頁。 
6 須網隆夫『グローバル社会の法律家論』（現代人文社、2002）241-252 頁、日本弁護士連合会編『弁護
士任官のすすめ－多元的裁判官制度へ』（日本評論社、2003）105-121 頁。 
7 須網・同上 253-263 頁。 
8 萩原金美『スウェーデンの司法』（弘文堂、1986）166-178 頁。 
9 佐藤岩夫「司法の〈自治〉〈クオリティ〉、そして〈脱ヒエラルヒー化〉－最近のヨーロッパの議論か
ら－」（2003 年 6 月 16 日日弁連講演ペーパー）による。 
10 蓑輪靖博「モンゴルの司法制度・司法改革」小林昌之、今泉慎也編『アジア諸国の司法改革』（アジ
ア経済研究所、2002）22-24、30-31 頁、村山史世「フィリピンにおける司法制度改革」同書 137-139 頁。 
11 小森田秋夫編『現代ロシア法』（東京大学出版会、2003）119-125 頁。 
12 科学研究費補助金特定領域研究（B）「アジア法整備支援－体制移行国に対する法整備支援のパラダイ






セレクションに分かれる。現在、政党選挙が 7 州、非政党選挙の 14 州、知事の任命が 3 州、
議会の任命が 2 州、メリットセレクションが 16 州（コロンビア特別区を含む）で採用され

















裁判官選任委員会は、弁護士 4 名と市民 5 名の計 9 名構成で、委員の任命権限は、知事





みによって判断される。年間に 15 回から 20 回の会合が開かれ、新任審査に約 3 ヶ月、再






                                                        
13 See American Judicature Society, Judicial Selection in the States: Appellate and General Jurisdiction Courts 
(2008). 
14 アメリカの裁判官選任方法は、第三部第二章、岩田太「合衆国における法曹一元制度の一考察－裁判











裁判官選任制度の改革は 21 世紀に入ってさらに進み、2001 年に裁判官任命のための委
員会（Commission for Judicial Appointments）が設置され、2003 年には裁判官任命委員会の
設置が公表された。その後も、三権の分離の徹底を目的とする憲法改革法が 2005 年に可決
され、大法官職の廃止、最高裁判所の設立のほか、独立した裁判官任命委員会の設置され





裁判官任命委員会（Judicial Appointments Commission）は19、2006 年 4 月 3 日に活動を開
始した。委員構成は、委員長（市民でなければならない）、バリスタ 1 名、ソリシタ 1 名、










                                                        
16 イギリスの 1990 年代の裁判官任命制度改革につき、メリル・ディーン（家本真美訳）「イングランド
とウェールズにおける 1990 年代の裁判官任命制度改革」月刊司法改革 1 号（1999）、紙谷雅子「イング
ランドとウェールズにおける法曹一元」月刊司法改革 2 号（1999）、榊原秀訓「イギリス司法の独立性
とアカウンタビリティをめぐる改革論議」名経法学 14 号（2003）153-159、166-170 頁。 
17  憲法改革法制定過程と裁判官任命委員会の概要については、榊原秀訓「ブレア政権の司法改革－大法
官職廃止と最高裁判所・裁判官任命委員会設置の提案」名経法学 17 号（2004）、同「大法官職廃止と司
法の独立」比較法研究 66 号（2005）、岡久慶「憲法改革法案：司法権独立の強化」外国の立法 222 号
（2004）、齋藤憲司「英国の憲法改革の新段階－憲法問題省創設と大法官職廃止・議会の憲法委員会・
憲法改正案－」レファレンス 646 号（2004）を参照のこと。 
18  See Kate Malleson, The New Judicial Appointments Commission in England and Wales: New Wine in New 
Bottles?, in Kate Malleson & Peter H. Russell (eds.), Appointing Judges in an Age of Judicial Power: Critical 
Perspectives from around the World (University of Toronto Press, 2006).  
19  裁判官任命委員会は、The Constitutional Reform Act 2005, Part 4, Chapter 1, Section 61 および Schedule 12 
に、裁判官の種類別の任命手続は、同法 Part 4, Chapter 2, Section 63-107 に規定される。 
20 See Judicial Appointments Commission, Annual Report 2006/07: Committed to Selection on Merit (2007). 
 146























































判官が務めることを要請している。   
（１）ドイツ 
ドイツでは、第 1 次国家試験に合格した後、2 年間の司法修習を経て、第 2 次国家試験
に合格することによって、判事資格者となる。完全法律家から試用裁判官への任命は、州
司法省での面接を経て、司法大臣によって空きポストが出るたびになされ、第 2 次国家試



















と、4 名の学者または国務院評定官（大統領、両院議長が各 1 名ずつ指名し、国務院が国
務院代表を指名する）と 12 名の司法官（司法官の選挙で選出する）の計 18 名構成である。 
                                                        



















た高等司法評議会（司法官委員 22 名と非司法官委員 22 名の計 44 名構成）が選任手続に関


















                                                        
23  山本和彦「フランスの法曹制度」広渡編・前掲注（4）91-95 頁、裁判官の人事評価の在り方に関する
研究会「資料（第 3 回、第 4 回）」（2001）を参照のこと。 
24 須網・前掲注（6）241-252 頁、日本弁護士連合会編・前掲注（6）105-122 頁（N.A.M.シッパー･アムス
テルダム高等裁判所長官の講演）を参照のこと。 
25 須網・前掲注（6）253-263 頁、ディミトリ・ヴァンオーヴェルベーク（須網隆夫訳）「司法の社会的





















となった。大法官提請諮問委員会は、2004 年に改組され、法官 3 名、法曹関係者 3 名と市
民 3 名で構成される。 
判事の任命は、大法院長により、法官（裁判官）任用審査委員会の意見を参照したうえ
で、大法官会議（最高裁裁判官会議）の同意を得て行われる。法官任用審査委員会は、法
官のみで構成されていたが、2003 年に外部委員が加わり、法官 5 名と市民 4 名の計 9 名構
成になっている。 








を開示することになった。   
裁判官人事の基準も改革され、任官 10 年目までは任官成績を、10 年目以降は評定結果
を基準に決められることになり、裁判官評価制度の重要性が高まった。また、裁判官人事













































                                                        
28 台湾の司法改革の経緯につき呂太郎（林素鳳訳）「台湾における司法権の独立と司法行政」月刊司法






























































































































































ロースクール－』（2000）30-31、33-39 頁、日本弁護士連合会第 21 回司法シンポジウム運営委員会
『ハワイ州の裁判官選任・評価制度－日本弁護士連合会ハワイ州司法制度調査団報告書－』（2005）
は、ハワイ州の制度を報告する。裁判官指名委員会の関連資料は、日本弁護士連合会『裁判官制度













































唱される。1913 年に設立されたアメリカ司法協会（American Judicature Society）理事
のケイルズ（Albert Kales）は、1914 年に、裁判官の独立を保障するための裁判官の選
任および解任手続として、州民の選挙で数年の任期で選ばれた最高裁長官が陪席裁判
                                                                                                                                                                          
頁。連邦公務員法 90 条の仮訳は、日本弁護士連合会『裁判官制度の改革について〈参考資料〉その
4』（第 56 回司法制度改革審議会提出資料、2001）25-30 頁。州裁判官の評価制度は、ベルリン州に
ついて、佐藤岩夫「ドイツの裁判官制度－裁判官の独立性と市民的自由をあらためて考える」月刊
司法改革 19 号（2001）。バーデン＝ヴュルテンベルク州、バイエルン州、ノルトライン＝ヴェスト
ファーレン州の裁判官評価規定の仮訳は、日本弁護士連合会・同上 35-50 頁。 
フランスの司法官制度の概要は、山本和彦『フランスの司法』（有斐閣、1995）281-288 頁。勤務
評定書などの資料の仮訳は、日本弁護士連合会・同上 127-177 頁。 
6 司法制度改革審議会の答申を受けて、最高裁判所は裁判官の人事評価の在り方に関する研究会を











































8 Albert M. Kales, Methods of Selecting and Retiring Judges, 11 J. am. Jud. Soc. (1928) p. 133. 
9 Harold J. Laski, The Technique of Judicial Appointment, 24 Mich. L. Rev. (1926) p.529. 
10 裁判官選挙制の擁護論に、Philip L. Dubois, From Ballot to Bench: Judicial Elections and the Quest for 







































11 メリットセレクションの政治的側面を論じた研究に、Richard A. Watson and Rondal G. Downing, The 
Politics of the Bench and the Bar: Judicial Selection Under the Missouri Nonpartisan Court Plan, New York: 
Wiley (1969) がある。また、Beth M. Henschen, Robert Moog and Steven Davis, Judicial Nominating 
Commissioners: A National Profile, 73 Judicature (1990) p.328 は、裁判官選任委員会委員の属性に着目する。 
12 The American Judicature Society, Handbook for Judicial Nominating Commissioners, 2nd Edition (2004). 
13 同機関は、土屋孝次「カリフォルニア州における裁判官規律制度の展開と課題」弾劾裁判所報 2004 年号
（2004）で紹介される。 
14 多くの州の裁判官行動規定は、アメリカ法律家協会の裁判官行動モデル規定（1990 年）がもとになってい
る。行動規定の前身は、アメリカ法律家協会が 1924 年に策定した裁判官倫理綱領（Canons of Judicial Ethics）


















（bar poll）の形は広く見られる 16。 





 1979 年にはニュージャージー州で評価パイロットプログラムが試行され、1986 年に
最高裁の採択を受けて翌年正式に実施された。同州の評価制度は、再任の可否を決定
する資料提供に加えて裁判官のパフォーマンス向上も指向した点で、従来と性格を異
にしていた。1970 年代末には、アメリカ法律家協会（American Bar Association（以降、






15 Mary L. Volcansek, Judicial Misconduct: A Cross-national Comparison, University Press of Florida (1996) 
pp.87-111 で、アメリカの連邦および州の裁判官弾劾および懲戒制度が概観されている。同書の記述によれば、
メリットプランの信任投票で落選する裁判官は数％しかいない一方、裁判官行動規律委員会を通じた懲戒に
より、1980 年から 1991 年までに 183 名の裁判官が解職されている。 
16 John Paul Ryan, Evaluating Judicial Performance: Problems of Measurement and Politics, in Philip L. 
Dubois (eds.), The Analysis of Judicial Reform (Lexington Books, 1982) p.130 に、フロリダ州、イリノイ
州、オハイオ州、ペンシルヴァニア州などで弁護士会による裁判官評価の記載があり、弁護士会主
宰の評価は同論文発表時（1982 年）以前にすでに幾つかの法域でなされていたことが窺われる。 
17 Alaska Judicial Council, Fostering Judicial Excellence: A Profile of Alaska’s Judicial Applicants and 
Judges, May 1999, pp.10-11. 
18 Richard L. Aynes, Evaluation of Judicial Performance: A Tool for Self-Improvement, 8 Pepperdine Law 
Review (1981), pp.262-263. 
19 導入経緯は、Mahoney Anne Rankin Mahoney, Citizen Evaluation of Judicial Performance: the Colorado 















 ただ、裁判官の懲戒および解任に関する全米委員会（National Commission on 













員会制度を導入し、1979 年に議会が裁判官評価を求めていた。1984 年以降、1 地区から市民主導で
裁判官評価活動を始め、86 年に 5 地区に広がり、88 年に州全域（22 地区）での評価制度の立法化
にいたった。 
20 See American Bar Association Special Committee on Evaluation of Judicial Performance, Guidelines for 
the Evaluation of Judicial Performance (1985). 
21 例えば、前述したコロラド州のほか、アリゾナ州、ペンシルヴァニア州、ロードアイランド州や
サウスキャロライナ州では、市民や弁護士の運動によって裁判官選任制度の改革とともに裁判官評
価が開始された（Patricia A. Garcia, Road Maps - Judicial Selection, American Bar Association (1998), 
pp.21-26）。ヴァージニア州では州議会の決議および法制定で、コネティカット州やハワイ州では州
最高裁首席裁判官の提唱により導入された。 
22 National Commission on Judicial Discipline and Removal, Report of the National Commission on 







































24 両者の落選の経緯は、Traciel V. Reid, The Politicization of Retention Elections - Lessons from the 
Defeat of Justices Lanphier and White, 83 Judicature (1999) p.68 など。 
25 テネシー州最高裁は、78 歳のメンフィスの女性が強姦・殺害された事件で、リチャード・オドム
被告人に、死刑を求めた原判決に対して 3 対 2 の多数で新たな量刑審理を求めた。多数意見（ホワ
イト、ビルチ、ライド裁判官）は、当該犯罪は州の死刑要件を満たさないと判示した。ホワイト裁
判官は後の信任投票で 55:45 の票差で落選した。 
26 Frances Kahn Zemans, The Accountable Judge: Guardian of Judicial Independence, 72 Southern 
California Law Review (1999) p.625. 
27 Penny J. White, Judging Judges: Securing Judicial Independence by Use of Judicial Performance 
Evaluations, 29 Fordham Urban Law Journal (2002) p.1053.  
28 The National Summit on Improving Judicial Selection, Call to Action, Recommendations 11 and 12 under 
“Voter Awareness” Section (2000).  
29 See Aynes, supra note 18. Aynes は、学者であり ABA 裁判官パフォーマンス委員会委員も務めた。 
30 See American Bar Association Special Committee on Evaluation of Judicial Performance, supra note 20, 
p.1. 
31 アラスカ司法評議会の裁判官評価予算は、1996 年は約 107,550 ドル（弁護士その他への調査票郵
送費 10,000 ドル以上、陪審経験者への調査票郵送費 1,700 ドル、ヒアリング告知および勧告掲載費
14,600 ドル、交通費 3,700 ドル、人件費 60,000 ドル）。アリゾナ州の評価予算（裁判官指名委員会の
予算を含む）は、1994 年は 249,500 ドル、1995 年は 349,400 ドル、1996 年は 256,400 ドル、1997 年
は 339,100 ドル。コロラド州は、1991 年-1996 年の各財政年度の平均額は 17,000 ドル（後に増額さ
 161
 例えば、ノースダコタ州では、裁判官評価制度が 1990 年にパイロットプログラムと
して一旦最高裁規則で施行されたにもかかわらず、実際には十分に機能しなかった。






                                                                                                                                                                         
 その後、同委員会は、上記のNCSC主宰の全米サミットの提言の検討を州最高裁長官




























運営命令に関する規則 8.1 条 B）。現在の委員構成は、裁判官 7、弁護士 5、議員 2、非法律家 1 の計
15 名である。 
33 North Dakota Supreme Court Judiciary Standards Committee, Minutes (September 21, 2001, March 15, 
May 10 and July 9, 2002).  
34 事実審裁判所パフォーマンス基準および判定制度（Trial Court Performance Standards and 
Measurement System）を指す。NCSC は 1987 年にその制度を策定し、州事実審裁判所に対して裁判
所の自己評価に用いるよう推奨している。 
35 Michigan Compiled Laws §600.238. 




















































裁判官の自己研さんと再任資料の 2 つの評価目的を予定する。 
（３）終身制に近い法域 
 終身制をとるロードアイランド州、定年 70 歳まで任期が続くマサチューセッツ州お





ない。ただし、ニュージャージー州では、評価は初任期の 7 年間に 2 度あるのみで再





























































































格に関するものの、ほぼ 3 つに分けられる。 
 例えば、ニュージャージー州の弁護士に対する調査票は、法的能力、裁判マネージ












                                                          







































 法域の裁判官評価は、再任資料の提供と裁判官の自己研さんの 2 つを中心的な要素
                                                          




































 ヴァージニア  




























































                                                          
41 See Kevin M. Esterling and Kathleen M. Sampson, Judicial Retention Evaluation Programs in Four 
























 裁判官評価制度の導入は、初めに見たように 1970 年頃から活発化してきた。この動
きは、時期的に、裁判官指名委員会の設置すなわちメリットセレクションの採用の拡
大と、裁判官に対する一般からの苦情を受けてその審査を行う裁判官行動規律委員会























































45 第 13 回法曹制度検討会（2002 年 11 月 28 日）で、最高裁事務総局人事局参事官は、事務総局と
しては裁判官の意見を十分に踏まえ一般規則制定諮問委員会に議論してもらうことも視野に入れな
がら多角的・多面的に裁判官評価制度の検討を進めていく必要があると考えていると答弁した。2003
年 1 月 20 日から 2 月にかけて、高裁ブロック単位で裁判官の意見交換会が開催されている（北日本
新聞 2003 年 1 月 18 日朝刊、信濃毎日新聞 2003 年 1 月 20 日朝刊）。 
46 裁判官の人事評価の在り方に関する研究会『裁判官の人事評価の在り方に関する研究会報告書』
（2002）。報告書の分析は、飯考行「裁判官の評価制度の明確化を求めて－裁判官の人事評価の在り

































47 裁判官の人事評価の在り方に関する研究会・同上 14 頁は、諸外国の裁判官制度をキャリアシステ
ムの独仏と法曹一元の英米に区分し、前者を日本と同じであるとして報告書の各所で引用するが、
給源（弁護士か判事補かなど）と評価制度は関係がなく、また終身制の独仏と異なり日本の下級裁


































































































55 京都弁護士会の委員会が 1997 年に、大阪、名古屋弁護士会が 1998 年に、評価項目に基づく 5 段
階評価を求めるアンケート調査を行った（日本弁護士連合会『裁判官制度の改革について〈参考資
料〉その 2』（2001）178-195 頁）。その後、大阪弁護士会が 2001 年に再度調査を実施した。岡山、














































































法域 主体／根拠／開始年／概要 評価手続 
アラスカ ・アラスカ司法評議会 
(Alaska Judicial Council) 
／法律：§22.05.100, 
§22.07.060,§22.10.150, 
§22.15.195         
























































（Arizona Commission on  




Rules of Procedure for  
Judicial Performance  






























裁判官 6 名、弁護士 6 名、
















／最高裁規則：Rules of  
Procedure for Judicial  
Performance Review in  






















































on Judicial Performance) 
／法律：§13-5.5、最高裁規
則：Vol. 12, Chapter 37 
／1988 年（パイロットプロ 



















が 55,000 名以上に配布され、18,000 名以上から回答
 178
る。 


















































Evaluation Advisory  
Panel）が設けられている。



























年間に、弁護士に 6,502 通の調査票が発送され 4,224
通の回答があった（回収率 65％）。 
 調査票は 4 段階評価で、項目により、陪審員に 5




























す る 委 員 会




Columbia Home Rule Act 
Title 11 Appz. IV433 
／1970 年 



























































 評価手続： 未開封のまま 4 半期ごとに裁判官本人
へ直接届けられる。 
 評価結果：州司法運営規則第 2.051 条 c 項 4 号に
より機密とされ、公表されない。 
ハワイ4 ・裁判官パフォーマンス委




































求める。1 名の裁判官につき必要な調査票は 150 以
下。 
 評価手続：調査票のデータは委員会によって回











会(Planning and  
Oversight Committee for  






























命後 1～4 年の裁判官は 12～18 ヶ月ごとに、任命後
4 年以上の裁判官は 18～36 ヶ月ごとに評価される。
 調査票：最高裁が作成した調査票が、対象裁判官
 181
されたのは 2000 年） 
・最高裁判所裁判官パフォ
ー マ ン ス 評 価 委 員 会
（ Supreme Judicial Court 














判官 1 名につき少なくとも 25 の回答が必要。 
 評価手続：首席司法行政担当裁判官（Chief Justice 











（Minnesota District  
Judges Association  





















 対象：事実審裁判官。任命後 2 年以内とその後の








































票が行われていた）  評価結果：メディア、女性有権者連盟（League of 
Women Voters）および図書館などに配布される投票




















































































上位裁判所（対象裁判官 9 名）266 通（33％）、地方
裁判所（対象裁判官 23 名）746 通（58％）、検認裁

















回収数および回収率は 49 通（33％）。） 
 上位裁判所以下の裁判官は、少なくとも 3 年に 1
度、所属する裁判所の司法行政担当裁判官に評価さ
れる。上位、地方および検認裁判所の司法行政担当








































命する。任期 3 年で再任可。 
・裁判官評価委員会 




















































































































Administrative Rule 48 
 対象：最高裁、地裁裁判官と審判官（審判官は任



































 対象：1998 年の再任に臨んだ上級審裁判官。 
 調査票：評価の対象となる裁判官の裁判手続きに
直接関与した経験のある弁護士に調査票を配布し














2001 年時は弁護士 13 名と






 評価手続：まず、弁護士 2 名と非法律家 1 名から
なる調査パネル（Investigative panel）が、対象裁判官



















／11 名構成。裁判官 6 名（各
審級の裁判所から各 1 名）、
弁護士 3 名、非法律家 2 名。
委員は最高裁が任命する。
委員長は最高裁が指名す
る。任期 2 年。再任可。 
 目的：裁判官本人の向上および司法部全体の向上
と、裁判官継続教育プログラムの向上。 
 対象：すべての裁判官が 2 年に 1 度評価を受ける。



































(Judicial Evaluation  
Commission) 













総会（district attorneys  
general conference）の被指名
者 3 名から 1 名を、下院議
長が、テネシー弁護士会の
被指名者 3 名から 1 名を、
テネシー刑事弁護人協会の
被指名者 3 名から 1 名を任
命する。非法律家は、裁判
官評議会が 2 名を、上院議






























































（Board of Bar  
Commissioners of the  
Utah State Bar、弁護士 11 名
と非法律家 2名の計 13名構
成）の選挙で選ばれた評議
委員 1 名。任期 3 年。  
・裁判官パフォーマンス評
価に関する常任委員会 
（Standing Committee on  











会 評 議 委 員 （ bar 
commissioner）1 名、弁護士











任前に、自己向上目的の評価は 2 年に 1 度行われる。
すべての新任裁判官（任期 3 年）は就任 1 年後と再
任前に、再任後の最高裁裁判官（任期 10 年）は 3、
7、9 年目に、再任後の控訴裁判所以下の裁判官（任


















なくとも 75％で良好回答（弁護士調査の上位 3 段階、
陪審経験者調査の肯定回答）を 70％獲得し、評価項




























































対して、2003 年 1 月から 1
年間のパイロットプログラ












                                                        
1 本表は、U.S. Department of Justice, Bureau of Justice Statistics, State Court Organization 1998 の表項目を参照
し、各州の法令を中心に作成を行った。なお、本表に記載した以外にも、多くの法域で、裁判官の再任前
に弁護士の評価がなされている。 
2 A. John Pelander, Judicial Performance Review in Arizona: Goals, Practical Effects and Concerns, 30 Arizona 
State Law Journal (1998) pp.654-725 が詳しい。 
3 State of Connecticut Judicial Branch Judicial Evaluation Administrator, Judicial Performance Evaluation 
Program - Report to the Chief Court Administrator (1996) による。 
4 日弁連アメリカ合衆国ハワイ州司法制度調査団『百聞は一見に如かず－ハワイの陪審制・法曹一元・ロ
ースクール－』（日本弁護士連合会、2000）31-32、36 頁。 
5 パイロットプログラムについては、Massachusetts Supreme Court Press Release Nov.19,2001 など。 
6 Michelle Lore, Chief Judges Adopt Plan for Judicial Evaluations, April 2, 2001 Minnesota Lawyer, North Dakota 
Supreme Court Judiciary Standards Committee, Minutes (March 15, 2002) and North Dakota Supreme Court 
Judiciary Standards Committee, Minutes (March 15, 2002). 
7 Las Vegas Review-Journal, April 30 (2000) and May 05 (2002). 
8 統計は、New Hampshire Supreme Court, Judicial Performance Evaluation Report 2001 (2002) による。 
9 徳岡治「ニュー・ジャージー州の裁判官評価制度の概要」判例タイムズ 1081 号（2002）が詳しい。 
10 経緯は本文脚注 40 を参照のこと。なお、2000 年の再任前に評価は行われず、評価委員会は 2001 年に
解散したという情報もある（アメリカ司法協会ウェブサイト（http://www.ajs.org/js/OK.htm）による）。 
11 評価委員会は、当初は弁護士 9 名と非法律家 9 名で構成された。発足経緯と周囲との軋轢は、Patricia A. 








の島々からなり、総面積 16,634.5平方 km、人口 121万 1,537人である（2000年合衆国国
勢調査による）。日本と比較して、面積は約 50分の 1（四国よりやや狭い）、人口は約
100分の 1にあたる。人口構成は、アジア系 41.6％（日系 16.7％、フィリピン系 14.1％、
中国系 4.7％、韓国系 1.9％、ベトナム系 0.6％など）、白人系 24.3％、ネイティブハワイ
アン 6.6％、アフリカン・アメリカン系 1.8％などで、21.4％は 2、3の民族が混じってお
り、様々な出自の人々が共生していることが分かる。 
























                                                        
1 ハワイ州司法部ウェブサイトの Membership Status 欄による。 
2 ハワイの西欧化において近代西欧法が果たした役割に関する研究に、Sally Engle Merry, Colonizing  
Hawaii: The Cultural Power of Law (Princeton University Press, 2000) がある。 
3 司法制度の歴史的変遷は、William S. Richardson, Judicial Independence: The Hawaii Experience, 2 U. Haw. L. 




























 ハワイ州には、連邦裁判所と州裁判所が存在する。連邦では、全米で計 13 の連邦控訴
裁判所巡回区のうち第 9 巡回区に属し、ハワイ裁判区連邦地方裁判所および連邦破産裁判
所が置かれている（本稿ではその詳細に触れない）。 
 州の裁判所は、上訴審と事実審の 2審制である。事実審の法域は 4つに分かれ、第 1巡
回区はホノルル市および郡、第 2巡回区はマウイ郡（マウイ、モロカイ、ラナイ島を含
む）、第 3 巡回区はハワイ郡（ヒロ、コナ地区に分かれる）、第 5 巡回区はカウアイ郡
（カウアイ、ニアウ島を含む）である6。 




                                                        
4 委員会は、司法評議会（judicial council）に指名されたパネルから知事によって任命される 5 名の委員で構
成された。 
5 データは、The Judiciary State of Hawai'i, 2004 Annual Report (2004) による。 
6 第 4 巡回区は、第 3 巡回区と 1943 年に合併しており、現在は事実上存在しない。 
 192
審は、巡回裁判所（Circuit Court）、家庭裁判所（District Family Court、地域家庭裁判所と
も称される）と地域裁判所（District Court）からなる。その他に専門裁判所として、土地
裁判所 (Land Court) と租税上訴裁判所 (Tax Appeal Court) がある。 
（２）各裁判所の構成（図） 





民事事件などを扱う。巡回裁判所裁判官は計 31名である（第 1巡回区 23名、第 2巡回区
3名、第 3巡回区 3名、第 5巡回区 2名）。審理は 1人制で、陪審裁判は、巡回裁判所の
刑事、民事事件のみで行われる。 
家庭裁判所は、法律で 1965年に新設され、4つの巡回区に 1つずつ置かれる。地域家
庭裁判所裁判官は計 14 名である（第 1 巡回区 8 名（他に巡回裁判所裁判官 3 名が兼務）、
第 2巡回区 2名（他に巡回裁判所裁判官 1名が兼務）、第 3巡回区 3名（他に巡回裁判所
裁判官 1名が兼務）、第 5巡回区 1名（他に巡回裁判所裁判官 1名が兼務））。 
地域裁判所は、4つの巡回区に 1つずつ置かれ、交通事故事件や 2万ドル以下の係争額
の民事事件などを扱う。裁判官は、計 22名で、第 1巡回区に 13名、第 2巡回区に 3名、
第 3巡回区に 4名、第 5巡回区に 2名いる。 
その他に、家庭裁判所または地域裁判所には、非常勤裁判官（Per Diem Judge）も勤務
する。2005年 4月現在、第 1巡回区に 29名、第 2巡回区に 8名、第 3巡回区に 9名、第 5






















た。提起された事件のうち、民事訴訟は約 3％、刑事訴訟は約 11％、その他の違反が 1％
であり、計 522,206件が終結し、年度末に 679,506件係属している。 
（２）批判と対応 
 訴訟事件数の増大に伴い、上訴審の未済事件の増加や審理遅延などが生じていたところ、







 裁判所の事務は、司法行政事務局（Office of the Administrative Director of the Courts）に担
われる。2004年の定員は 260名で、最高裁長官の下に、司法行政事務局長（Administrative 




 2004会計年度の司法部の予算は、財源別に、一般財源 1億 1,045万 7,448ドル、特別財
源 524万 6,109万ドル、回転財源 2万 4,431ドルであった。2003年度から 2004年度の一般
財源からの州政府歳出予算の内訳は、司法部 1億 1,099万 7,921ドル（2.86％）、立法部
2,319万 2,370ドル（0.60％）、執行部 37億 4,275万 6,651ドル（96.54％）となっている。 
 










により多くの適格性を有する候補者の検討を許容することの 5 つであった8。 
                                                        
7 Hawaii State Bar Association Special Committee on Appellate Issues, Report of Hawaii State Bar Association 
Special Committee on Appellate Issues (December 2003). 
8 See Richardson, supra note 3, pp.46-47. 
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少なくするために、1994 年の憲法改正により、委員任命枠がそれぞれ 3 名から 2 名、2 名
























裁判官は 6年で、すべての裁判官の定年は 70歳となっている。 
非常勤裁判官（per diem judge）は、必要に応じて最高裁長官により任命され、上院の承
認を要しない。任命時には、非常勤裁判官適格評価委員会（Committee to Evaluate 
Qualifications of Per Diem Judge ）の勧告が考慮される。適格評価委員会は、最高裁長官に
よる非常勤裁判官の選任を補助するため、1989年にラム長官によって創設され、ムーン
                                                        




選任手続を援助するための今後の取組みと実現の方策を示唆することにあった（Summary of Proceedings 
Citizens Conference on Judicial Selection による）。 




回区の首席裁判官（Chief Judge）（第 1 巡回区のみ家事部首席裁判官代理）と地域裁判所










年 10 月までの期間に、528 名の応募者から、裁判官選任委員会が 97 名を指名し、最終的
に 17 名（うち男性 15 名、女性 2 名）が任命されたというデータがある13。この数字から
推計すると、年に約 8.5 のポストが生じ、1 つのポストにつき約 31 名が応募し、選任委員
会に指名される確率は約 18.4％、最終任命率は約 3.2％で、裁判官に就くことはかなりの
難関であることが分かる。応募者数は、1 つのポストにつき 48 名にわたる場合もあると
され14、とりわけオアフ島のポストの人気は高いようである。 
イ 知事または最高裁長官の任命 
 裁判官選任委員会が指名した通例 6 名のなかから、知事または最高裁長官により、1 名












                                                        
11 歴代のハワイ州最高裁長官は、Wilfred Chomatsu Tsukiyama（1959-1965 年）、William S. Richardson
（1966-1982 年）、Herman T.F. Lum（1982-1993 年）、Ronald T.Y. Moon（1993 年-）である。 
12 ハワイ州司法部への照会に対する回答による。 
13 日弁連質問票に対する裁判官選任委員会の回答（2000 年 12 月 5 日付）による。 
14 日弁連アメリカ合衆国ハワイ州司法制度調査団『『百聞は一見に如かず』－ハワイの陪審制・法曹一元・
ロースクール－報告書』（2000）31 頁。 
15 ハワイ州の歴代の知事は、William F. Quinn（1957-1962年）、John Burns（1962-1974年）、George Ariyoshi


























マンスプログラムとして 1991 年に最高裁規則 19 で規定され、1993 年に制度として確立
した。プログラムは、ハワイ州裁判所、裁判官パフォーマンスプログラム委員会











                                                        
16 ムーン最高裁長官は、2004 年 11 月 15 日付の司法部ウェブサイトで、非常勤裁判官の任命にあたり、適格
評価委員会からの推薦者 10 名のリストを公表してコメントを募集し、翌年 1 月 20 日にうち 5 名を任命して
いる。 
17 ハワイ州司法部への照会に対する回答による。 





評価（Overall Evaluation）の大項目の下で、計 15項目の 5段階評価を求める。巡回裁判所
の裁判官用の質問票は、法的能力（Legal Ability）、裁判管理技能（Judicial Management 
Skills）、態度（Comportment）、和解／答弁取引能力（Settlement and/or Plea Agreement 
Ability）の大項目に、計 35項目の 5段階評価の記載欄がある。地域裁判所裁判官用の質
問票には、裁判官の特性（Judge's Characteristics）、法的能力、和解／答弁取引能力、裁判
管理技能の大項目で、計 29の 4段階または 5段階評価欄が設けられている。 
施行が予定される陪審員向けの質問票の項目は、根気（Patience）、威厳（Dignity）、
丁重さ（Courtesy）、配慮（Attentiveness）、Fairness（公平さ）、横柄さのなさ（Absence 
of Arrogance）、偏見のなさ（Absence of Bias）、先入観のなさ（Absence of Prejudice）、裁
判手続に関する明確な説明（Clear Communication of Court Procedures）、効率良い裁判期日
の使用（Efficient Use of Court Time）の 10項目で、それぞれに 5段階評価が求められる。 
 2004年は、7名の上訴審裁判官がパフォーマンス評価を受けた。1名につき 150通の質
問票、計 7名分の計 1200通は、2004年 10月 14日の配布後、11月 19日に 228通が回収さ
れ（回収率 19％）、12月 27日付で本人に評価結果が開示されている。巡回裁判所裁判官
は、8名が評価の対象となり、2004年 7月 1日に配布された質問票 1200通のうち、7月
27日までに 369通が回収され（回収率 30.75％）、9月 9日に評価結果が本人に開示され
た。地域裁判所裁判官の場合は、10名が対象者で、1500通の質問票が 3月 11日に配布さ
れ、4月 12日までに 345通の回収があり（回収率 23％）、評価結果は 5月 12日に本人に
開示されている。 
裁判官パフォーマンスプログラム委員会は、プログラムの実施と運営を担う。計 13名
構成で、委員は最高裁長官に任命され、裁判官 3名、弁護士 6名、市民 3名と司法行政事
務局長（administrative director of the judiciary）からなる。委員は無給で、議決は過半数に
よる。 
 従来、評価を受けた後の裁判官と最高裁長官が面談していたが、2000年から裁判官評













                                                        






さ（Fairness & Lack of Bias in Case Handling）、提出書面と口頭陳述への注意深さ
（Attentiveness to Written and Oral Submittals）、訴訟手続に関する知識（Knowledge of  
Procedure）、証拠規則に関する知識（Knowledge of Evidentiary Rules）、審理スケジュール
を含む事件管理能力（Case Management Skills, including Timeliness of Rulings）と、事件解決





Diligence）、法的知識と能力（Legal Knowledge and Ability）、法律実務経験（Professional 
Experience）、裁判官としての気質（Judicial Temperament）、財政的責任（Financial 
Responsibility）、公益奉仕（Public Service）と健康（Health）である。理事会では、評価に


















 裁判官行動規律委員会への苦情申立は、1999年 7月 1日から 2000年 6月 30日までは
43 件で（申立人の内訳は、訴訟当事者 33、裁判官 1、弁護士 6、裁判官行動規律委員会 1、
その他 2）、うち却下 32件、裁判官への注意喚起文書送付 5（懲戒申立却下）、裁判官本
                                                        
20 ハワイ州弁護士会理事会の評価手続は、1992 年に理事会で採択された定款（Bylaws of the Hawaii State Bar 
Association 1.8.）で正式に定められた。評価基準は、ABA 常任司法委員会の基準と、ABA の州裁判官候補者
適格審査指針（Guidelines for Reviewing Qualifications of Candidates for State Judicial Office）にもとづいて作
成されたものである。 
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人との面談 1（懲戒申立却下）、翌年度への係属 5 件であった21。2000 年 7 月 1 日から
2001 年 6 月 30 日までの苦情申立は、57 件で（申立人の内訳は、訴訟当事者 49、弁護士 3、
裁判所職員 1、裁判官行動規律委員会 2、その他 2）、うち却下 46件、措置なし 1件、翌
年度への係属 10件であった。このように、上記の期間、懲戒勧告事案はなかった。照会







会計年度（2005 年 7 月 1 日より）の約 14％の増額と、それ以降 2012 年度までの各年
3.5％の増額が勧告された（表）22。この勧告は、議会で棄却されない限り効力を発する
が、2005 年 4 月現在、上院と下院で議論が続けられている。 


















21 Commission on Judicial Conduct State of Hawai'i, Sixteen Annual Report 2000-2001 による。 
22 Judicial Salary Commission, Report of the Judicial Salary Commission (March 8, 2004). 
23 日弁連アメリカ合衆国ハワイ州司法制度調査団・前掲 30 頁。 
24 コロンビア特別区は、1970 年にメリット制を導入し、控訴裁判所と上位裁判所の裁判官は 15 年任期で、
初任時に裁判官指名委員会（Judicial Nomination Commission）の指名者から大統領に任命され上院の承認に























ち 1 名の巡回裁判所裁判官候補者が 13 対 12 票の僅差で承認されない事態が生じた27。そ
の候補者の適格性について、上院に、300 名の個人と 30 の団体から賛成意見が出された









で 6名が不再任となっている（うち 5 名は裁判官選任委員会の事前通知により再任申請を
取り下げている）30。この間の不再任率は約 17.6％で31、6 名中 5 名が女性裁判官であっ
                                                        
25 Hawaii Chapter of the American Judicature Society, Report of the AJS Special Committee on Judicial Selection 
and Retention (February 28, 2003). 
26 2000 年 3 月時点までの上院の不承認例は 2 つであったとされる（日弁連アメリカ合衆国ハワイ州司法制度
調査団・前掲 31 頁）。 
27上院で不承認となった候補者は、州交渉主任（Chief Negotiator、労使団体交渉局の監督などを担当する
職）の Ted Hong 氏であった。裁判官としての気質（judicial temperament）が主に問われ、ハワイ州弁護士会
理事会では、「不適格」7 票、「適格」4 票、「極めて適格」1 票で、その他の理事は棄権し、多数決で「不
適格」とされた。弁護士会員から寄せられた 56 通の e メールのコメントは、28 通が肯定評価、28 通が消極
評価だったという。 
28 2005 年 4 月現在の議員の政党所属別内訳は、上院は 25名のうち民主党 20 名、共和党 5 名、下院は 51名
のうち民主党 41名、共和党 10名である。Ted Hong 氏を不承認とした際の上院の投票では、民主党議員 13 名
が不承認、共和党員 5 名と民主党員 7 名が承認票を投じた。 
29 問題となった候補者は、Richard Bissen 氏で、リングル知事のマウイ市長時代にマウイ島で検察官を経験し、
その後、リングル知事により、第一等司法次官に選ばれ、2004 年に州公安安全局長代理に指名された経歴を
持つ。2 月 11 日の上院司法委員会で全員一致で承認を推薦された後、15 日の上院の全体投票において 24 対 1
で承認された。 




を 3 名に減らして裁判官の再任を上院の承認にかからせる旨の法案が提出されている。 
                                                                                                                                                                  
以上のような、近時のハワイ州弁護士会などの団体の活動、上院の承認手続が裁判官選
任手続に与える影響や、女性裁判官の不再任数の多さなどの裁判官選任委員会内外の情勢

























31 1999年度（1998年 7月 1日から 1999年 6月 30日まで）、2003年および 2004年の The Judiciary State of 
Hawai'i Annual Report を照合し、上記注の不再任情報を加味すると、2001 年は再任 3 名、不再任 1 名（申請
取下）、2002 年は再任 7 名、不再任 2 名（申請取下）、2003 年は再任 8 名、不再任 2 名（申請取下）、2004
年は再任 10 名、不再任 1 名であると推定される。また、1979 年から 2002 年までに、103 名の裁判官が裁判
官選任委員会の再任審査にかかり、うち 89 名が再任され、9 名が不再任、5 名が申請を取り下げている（See 
Hawaii Chapter of the American Judicature Society, supra note 25, p.5）。総合すると、1979 年から 2004 年末ま
での推計は、再任候補者 124 名中、再任 107 名、不再任 10 名、申請取下 7 名になる（再任拒否率 13.7％）。
なお、2000年までの再任拒否率の推計は約 11.7％である。 
32 注 17 を参照のこと。 
33 Press Release of the American Judicature Society, November 9, 2004. 
34 他の州の裁判官の自己研さんを主目的にする制度につき、第三部第二章を参照のこと。 
35 See State Justice Institute, Openness in the Courts: A Final Report of Responses of Focus Groups from Members 








































                                                        
36 各州の裁判官懲戒調査および裁定機関で、裁判官を委員に含まないのは、ハワイ州のほかに、デラウェア
州とオクラホマ州のみである（U.S. Department of Justice Office of Justice Programs Bureau of Justice Statistics, 

































                                                        
37 日本で再任を拒否された裁判官は、従来、1957 年以降 1969 年までに 10 名程度と、1971 年 1 名、1998 年 1
名、2003 年 1 名に過ぎなかったが、下級裁判所裁判官指名諮問委員会は、2003 年の発足後、2003 年度に 181
名中 6 名、2004 年度に 179 名中 4 名を不適とし、その結果、それぞれ 2 名と 1 名が再任されなかった（うち
4 名と 3 名は最高裁裁判官会議の決定前に任官申請を取下げた）。指名諮問委員会の再任不適率を算出すると、
2003 年度は約 3.3％、2004 年度は約 2.2％となる。新任審査でも、指名諮問委員会の設置以降、その不適の意
見に沿って、従来よりも任官を拒否される者が増加しており（2003 年 8 名、2004 年 7 名）、弁護士任官候補
者にも不適とされた者が多数出ている。 














































                   
                  定 員 
                 裁判官  その他 
                   5     38 
 
 
                      
 中間上訴裁判所 
 
                  定 員 
                 裁判官   その他 






  第 1 巡回区      第 2 巡回区     第 3 巡回区 第 5 巡回区 
    
定  員       定  員 定  員    定  員 
裁判官  その他    裁判官  その他  裁判官 その他   裁判官  その他 
 46    1,074.5       8     186     9      189      4      77  
  
   巡回裁判所      巡回裁判所     巡回裁判所     巡回裁判所 
 
   家庭裁判所      家庭裁判所     家庭裁判所     家庭裁判所 
 
   地域裁判所     地域裁判所     地域裁判所      地域裁判所 
 
 


















   指名された者の名簿の提出 
 
 
                      
                              
 
  
   30 日以内 
 
   任命された者の通知 
          
                           
 
                                              
  
   30 日以内 
  
   
 








ハワイ州弁護士会理事会による評価の報告   
全体会の投票（多数決による 1 名の承認決定）  













         



















  （任期満了の約 1 ヶ月前） 
 




 (-2005 年度) 2006 年度 2007 年度 2008-11 年度 2012 年度- 
最高裁判所
長官 
116,779 140,000 144,900 各年 3.5％増 172,097 
最高裁判所
陪席裁判官 








110,618 125,000 129,375 同上 153,657 
巡回裁判所
裁判官 
106,922 121,600 125,856 同上 149,478 
家庭、地域裁
判所裁判官 




１．ハワイ州憲法 第 6 章司法部 
 
2000 年 1 月 1 日改正、施行 
                          
司法権 
 







































































第 4 節．9 名構成の裁判官選任委員会が設置されるものとする。知事は、裁判官選任委員

















































































規則 4． 任期 
委員長、副委員長および書記の任期は 2 年間で、初めの任期は 1979 年 4 月 1 日に開始す
るものとする。 
 
規則 5． 委員行動規則 
 






















則 9 または規則 12 により必要とされ、または規則 13 に従う場合を除く。 
B．委員は、委員会の選考手続に関する事項について、本規則に定める場合を除き、そ







































































 規則 10．応募者と再任申請者の評価 
A．委員会は、各応募者と再任申請者の経歴、専門技能と人物を検討するものとし、次
の資質について検討を加えることができる： 
 (1)高潔さと精神的勇気（integrity and moral courage） 
 (2)法的能力と経験（legal ability and experience） 
 (3)知性と賢明さ（intelligence and wisdom） 
 (4)思いやりと公平さ（compassion and fairness） 
 (5)勤勉さと決断力（diligence and decisiveness） 





























































 ３．ハワイ州最高裁判所規則 19 裁判官パフォーマンスプログラム 
 
ハワイ州最高裁判所採択、公布 





















































































































                                                        
1 以上の各国の司法改革につき、小林昌之＝今泉慎也編『アジア諸国の司法改革』（アジア経済研究所、
2002）が論じる。 










法アクセス改革」神戸法学雑誌 48 巻 1 号（1998）、同「司法改革：韓国の新しい政治環境下の課題」財
団法人法律扶助協会編『アジアの法律扶助－公益的弁護士活動と臨床的法学教育と共に』（現代人文社、
















法官は、大法院長、大法官と判事で構成され、実人員 1,743 名である（予備判事 223 名
を除く、2003 年末現在）（表 1）。大法官（最高裁判所裁判官）は 14 名いるが、うち大
法院長（最高裁判所長官）と大法院行政処長は司法行政職に携わるため、実際に裁判を行
うのは 12 名にとどまる。法官 1 人あたりの国民数は 2 万 8,461 名で8、法官の人員と事件




の一環として 2、3 年務める。 




理および裁判に関する調査・研究業務を担当する9。2003 年現在で 60 名おり、首席研究
官 1 名、専任研究官 1 名と、専属研究官 36 名、共同研究官 22 名で構成される。専属研究
官は、特定の大法官につきその大法官に配当された事件の審理および裁判に関する調査・
研究業務を担当する。大法官 1 名あたりの専属研究官は 3 名で、地方法院部長判事 1 名と
                                                        
5 1894 年の日清戦争から 1910 年までのいわゆる日韓併合までの日韓関係全般につき、森山茂徳『近代日
韓関係史研究』（東京大学出版会、1987）、司法の継受につき、鄭鍾休『韓国民法典の比較法的研究』
（創文社、1989）49-68 頁を参照のこと。 
6 日本で 1890 年に制定された裁判所構成法は、1877 年のドイツ帝国裁判所構成法を模範としてオット
ー・ルドルフを中心に起草されたため、参審、陪審などの規定を除けば内容に類似点が多いという指摘





8 韓国の人口は 4,852 万人（2002 年）、日本は 1 億 2,761 万 9 千人（2003 年 10 月 1 日現在）である。 




                                                       
2003 年 12 月現在、法官の平均年令は、38.8 歳（月は切り捨て）と比較的若く、31 歳か
ら 40 歳が全体の 62%を占める10。これは、中途退職者が珍しくないためである（修習生
は初めに法官への任官を希望して中途退職後に弁護士になる傾向がある）（表 3）。 




任官当時の平均年齢は、21 期から 30 期（2002 年修習修了）で、男性 30.4 歳、女性 28.8




それぞれ 1 名程度にとどまる。学識経験者枠はない。 
判事になる者は、司法試験合格後、研修所での研修を 2 年間受けて、予備判事（1994
年改正法で創設、99 年から施行）経験を 2 年間経た者がほとんどである。弁護士などか





る。なお、大統領のみが任命、補職権を持っていた時期もある（1972 年（第 7 次改憲）
～1980 年）。 
憲法裁判所の裁判官は、法曹資格を有する 40 歳以上の者から、大統領が任命する。大
統領は、9 名のうち、国会選出者から 3 名と大法院長指名者から 3 名を任命する。 
大法院長は 6 年任期で、1 期のみを務める。大法官は 6 年任期で、再任されうる（国民











10  洪承勉「法曹一元化に関する検討」（司法改革委員会第 14 回資料、2004 年 6 月 7 日）21 頁。洪氏は、
大法院法院行政処人事制度研究法官であり、司法改革委員会専門委員を務めた。 
11 「提請」とは、「提案して任命を請う」という意味である。 










 定年は、大法院長 70 歳、大法官 65 歳、判事は 63 歳である。ただし、定年まで勤務す





















たうえで、大法官会議の審議を経て、1990 年 3 月に「司法制度改革のための研究計画」
を発表した。その計画は、①司法権の独立性確保と大法院の地位確立、②法院組織の再編、
                                                        
13 金平祏「法官任用方法の多様化」大韓弁護士会・日本弁護士連合会第 17 次定例交流会（2003 年 11 月
3～5 日）報告レジュメによる。 
14 1972 年から 1987 年にかけてのいわゆる暗黒期の司法史につき、韓寅燮「現代韓国と刑事司法」大久保、
徐編・前掲注（4）が論じる。 
15 改革経過につき、宋台植「韓国の司法制度－法院組織法等改正－」白鷗法学 4 号（1995）、尹大奎・
前掲注（4）「韓国における最近の司法アクセス改革」111-114 頁を参照した。 
16 1990 年 3 月 1 日に設置され、司法政策研究室として拡大改編されている。2003 年 9 月 4 日現在、総員
23 名で、法官 7 名、職員 12 名、調査委員 3 名と派遣公務員 1 名で構成され、司法制度の研究を含む多様




1993 年 6 月には、ソウル民事地裁の若手法官 28 名が、不公正な判決に関与していた法
官の責任を問う勧告を裁判所当局に提出し、より民主的な人事と裁判所内の官僚的階層秩
序の除去を提案した。批判の対象であった大法院長の辞職後、9 月 27 日に新たに任命さ
れた尹錧大法院長は、司法制度の改善を就任あいさつで約束し、11 月 3 日に発展委員会
を設置した。 
（２）概要 
 発展委員会は、委員 32 名（法官 6、法院公務員 2、検察 2、弁護士 5、学界 6、国会議
員 2、行政府 2、言論界 6、社会団体 1 名）で構成された。委員会は、大法院長が諮問し
た①法院組織に関する事項 10 項目、②人事制度に関する事項 9 項目、③裁判制度に関す
る事項 7 項目と、委員会の委員が提出した①大法院長および大法官の任命方式、②法官の
外部機関への派遣禁止、③不拘束裁判の原則・起訴前保釈制度の事案を中心に審議を進め
た。そして、1994 年 2 月 15 日に 25 項目の改革案を採択し、大法院に答申した。 
（３）提言と実現状況 
 大法院は、委員会の答申を受けて、法院組織法などの法律を改正および制定する 6 件の
司法制度改革法律案を立案し、4 月 25 日に国会に提出した。これらの法案は、国会で 7
































いて、合格者数を、1981 年から続いてきた年 300 名程度から、96 年に 500 名に増やし、












法院長に報告することを目的として、1997 年 3 月 26 日に、大法官を含む法官と 5 級以上






項を審議する第 2 分科委員会に分かれ、さらにそれぞれの内部で 3 つと 2 つの小委員会で
審議案件を検討した後、各分科委員会および全体会で最終的な審議を行った。 
委員会は、全国の法官と法院公務員に対して現行法院人事制度の問題点およびその改善
方案に関する意識調査を 1997 年 3 月に実施した後、第 1 回全体会を 3 月 31 日に開催し、
法官および法院公務員の人事制度や、予備判事制度、司法補佐官制度を含む案件を小委員
会ならびに分科会で検討した後、7 月 17 日の第 2 回全体会の審議を経て、8 月に、審議案
件に対する現行制度の維持の可否と新しい改編方案の採択の可否について、全国の法官と
法院公務員に問答型のアンケート調査を実施した。その後の検討の結果、10 月 27 日の第
3 回全体会で、法院人事制度の改善法案に関する 20 項目の案件を議決して建議書を採択
し、大法院長に答申した。 
（３）提言と改革状況 
 委員会の建議書を受けて、97 年 12 月に、民事及び家事訴訟の事物管轄に関する規則と
小額事件審判規則が改訂され、98 年 1 月に、法官の事務分担及び事件配当に関する例規
                                                        
24 高等法院部総括判事になれなかった法官や、検察官が、退官して弁護士になった後、判決実務などに



















1999 年 5 月 7 日に大統領諮問機構として発足した。 
（２）概要 
委員 19 名（法官 2、検察官 2、弁護士 4、その他 11 名）で、幹事を法務部訟務課長が、
専門委員を 7 名（法曹三者各 1、法学者 2、市民 2）が務めた。全体会を計 32 回（毎週 1
回）、小委員会を 10 回、地方セミナーを 4 回行った。また、公聴会を 2 回行い、インタ
ーネットのホームページを通じて各界各層から 200 件ほどの様々な意見が寄せられた。 
（３）提言 













 現在、第 1 審裁判は単独制が原則であり、実際には大半の事件が一人の判事により処理され
ていて、合議部運営の改善問題は、将来法曹一元化すると事前に解決される。現段階において
                                                        
26 司法改革推進委員会『司法改革総合報告書（要約本）』（1999 年 12 月）（司法制度改革審議会に提出
された和訳（一般には未公表））、沈・前掲注（22）291-301 頁を参照した。 





























大法院は、21 世紀司法発展改革29の成果と現況を見直し、第 2 次計画を樹立する過程
において、法官人事制度に関する改善方案を整える一環として、法院の各界各層の外部者
を含む特別委員会を設置し、必要な事項に関して研究と検討を行うことを、2002 年 10 月
末頃に決定した。その後、大法院は、2003 年 3 月 27 日に改善委員会を設置した。 
                                                       
（２）概要 





策研究院が 1998 年 10 月に全国 7 大都市の弁護士 500 名を対象に施行した面接調査では、応答した弁護
士 489 名のうち、62.3％が事件ブローカーの雇用慣行を、53.6％が事件紹介の対価支払慣行を認めている。 
29 大法院が 2000 年 2 月に策定した、21 世紀の急変する社会環境に能動的に対処するための司法部発展の






































会長および学識と徳望を備えた 2 名を諮問委員として委託する。 





                                                        





























































































だが、変動周期は 10 年（研修院の同期の中で最初の法官任用者を基準）とする。 













○勤務評定において評定者は現行と同じ法院長 1 名とするが、評定者は評定するうえで意見 
を収集する対象者（首席部長、部長判事、支院長など）を評定表に明記したり、対象者か
ら意見書を受けて添付する等の方法で、単独評定の問題点を補完すること。 
○勤務評定結果を毎年公開する事は現実的に難しく、10 年に 1 回ずつ公開を要請する法 
官に限り、本人に 10 年間の勤務評定結果の要旨を公開する方案（例えば「10 年間で『卓
越』が 3 回、『平均以上』が 5 回、『平均』2 回」と公開する）が望ましい。 
＊希望する法官については、毎年の評定結果を公開するべきだという少数意見あり。 
○勤務評定結果を 10 年に 1 回ずつ公開する場合、不服申し出は実益がないので、認定しない。 
（４）実現状況 
改善委員会の提言を受けて、2003 年夏の大法官 1 名の任期満了に伴い、7 月に大法官提
請諮問委員会が設置された。この制度は、大法院長が欠員の 3 倍の数の候補者を委員会に
諮問し、委員会の答申を受けて候補者を絞り、大統領に適任者を提請する仕組みであった。













委員会は 21 名構成で、出身別に、法院 3、法務部 2、弁護士会 3、法学者 2、行政部 2、
市民団体 2、言論界 2、国会 1、憲法裁判所 1、経済界 1、労働界 1、女性界 1 名。専門委
員は 24 名で、出身別に、法院 5、法務部 5、弁護士会 5、教授・市民団体 7、教育部 1、
国防部 1 名であった。幹事は、全体委員会は大統領秘書官と法院行政処訟務局長で、第 1
分科委員会は司法政策研究審議官、第 2 分科委員会は検事が務めた。法官制度については、




制度の 5 つである。そのうち、法官制度に関する案件では、以下の細目が掲げられた。 
○大法院の機能と構成 










2004 年 9 月 20 日までに、本会議が 20 回と、第 1 および第 2 分科会が 10 回と 9 回ずつ
開催された。設置期限は、2004 年末の予定である。大法院の機能と構成、法曹一元化と
法官任用方式の改善に関する検討は、以下のように進行してきた。 
第 4 回（2003 年 12 月 22 日） 大法院の機能と構成、法曹一元化と法官任用方式 
第 6 回（2004 年 1 月 19 日） 大法院の機能と構成 
第 7 回（同年 2 月 2 日） 法曹一元化と法官任用方式 
小委員会第 1 回（同年 2 月 16 日） 大法官提請手続 
第 10 回（同年 3 月 29 日） 大法官提請手続 
小委員会第 2 回（同年 3 月 29 日） 大法院の機能と構成、法曹一元化と法官任用方式 
第 11 回（同年 4 月 19 日） 大法官提請手続 
小委員会第 3 回（同年 4 月 19 日） 大法院の機能と構成 
第 12 回（同年 5 月 3 日） 大法官提請手続、大法院の機能と構成 
第 13 回（同年 5 月 17 日） 大法官提請手続（内容を合意）、大法院の機能と構成 
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第 14 回（同年 6 月 7 日） 法曹一元化 
第 15 回（同年 6 月 21 日） 法曹一元化と法官任用方式 
第 16 回（同年 7 月 5 日） 法曹一元化と法官任用方式（建議案議決） 
（５）提言 
同年 8 月現在、司法改革委員会は、最終的なとりまとめにいたっていないが、法官制度






































































法官の人数は、2003 年末現在 1,743 名（予備判事 223 名を除く）で、国民の人口と事件
数に比べて必ずしも多くない。人員の少なさには、司法試験合格者数の制限に加えて、中




















会は、2004 年 6 月に、諮問の対象に大法院長の自薦者に加えて国民からの他薦者を広く
加え、外部委員を増やすことなどを求める改正案を建議した。同年 8 月 17 日に退任する
大法官の後任者選考で、大法官提請諮問委員会は、改訂された委員会内規により法院内外
から推薦を受けた候補者を幅広く検討して 4 名の候補者を適格とし、そのなかから大法院
長が金英蘭・大田高裁部長判事を 7 月 23 日に任命提請した。その後、大統領は、国会の










れ、2004 年 3 月 1 日の定期連任対象者に対して、実質的な連任審査がなされた結果、判
                                                        
31 大法院への上告制限として、1980 年に民事訴訟事件の上告許可制が導入されたが、1990 年に廃止され、
その後、発展委員会の提言を受けて、審理不続行制が 1994 年に法定、施行されている。金庠均「韓国の




請－」（2004 年 7 月 23 日））。 
33 法官任命制度改革その他の最近の動向につき、石鎬哲（法院行政処人事管理室長）「新しい法官人事
制度」法律新聞 2004 年 3 月 15 日付 13 面を参照した。 











2004 年 2 月の定期人事で、本人の希望により 10 年間一定地域内のみで勤務できる地域
法官制が施行され、新規予備判事 16 名と新規判事 3 名が地域法官として選抜され、現職










施された36。すべての法官（大法官を除く）は、勤続年数により 1 号俸から 17 号俸に分
類され、昇給の間隔は、1～14 号俸は 1 年 7 または 9 ヶ月、14～16 号俸は 2 年、16～17 号





新たに就任した大法院長の方針の下で、弁護士任官が推進されてきた。2004 年 2 月の定
期人事でも、5 年以上の在野経歴を持つ弁護士 13 名が任用された（前掲表 4）。また、発
展委員会の提言を受けて 1999 年から予備判事制度が実施され、法官になる前に裁定を伴
わない見習経験を 2 年間求められるようになった。 





                                                        
35 法案は、2003 年 12 月 30 日の国会本会議通過後、2004 年 1 月 20 日に公布され、同年 1 月 1 日から遡及
適用された。 
36 現職法官も号俸一律制を支持し、大法院が 1999 年末に行ったアンケートでは、回答者の 81.9％が導入
に賛成したとされる（「大法院主要業務懸案報告」（2004 年 3 月 12 日））。 
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序列制度の廃止に代わって新たな人事管理基準が必要になり、大法院は、法官の意見
と改善委員会の建議を総合した結果、任官後 10 年までは従来通り任官成績を、10 年後は
勤務評定結果を、それぞれ人事管理基準にする。この新しい人事管理基準は、1994 年に
法定された勤務評定が 10 年分累積した後の 2005 年の定期人事から適用される予定である。 
（３）法官勤務評定制度の改革 
勤務評定は、新たな人事管理基準に用いられるよう改善され、大法院の改革案に従っ























                                                        




して 2004 年 12 月 4 日に「判事勤務成績評定結果要旨公開に関する例規」が新たに策定された。ところ
が、その後 （2005 年 12 月 6 日）、上記の公開に関する規則の但し書きは削除され、上記の例規は廃止
された。その理由として、「公開の実施後、判事らの間に評定公開に対する認識の変化などがあり、こ
ういうことを考えて、再び完全に非公開とすることとする」ことが示されている。 
38 大法院でのヒアリング（2004 年 3 月 23 日）による。法官人事委員会は、法院組織法に定められる常置



























日本の裁判官は、最高裁判所裁判官（最高裁判所長官 1 名、最高裁判所判事 14 名）と
下級裁判所裁判官（高等裁判所長官 8 名、判事、判事補、簡易裁判所判事）からなり、定
員は 2,385 名である（2004 年度、簡裁判事 806 名を除く）。ただ、国民の人口と裁判官の
数の比率は、独仏のほぼ 13 分の 1、5 分の 1 で、国際的に人員は必ずしも多くない。 
総事件数は 262 万 7,563 件である（2003 年）。裁判官 1 人あたりの事件負担は不明であ
るが、7 年ほど前の民事部の裁判官は、部の合議事件を 80 件ほどと単独事件を 250 件程
度持っており、月に 25 件ほどの新受事件を担当したとされる40。1 人あたりの手持ち事件
数が唯一公にされている東京地方裁判所本庁民事通常部では、1990 年当時は大体 190 件
程度で、最も多かった 1994 年には 280 件程度になったが、その後の増員により漸減し、
1999 年は 200 件程度41 42、2003 年は約 170 件になった 。ただ、東京地裁民事部には、集中
的に充員されてきている事情があり、東京、大阪地裁以外の裁判所の裁判官は、より多く
の事件を抱えていると想定される。 
                                                        
39 佐藤岩夫「小森田秋夫編『市場経済化の法社会学』を読んで」社会体制と法 2 号（2001）73-75 頁を参
考にした。 
40 衆議院法務委員会（1997 年 3 月 18 日）の最高裁事務総局総務局長の答弁による。 
41 司法制度改革審議会第 11 回（2000 年 1 月 28 日）の竹下委員代理の説明による。 
42 衆議院法務委員会（2003 年 5 月 7 日）の最高裁事務総局総務局長の答弁による。 
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韓国では、前述した通り、法官 1,743 名（2003 年末の実人員）、総事件数 154 万 5,934







 また、10 年間の判事補制度が存在する点は韓国と異なる。ただ、5 年目以降は特例判事
補として判事と同等の権限が与えられる。韓国では、法官経歴 7 年目まで単独で裁判でき




される45。最高裁調査官は、2002 年 1 月 1 日現在、首席調査官 1、上席調査官 3、調査官
28、調査官室付 2 名がいるが46、韓国と異なり、各最高裁裁判官につくわけではない。 














                                                        
43 10 年ほど前の比較研究は、現代の韓国人について、日本人よりも訴訟好きだが調停を好まない傾向や
法意識の特徴を指摘する（高翔龍『現代韓国法入門』（信山社、1998）28-51 頁）。 
44 洪・前掲注（10）5-6 頁は、韓国 2001 年、日本 1997 年当時のデータにより、1997 年法官一人あたりの
国民数は、韓国 2 万 8,461 名、日本 5 万 6,790 名、法官一人あたりの民事事件数は、韓国 586 件、日本
166 件で、韓国は日本の 3.5 倍であると記載する（日本の基礎データは不明）。 
45 兼子一＝竹下守夫『裁判法[第 4 版]』（有斐閣、1999）282 頁。 
46 『司法大観 裁判所の部 平成十四年版』（法曹会、2002）5-13 頁による。 
47 判事補採用内定者の人数は最高裁記者発表による。2001 年度の司法試験合格者の平均年齢は 27.42 歳
であり、その後司法修習を経た 2 年後の数字を比べると、2003 年度の判事補任官者の平均年齢は合格者
一般よりも 3 歳ほど若いことが分かる。 
48 ただし、法官任官許容年齢の一応の基準は満 40 歳で、38、39 歳程度の希望者に対しては、審査がより
厳格になるとされる。 
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また、報酬段階は、判事補で 12 段階、判事で 9 段階、高裁長官で 2 段階（東京高裁とそ
れ以外の高裁）に分かれ51、任官後 20 年目頃に判事 4 号になるまでほぼ一律に昇給する
が、判事 3 号以上に上がるペースは判事によりまちまちになっている。人事評価は運用で
なされ、その存在は公に語られてこなかった。なお、号俸の順序は、韓国と逆である（例






                                                        
49 1994 年から 2003 年までの弁護士任官者数は、韓国 99 名、日本 46 名で、2 倍近くの開きがある。 
50 大韓弁護士協会でのヒアリング（2004 年 3 月 24 日）による。弁護士の競争激化は、司法試験合格者数
の増加によるが、ヒアリングによると、経済問題は、法官の中途退職者数にも影響をおよぼしていると
される。つまり、従来、弁護士と法官・検察官の所得に 2～3 倍の開きがあり、判事や検事は、40～50 歳
頃になると、子供が大学に進学する時期にあたり、お金の必要から退官して弁護士になる例が多かった
が、このところ弁護士間の競争が厳しく、中途退官して弁護士になる者は減ってきているという。 





























化の流れを受けて、1990 年代にスタートした。法官制度についても、90 年代の 3 度の改
革と 2000 年以降の大法院の内部改革などにより、法曹非理への批判を受けてではあるが、
大統領と大法院主導で改革が進んできた。法官制度改革も、90 年代から提起されてきた





                                                        
53 初任時に東京地裁に配属される判事補は、2 回試験を優秀な成績で修了した若者が多いとされ、いわゆ
るエリートコースをたどる傾向が見られる。司法修習生から判事補への任命時に、修習成績は資質・能
力の一つの表れとして重要な要素とされる（第 8 回下級裁判所裁判官指名諮問委員会（2004 年 3 月 29
日）議事概要の説明者（最高裁人事局）発言）。弁護士任官でも、弁護士経験 10 年未満の場合は修習時
の成績が重視されている（第 7 回下級裁判所裁判官指名諮問委員会（2004 年 2 月 9 日）議事概要）。 
















 日本では、2000 年の改革審で、最高裁が、今後 10 年間で 500 名に加えて事件数の増加
に応じた増員を行うことを提言し、この数年、定員を各年 50 名前後増加してきており、


















続に人事聴聞が取り入れられ、大法官提請諮問委員会が 2003 年に設置されている。 
下級裁判所裁判官については、改革審の提言にもとづいて 2003 年に最高裁判所規則で
下級裁判所裁判官指名諮問委員会が設置された（委員 11 名中外部委員 6 名）55。2003 年
6 月から年末までの活動で、新任 8 名、弁護士任官者希望者 4 名と、判事補からの判事任
官および判事の再任希望者 6 名が不適格とされた。韓国では、判事の選考において、2003
年末から法官任用審査委員会に外部委員が登用されている（9 名中外部委員 4 名）。この
下級審裁判官の任命制度改革の中身と、諮問機関が不適格者を出す厳しい審査を行う点は、





































                                                        
56 第二部第四章を参照のこと。 
57 中村元弥「『天窓は開かれたか』－裁判所運営改革の到達点と課題」自由と正義 55 巻 5 号（2004）を
参照のこと。 
58 しかし、弁護士が務める家事および民事調停官の身分は、憲法上の裁判官ではなく、非常勤裁判所職
員である。制度の詳細は、小川達雄「非常勤裁判官制度の創設」自由と正義 54 巻 8 号（2003）を参照の
こと。 
59 田中亜紀子「明治前期司法官資料に関する一考察（1）（2）－『明治期官員録・職員録』1871～1886










































背景につき、尹龍澤「韓国の司法改革の特色と内容」法学セミナー599 号（2004）54-55 頁。 




































                                                        
63 参与連帯の国会人事聴聞に関連する活動の記述は、参与連帯でのヒアリング（2004 年 3 月 24 日）によ
る。車炳直「韓国の人事聴聞会と参与連帯の役割」法と民主主義 354 号（2000）も参照のこと。 
64 朝鮮日報 web 版 2001 年 10 月 16 日。 
65 尹大奎・前掲注（4）「韓国の司法改革」10-11 頁。 
66 朝鮮日報 web 版 2003 年 1 月 20 日は、タブー視されてきた大法官任命問題にも、積極的に意見を提示
する若い法官が増えていると報じる。同記事によると、司法改革を主張する判事のほとんどは、30 代後
半から 40 代半ばの判事経歴 9～19 年の者で、平判事から地方法院部長判事まで幅広いという。2003 年の








































68  裁判官の独立の状況は、中国につき、鈴木賢「中国の法曹制度」広渡編・前掲注（4）355-362 頁、宇
田川幸則「中国における司法制度改革－裁判官制度改革と『裁判官の独立』を中心に－」社会体制と法
2 号（2001）、台湾につき、呂太郎（林素鳳訳）「台湾における司法権の独立と司法行政」月刊司法改


















































（名古屋大学法政国際教育協力研究センター、2004 年 6 月 26 日）報告レジュメ 24-27 頁））） 
72 実際に、日弁連は、刑事取調過程の可視化と弁護人の立会い状況につき、日本よりも改革が進んでい
る台湾と韓国を 2004 年に現地視察し、両国の研究者および法律実務家を招聘して日本でシンポジウム




年度 任用 退職 年末現員 人員増加 
1990 84 40 1,044  44 
1991 89 70 1,063  19 
1992 80 36 1,107  44 
1993 75 53 1,129  22 
1994 97 41 1,185  56 
1995 97 51 1,231  46 
1996 122 41 1,312  81 
1997 141 65 1,388  76 
1998 62 80 1,370  -18* 
1999 84 97 1,357 -13* 
2000 161 95 1,423 66 
2001 149 71 1,503 80 
2002 174 56 1,621 118 













1990 1,044  100% 525,735  100% 171,756  353,979  100% 
1991 1,063  102% 569,086  108% 191,792  377,294  107% 
1992 1,107  106% 627,247  119% 213,954  413,293  117% 
1993 1,129  108% 683,816  130% 239,173  444,643  126% 
1994 1,185  114% 701,970  134% 289,501  412,469  117% 
1995 1,231  118% 783,021  149% 329,176  453,845  128% 
1996 1,312  126% 868,269  165% 366,290  501,979  142% 
1997 1,388  133% 964,019  183% 418,599  545,420  154% 
1998 1,370  131% 1,293,842  246% 696,786  597,056  169% 
1999 1,357  130% 1,212,865  231% 628,685  584,180  165% 
2000 1,423  136% 1,093,704  208% 525,728  567,976  160% 
2001 1,503 144% 1,222,078 232% 632,547 589,531 167% 
2002 1,621 155% 1,405,956 267% 795,423 610,533 173% 




区分 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 計 
地方法院判事 22 17 24 46 45 38 40 24 19 275 
高等法院判事 6 6 9 5 6 3 3 2 2 42 
裁判研究官 1 0 1 2 1 1 1 1 1 9 
地方法院部長 19 12 25 23 29 31 21 22 19 201 
高等法院部長 0 4 2 1 4 3 3 3 3 23 
法院長以上 3 2 4 3 12 19 3 4 5 55 




区分 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01 02 03 04 計 
一般判事 1 1  2 4 2 2 1 16 9 20 15  1 12 86 











以前の制度 勤続期間（年） 単一号俸制 
報酬
（2003） 




3,784,000 高等法院長  31 17 3,784,000 4,048,900 
25 16 3,700,000 3,959,000 




21 14 3,400,000 3,604,000 
2,971,800 加 3 20.3 19.3 13 2,971,800 3,135,200 
2,879,800 加 2 18.3 17.6 12 2,840,300 2,996,500 
2,787,800 加 1 16.3 15.9 11 2,761,500 2,913,400 
2,695,800 1 14.3 14 10 2,669,500 2,816,300 
2,511,800 2 12.3 12.3 9 2,511,800 2,649,900 
2,330,500 3 10.6 8 2,330,500 2,458,700 
2,174,100 4 8.9 7 2,174,100 2,293,700 
2,027,500 5 7 6 2,027,500 2,139,000 
1,886,200 6 5.3 5 1,886,200 1,989,900 
1,744,200 7 3.6 4 1,744,200 1,840,100 
1,606,900 8 1.9 3 1,606,900 1,695,300 
1,470,400 9 0 2 1,470,400 1,551,300 




































11 の検討会を中心に進められ、2004 年末までに 24 本の法律が制定された。最高裁判所でも、裁判所に関
する改革事項が、規則制定諮問委員会を経て規則化された。司法制度改革審議会の関連資料はジュリスト




2 裁判官制度改革の概要は、第一部と注記欄の文献を参照のこと。近時の論考では、Daniel F. Foote, Recent 







6 神坂直樹「被告 最高裁判所」庭山英雄編『被告 最高裁』（技術と人間、1995）、井上薫「我、『裁判
























月 6 日に憲法改正草案要綱が公表され、6 月 20 日の帝国憲法改正案として国会に提出され
た後、11 月 3 日の日本国憲法制定にいたった。 




席について少なくとも 2 名の氏名を挙げ、任期 10 年で再任を妨げず、70 歳に達した後は
その地位に留まりえぬものとする妥協案が成立した9。最高裁判所裁判官は、内閣により任
命され、70 歳の定年までは非行のない限りその地位に留まりうるものとされた。任命後初










によって逐条分析され、その骨格や多くの規定は日本国憲法として実現したと見る（同 714 頁）。 


















一次裁判所法案（1946 年 8 月 22 日）では、最高裁判所に判事を 15 人おき、うち少なくと
も 10 人は法曹有資格者から任命しなければならない旨が規定された（2 編 3 条）15。その
後、総司令部との第 3 次会談（1946 年 12 月 2 日）で、オプラーから、最高裁判所の事件






った17。第 6 次会談（1947 年 1 月 7 日）では、ブレークモアからも一律に法律の専門家に
してはどうかという例示がなされ、日本側はその意見を承認し18、最高裁裁判官 15 人全員
を資格任用とする案も準備されたが、結局、第 7 次会談（1947 年 1 月 13 日）で、やはり
15 人のうち 10 人と 5 人を区別し、後者を識見の高い法律の素養のある人で年齢 40 歳以上
の者から任命する案が、司法省の内藤頼博から述べられた19。 
下級裁判所裁判官の指名者数については、第 9 次会談（1947 年 2 月 22 日）で議論され
                                                        
10 高柳ほか編・同上 188-189 頁。 
11 同上『Ⅱ』239-240 頁。 
12 内藤・前掲注(7)『第 1 分冊』（1959）216 頁。 
13 高柳ほか編・前掲注(7)『Ⅱ』241 頁は、倍数推薦の脱落につき、総司令部側で法律で制定すれば足り
るとしたものではないかと推測する。憲法調査会「憲法制定の経過に関する小委員会第二十七回議事録」
（1959）39 頁は、政府の 3 月 2 日案にあった倍数推薦規定は、徹夜の会議後、総司令部で整理した英文
でいつの間にかとれていたとする。 
14 裁判所法制定過程に関して、内藤・前掲注(7)『第 2、3 分冊』所収資料のほか、大石眞「裁判所法成立
過程の再検討－憲法上の論点を中心として－」佐藤幸治＝清永敬次編『憲法裁判と行政訴訟』（有斐閣、
1999）が整理する。 
15 内藤・前掲注(7)『第 3 分冊』149-150 頁。 
16 内藤・前掲注(7)『第 2 分冊』533-534 頁。 
17 同上 561 頁。 
18 同上。 









れることになり、3 月 3 日から 15 日までほぼ連日、計 10 回にわたり会議が開催された21。 
第 1 回の会議（同月 3 日）では、総司令部側から、以下のABCの 3 ヶ条を挿入する提案
がなされている22。 
 




第 B 条 最高裁判所の裁判官の任命は、他の法律で定める手続により、一般選挙 popular election
による審査に付される。 
















 第 2 回の会議（翌 4 日）では、司法省より、内閣が最高裁判所長官指名または最高裁判
所判事の任命を行うには、裁判官任命諮問委員会に諮らなければならず（42 条 3 項）、最
高裁判所が下級裁判所裁判官を指名するときは、任命される裁判官の少くとも二倍の員数
                                                        
20 同上 595-596 頁。 
21 同上 614-619 頁。 
22 内藤・前掲注(7)『第 3 分冊』421 頁。 
23 同上『第 2 分冊』624-627 頁。 
24 同上 631-632 頁。 
 254
の者を指名しなければならないとする条文案が示された（42 条の 2 の 2 項）25。前者の最

































                                                        
25 同上『第 3 分冊』426 頁。 
26 同上『第 2 分冊』635 頁。 
27 同上 636 頁。 
28 同上 639-641 頁。 
29 同上『第 3 分冊』159 頁。 
30 同上『第 2 分冊』642 頁。 
31 同上 642-643 頁。 
32 同上 650 頁。 
 255
年は、司法省案を受けて、最高裁判所裁判官は 70 歳、下級裁判所裁判官は 65 歳となった。 
 司法省は、内閣法制局や司法大臣に働きかけて、裁判所法に内閣の拒否権を明記するこ
とは適当でないとし、その旨を司法省が公式に表明することで了解をとった。そして、第















所法 5 条 1、2 項）。以下で、官職別の選任制度を確認する。 
（１）最高裁判所裁判官 
現行制度では、最高裁判所長官は内閣の指名にもとづいて天皇に任命され（憲法 6 条 2
項、裁判所法 39 条 1 項）、最高裁判所判事は内閣に任命され、それぞれ天皇に認証される
（憲法 79 条 1 項、裁判所法 39 条 2、3 項）。最高裁判所裁判官の任命は、その任命後初め
て行われる衆議院議員総選挙の際国民の審査に付され、その後 10 年経過するごとに初めて
行われる衆議院議員総選挙の際にさらに審査に付され、投票者の多数が裁判官の罷免を可
とするときは罷免される（憲法 79 条 1、2 項）。定年は 70 歳である（裁判所法 50 条）。 
第二次大戦直後は、先に見たように、裁判所法 39 条 4 項で裁判官任命諮問委員会が設
置され、内閣が最高裁判所長官指名または最高裁判所判事の任命を行うには裁判官任命諮
問委員会に諮らなければならなかった。憲法および裁判所法施行前に、裁判官任命諮問委





同委員会の委員自身から 6 名（前委員会委員を含めると 9 名）が最高裁判事に就任する事
                                                        
33 同上 653-655 頁。 













きがある40。衆議院および参議院の憲法調査会報告書（ともに 2005 年 4 月）は、国民審査
制度の廃止と存続を両論併記したが、自民党では、憲法改正プロジェクトチームの論点整
理（2004 年 6 月 15 日）で国民審査制度の廃止と廃止後の適格性審査制度のさらなる検討
が、新憲法起草委員会の要綱第一次素案（2005 年 7 月 7 日）で国民審査制度の見直しが提






よって、内閣に任命される（憲法 80 条 1 項、裁判所法 40 条 1 項）。高等裁判所長官は、天
皇の認証を受ける（裁判所法 40 条 2 項）。任期は 10 年で、再任されることができる（憲法
80 条 1 項）。定年は、高等裁判所長官、判事、判事補は 65 歳、簡易裁判所判事は 70 歳で




所裁判官指名諮問委員会の審査にかからない（同規則 3 条 2 項 1 号）。 
下級裁判所裁判官指名諮問委員会は、司法制度改革論議のなかで、最高裁による指名過
程に国民の意思を反映させてその透明性を確保する観点から、司法制度改革審議会の議論
                                                        
35 内藤・同上『第 5 分冊』54 頁、山本祐司『最高裁物語（上巻）』（日本評論社、1994）53-73 頁。謀略
電報事件が影を落としたこともあり、委員会推薦の候補者 139 名のうち有力学者を中心に 48 名が辞退し
たとされる（山本 69 頁）。 
36 各議員提出法案の概要については、司法制度改革推進本部法曹制度検討会第 12 回（2002 年 11 月 12 日）
参考配布資料「過去に提出された最高裁判所裁判官任命諮問委員会設置法案の概略」を参照のこと。 
37 司法制度改革審議会『司法制度改革審議会意見書』（2001）99 頁。 
38 検討経過の概要は、齊藤友嘉＝植村稔＝小林徹『司法制度改革概説④裁判所法等改正一括法／弁護士
法』（商事法務、2005）203-206 頁、314-323 頁（法曹制度検討会議事整理メモ）。 
39 1980 年代初頭までの改革提案の概観については、小林武「最高裁判所裁判官国民審査制度の改革提案
の動向（1）（2）」南山法学 7 巻 1、2 号（1983）を参照のこと。 








実務法律家 5 名と学識経験者 6 名の 11 名構成で、委員の任命権は最高裁にある。指名諮問
委員会の庶務は最高裁判所事務総局総務局が、各高等裁判所管内に計 8 つ設置される地域
委員会の庶務は各高等裁判所事務局総務課が、それぞれ担当する。 




判所法 45 条）。選考委員会は、最高裁判所長官の委嘱する 9 名（裁判官 3、検察官 1、弁護
士 2、学識経験者 3 名）で構成され、事前に各地方裁判所に設置される簡易裁判所判事推
薦委員会（委員は、当該地裁所長、当該地裁判事 2 名、当該地裁所在地の家庭裁判所所長、

















41 最高裁判所「裁判官制度の改革について」（司法制度改革審議会第 48 回（2001 年 2 月 19 日）提出資
料）3-4 頁。 
42 指名諮問委員会の制度と運営状況は、第二部第三章のほか、中尾正信「下級裁判所裁判官指名諮問委




判官指名諮問委員会規則 3 条 2 項）。 
44 一般規則制定諮問委員会確認事項 2（2002 年 12 月 24 日）． 
45 内閣官房「最高裁裁判官の任命について」（司法制度改革推進本部顧問会議第 5 回（2002 年 7 月 5 日）
資料 4）による。 
46 矢口洪一『最高裁判所とともに』（有斐閣、1993）97 頁。 
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の最高裁判所判事任命時を基準として実施されてきた47。 








在 4 名）は、日弁連の最高裁判所裁判官推薦諮問委員会（委員は弁護士 15 名）の答申を受
けて推薦されるが、最高裁長官と内閣に対する拘束力はない。行政官出身者（現在 1 名）
は、1994 年以降、現在の厚生労働省出身の女性で、内閣法制局長官（現在 1 名）、法学者
（現在 1 名）のほか、以前は外交官枠（外務省条約局長経験者）があった。任命時の平均
年齢は高齢化が進行して 60 歳代半ばで、戦後 50 年間の平均在任期間は 6 年強である49。 
国民審査による罷免例はない。最高裁判所長官を含めて、2005 年の第 20 回国民審査ま
での対象者 148 名全員が信任されている（表 1）。不信任率の最も高かったのは 15.174％（第
9 回の下田武三判事）で、任命時の高齢傾向により、国民審査を 2 度受けた裁判官は 6 名



















査について」千葉商大論叢 34 巻 3 号（1996）、樋口陽一＝佐藤幸治＝中村睦男＝浦部法穂編『注解法律





















に、判事補から判事への任命と判事の再任にかかる不指名者は、1970 年度から 2002 年度
まで、宮本再任拒否を含めて 3 名にとどまる。ただし、上記のように、事前の非公式なア
ドバイスにより事前に任官申請を取り下げる例もあったものと推測される。 




寄せられた情報である。翌年の最高裁裁判官会議で、2 月と 3 月の 2 回にわたり議事に付
され、その間の任官申請取下げ者を除き、答申通りに決定される。2003 年度は、2004 年 3
月 3 日の最高裁裁判官会議による指名後、同月 12 日に指名名簿が内閣に送付され、発令希













審査結果は、2003 年度は、候補者 181 名中（ほか事前撤回者 1 名）、適 175 名、不適 6
名（うち事後撤回者 4 名）、2004 年度は、候補者 180 名中（ほか事前撤回者 2 名）、適 176
                                                        
52 最高裁事務総局人事局長の説明（一般規則制定諮問委員会第 3 回（2002 年 10 月 22 日）議事録）。 
53 最高裁事務総局人事局長の説明（一般規則制定諮問委員会第 4 回（2002 年 11 月 22 日）議事録）。 
54 最高裁判所・前掲注(41) 8 頁による。 
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名、不適 4 名（うち事後撤回者 3 名）、2005 年度は、候補者 194 名中（ほか事前撤回者 1
名）、適 190 名、不適 4 名（うち事後撤回者 3 名）、2006 年度は、候補者 194 名中、適 190
名、不適 4 名であった（表 2）。裁判官会議の不指名者は、2003 年度 2 名、2004、2005 年
度は各 1 名、2006 年度は 0 名であった（表 3）。 
（５）弁護士からの判事補、判事任命 
弁護士から判事または判事補への任官を希望する場合は、4 月期または 10 月期のいずれ
かを選択できる。例えば、4 月期の任官を希望する場合は、前年の 4 月頃までに所属弁護
士会に対する推薦の申し込みを行い、当該弁護士会を管轄する弁護士任官適格者選考協議
会（各高裁管内と東京 3 つの計 11、名称は様々）の面接を含む審査と推薦を受ける（最高
裁と日弁連の任官協議取りまとめの任官推薦基準を受けて55、各選考協議会で選考基準が


















議、答申が行われる。4 月期採用者の場合は、前年の 11 月中旬に地域委員会から情報収集
結果の報告を受けて、12 月上旬の委員会で審議、答申する進行が基本である。10 月期は、
5 月中旬に地域委員会から報告を受けて、6 月上旬の委員会で審議、答申がなされる。 
弁護士からの任官候補者に対する指名諮問委員会の各年度の審査結果は、2003 年度は、
適 7 名、不適 4 名、2004 年度は、適 2 名、不適 2 名、2005 年度は、適 9 名、不適 1 名、留
保 2 名（事後撤回）、2006 年度は、適 3 名、不適 2 名であった（表 2）。 
（６）司法修習生からの判事補任命 
10 月期の任官を希望する司法修習生は、同年 7 月上旬に新任判事補志望者カードを最高
裁に提出する。ただし、任官申請前に司法研修所裁判教官の進路指導があることは知られ
ている56。その後、いわゆる二回試験が実施され（2004 年は 9 月 8 日から 22 日まで）、最
                                                        
55 日本弁護士連合会編『弁護士任官のすすめ－多元的裁判官制度へ』（日本評論社、2003）194-196 頁。 
56 法曹三者のリクルートにつき、ネット 46 編『裁判官になれない理由』（青木書店、1995）94-97 頁、
具体例につき、神坂・前掲注(6)。 
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高裁事務総局局長による採用面接が行われる（2004 年は同月 28 日及び 29 日）。面接の時
間は、平均すると 10 分くらいだが、長い場合は 30 分くらいかかることもあるという57。
不指名者は、1970 年度から 2002 年度までに計 59 名を数える（表 3）。 
 下級裁判所裁判官指名諮問委員会では、司法修習修了者の集中（10 月期）により、審査
対象者が多く、ポストに対応しない任用（判事補の区分のみ）のため、一斉に審査される。








後の 10 月上旬、作業部会が開かれ、指名諮問委員会で審議、答申される。 
最高裁では、指名諮問委員会の決定から 1、2 日後に会議が開催され、指名諮問委員会
の答申通りに指名されてきた。例えば 2003 年度は、10 月 7 日に最高裁裁判官会議で指名
され、指名名簿が同日内閣に送付され、指名通り発令希望日（16 日）に任命されている。 
2003 年度は、候補者 109 名中（ほか事前撤回者 2 名（推測））、適 101 名、不適 8 名、2004
年度は、候補者 115 名中（ほか事前撤回者 3 名）、適 108 名、不適 7 名、2005 年度は、候
補者 133 名中（ほか事前撤回者 8 名）、適 124 名、不適 9 名、2006 年度は、候補者 123 名









され、選考委員会で筆記試験による 1 次選考と口述試験による 2 次選考がなされる。2003
年の合格率は 31.2％であった60。 
選考委員会は年に 1 度開催され、年間の対象候補者数は、新任で 50 名程度、再任で 30、
40 名程度である61。筆記試験は法律科目で 3 月頃、口述試験は法律問題、一般的な身上、
                                                        
57 指名諮問委員会第 10 回の庶務（最高裁事務総局総務局長、審議会、総務局第一課長）発言による。 
58 指名諮問委員会第 8 回の最高裁事務総局人事局説明者（最高裁事務総局人事局長、人事局任用課長）
発言による。 
59 法曹制度検討会 25 回会合（2004 年 7 月 1 日）の最高裁判所総務局第一課長によるプレゼンテーション
による。 
60 法曹制度検討会 25 回会合最高裁配布資料 6「簡易裁判所判事の現在員数」による。 








簡易裁判所判事の前歴別構成は、臨時司法制度調査会資料によれば65、1964 年 7 月 1 日
時点で、法曹有資格者が約 44％（判事 54 人、判事補 156 人、検事 18 人、弁護士 79 人の
計 307 人）であった。同年 4 月 1 日時点の選考任命の簡易裁判所判事の前歴別構成は、裁
判所書記官 198 人、家庭裁判所調査官 9 人、裁判所事務官 94 人、弁護士 3 人、行政官 58
人、民間人 5 人の計 377 人で、大部分が裁判所職員出身者で占められていた。裁判所法で
選考任命が規定された意図は、実行に移されたのであった。 



















62 司法制度改革審議会第 29 回（2000 年 9 月 1 日）最高裁提出資料 2「簡易裁判所判事の選考方法」によ
る。 
63 最高裁事務総局人事局長の説明による（一般規則制定諮問委員会第 3 回（2002 年 10 月 22 日）議事録）。
同説明によれば、2002 年の選考で、口頭試問受験者 63 名中、50 名が合格、13 名が不合格となった。 
64 最高裁事務総局人事局長の説明による（一般規則制定諮問委員会第 3 回議事録）。 
65 臨時司法制度調査会意見書（1964）65 頁。 
66 日本弁護士連合会編『簡易裁判所－庶民の裁判所をめざして』（日本評論社、1976）122 頁。 
67 市川正人＝酒巻匡＝山本和彦『現代の裁判（第 4 版）』（有斐閣、2005）136-137 頁。 
68 内閣官房・前掲注(45)による。 
69 法曹制度検討会第 12 回（2002 年 11 月 12 日）日弁連提出資料による（2001 年 7 月 16 日付の基準）。 





































般規則制定諮問委員会第 4 回議事録）。 






































ケースで行う方針を決めているが、第 27 回（2007 年 2 月 9 日）まで 1 度も実施されてい
                                                                                                                                                                  
要な要素であり、司法研修所の教官の報告等を踏まえて、この委員会で総体的に判断していただくという
手法にならざるを得ない。一つの要素だけを取り出して、あるレベル以上であることを要求するというや
り方は、採用する側としてはやりにくい」と述べる（指名諮問委員会第 8 回議事要旨）。 
75 指名諮問委員会第 8 回議事要旨による。 
76 井上薫元判事は、指名諮問委員会第 19 回（2005 年 12 月 9 日）で不適と答申されたが（翌年 3 月の裁
判官会議前に自主退官）、判決主文と関係のない部分は蛇足であるとする持論にもとづいた判決文の短さ
が裁判所内外から指摘されていたとされる（朝日新聞 2005 年 12 月 10 日朝刊記事）。ただし、その他に
も、争点に即して判断されていないなど判決文が当事者に結論を示すという要請を満たしていない、当事
者の言い分に耳を傾けないといった不満が弁護士から多数寄せられていたとも報じられた（読売新聞





と述べている（指名諮問委員会第 8 回議事要旨）。 



































                                                        
79 指名諮問委員会第 22 回（2006 年 7 月 7 日）で、2006 年 10 月期の弁護士任官候補者 1 名について、適
否の判断が留保され、次回の委員会（同年 9 月 6 日）で面接を行った上指名の適否の判断を行うことにな
ったが、その後の本人の任官希望取下げにより、面接は実施されなかった。 
80 指名諮問委員会第 12 回の庶務報告による。 




て－」比較憲法学研究 6 号（1994）、福井康佐「国民審査の機能分析」学習院大学大学院法学研究科法学論集 4 号
（1996）、重村博美「アメリカにおける裁判官の選任方法－裁判官指名委員会を中心にして－」近畿大学法学 48
巻 2 号（2000）、岩田太「合衆国における法曹一元制度の一考察－裁判官選任過程研究から見えてくるもの－」上
智法学論集 48 巻 1 号（2004）がある。 
























14 州、知事の任命が 3 州、議会の任命が 2 州、メリットセレクションが 16 州（コロンビ
ア特別区を含む）で採用されるほか、選任方法が審級により混在する州が 9 つある86。 
典型的なメリットセレクションでは、州により詳細は異なるが、裁判官の初任時に、数
名ずつの弁護士と市民で構成される裁判官指名委員会（州により名称は異なる）で指名さ








                                                        
84 See Harold J. Laski, The Technique of Judicial Appointment, 24 MICH. L. REV. (1926) p. 529. 
85 ミズーリ州のメリットセレクションの実情につき、Richard A. Watson & Rondal G. Dowing, The Politics 
of the Bench and the Bar: Judicial Selection under the Missouri Nonpartisan Court Plan (Wiley, 1969). 
86 See American Judicature Society, Judicial Selection in the States: Appellate and General Jurisdiction Courts 
(2008). 
87 See Charles H. Sheldon & Linda S. Maule, Choosing Justice: The Recruitment of State and Federal Judges 













テネシー州では最初の投票が任命後の通常選挙時（2 年に 1 度）、ユタ州では最初の投票が






の指名する 4 名から 6 名のなかから、州知事により任命される。家庭裁判所と地域裁判所
の裁判官は、任期 6 年で、裁判官選任委員会の指名する 6 名以上のなかから、最高裁長官
により任命される。任命には上院の承認を要する。すべてのフルタイム裁判官の再任は、
裁判官選任委員会の審査のみで決定される。すべての裁判官の定年は 70 歳である。 
裁判官選任委員会は、1978 年州憲法と裁判官選任委員会規則で規定され、委員は計 9 名
で、弁護士資格を持つ者は 4 名を超えないよう憲法で規定されており、過半数を市民委員
が占める。委員の任命権は分散されており、州知事が 2 名、上院議長が 2 名、下院議長が





もとに適格者が選考され、秘密投票の多数決（5 名以上）で 6 名程度の指名者が決まる。
また、最高裁判所の主催で、数年後ごとに一定回数以上出廷を重ねた弁護士に匿名の段階
式評価の協力を求めて、裁判官に対する外部評価が行われており、再任時の審査資料の一
                                                        
88 See Larry Aspin & William K. Hall, Thirty Years of Judicial Retention Elections: An Update, 37 SOC. SCI. J. 1 
(2000). 同論文によれば、1964 年から 1994 年までの 30 年間で、10 州の裁判官の信任投票対象者 3,912 名
のうち、罷免されたのは 50 名（約 1.3％）に過ぎず、うち 28 名は信任率を 60％に設定するイリノイ州の
裁判官であった（うち信任率が 50％に満たなかったのは 1 名のみ）。福井・前掲注(82) は、継続審査（信
任投票、国民審査）は「有能な判事に、ほんの控えめな住民からの直接的な責任を負わせながら、長期の
任務を保障する」という制度趣旨を持ち、判事の落選はまれに見る事態であると指摘する（36 頁）。 
89 他の 2 州は、イリノイ州とベンシルヴァニア州である。 





ない。応募者数も、選考の秘密保持規定により明らかにされないが、1999 年 1 月から 2000
年 10 月までの期間に、528 名の応募者から、裁判官選任委員会が 97 名を指名し、最終的
に 17 名（うち男性 15 名、女性 2 名）が任命されたとされる。同期間を概算すると、ポス
ト 1 つにつき約 31 名が応募し、指名率は約 18.4％、任命率約 3.2％である。これまでの再




























                                                        
92 田中・前掲注(82) 421-454 頁、同「最高裁判所の裁判官の任命と国民審査」法学セミナー増刊『最高裁
判所』（日本評論社、1977）、同『憲法制定過程覚え書』（有斐閣、1979）159-164 頁。 
93『マイロ・Ｅ・ラウエル氏との会談のおもな内容』（憲法調査会事務局、1961）4-5 頁。 
94 同上 6 頁。メリットセレクションの影響は、Foote・前掲注(2) 130-131 頁でも肯定されている。 
95 最高裁判所事務総局『外国司法制度研究報告（米国）－アメリカ合衆国における弁護士の業務・ADR・
裁判官の選任－』（2000 年 3 月、白表紙資料）165-188 頁（メリットセレクションを採用するマサチュー
セッツ州、カリフォルニア州とコロンビア特別区の選任手続）のほか、同時期の判例タイムズ、判例時報
誌上で、留学中の裁判官によるアメリカの裁判官選任制度に関する報告が数多く掲載されている。 






































（professional judiciary）の 2 つに大きく分かれる。裁判官の選任のあり方も、官僚型また
はプロフェッショナル型で異なる傾向にある。官僚型裁判官制度では、裁判官の任用が、
                                                        
97 ハワイ州の裁判官選任、評価制度の詳細は、第三部第三章を参照のこと。 
98 See Carlo Guarnieri and Patrizia Pederzoli, The Power of Judges: A Comparative Study of Courts and 






































                                                        
99 第三部第一章、Kate Malleson and Peter H. Russell (eds.), Appointing Judges in an Age of Judicial Power: 




































3 つがある。第 1 説が通説とされ、1952 年 2 月 20 日の最高裁大法廷判例も同様である109。
日本の最高裁判所裁判官選任制度を、初任時の諮問委員会の審査と周期的な信任投票を基
                                                        
103 戦後に弾劾裁判を受けた裁判官 7 名のうち 5 名が罷免されている（うち 3 名は後に法曹資格を回復）。 






108 中尾正信「岐路に立つ裁判官指名諮問委員会制度」自由と正義 57 巻 10 号（2006）は、指名諮問委員
会の自立・主体性の不明確さを懸念する（68 頁）。 
109 樋口ほか編・前掲注(47) 63-65 頁（浦部執筆担当部分）。なお、1952 年大法廷判決は、11 名全員一致
の意見によるものであったが、裁判官任命諮問委員会を経て任命された 9 名（うち諮問委員会委員 3 名）
が含まれていた。彼らが任命諮問委員会と国民審査の関係をどのように認識していたのかは不明である。 
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本的要素とするメリットセレクションに類すると解せば、第 3 説が適当と考えられる。 
下級裁判所裁判官の任期・再任（判事補から判事への任命と、判事の再任）制度の理解
をめぐっては、学説が大きく 3 つに分かれ、10 年の任期経過とともに当然に退官するとす
る説、任期経過後の退官を当然としながらも特段の事由のない限り再任を原則とする説と、
任期の経過により当然に退官するものではなく憲法 78 条所定の免官・罷免事由に該当しな



























任制度は、最高裁判所裁判官は 20 世紀半ば、下級裁判所裁判官は 21 世紀初頭に、それぞ
れメリットセレクションを継受したものの、制度面で不完全な部分を伴い、それが制度の
運用によって助長され、現状の独特のあり方に変容したものであると再定位されうる。 
                                                        
110 同上 79-82 頁（浦部執筆担当部分）。竹田稔「裁判官再任請求権説の検証」本林徹＝石塚章夫＝大出
良知編『宮本康昭先生古稀記念論文集 市民の司法をめざして』（日本評論社、2006）は、主な憲法概説
書を参照したうえで、自身の提唱にかかる再任請求権説がいまだ憲法学説で有力であるとする。 












































                                                        






























                                                        
114 田中・前掲注(92)「最高裁判所の裁判官の任命と国民審査」87 頁。 
115 座談会「下級裁判所裁判官指名諮問委員会の三年間を振り返って」自由と正義 57 巻 10 号（2006）で
は、弁護士委員から、審議資料の最高裁偏在や地域委員会の形骸化などが問題視されている。 
116 オブライエン・前掲注(49) は、個別意見の減少傾向と特定の判事への集中を指摘する（88-92、232 頁）。
最高裁判事を 2006 年 10 月に退官した滝井繁男は、今後の最高裁に望むこととして、全員一致の判決が多
すぎるため議論の跡が見える判決にして欲しいこととを挙げるとともに、「最高裁判事をどういう基準で
選ぶのか、もうし少しクリアになるべきではないか。また、任命されてからの（外部の目から見た）評価
についても、学者や弁護士会にもっと試みてほしい」と述べる（朝日新聞 2007 年 1 月 24 日朝刊記事）。 
117 朝日新聞 2005 年 10 月 6 日朝刊記事による。 
118 読売新聞 2003 年 10 月 8 日朝刊記事による。 
119 宮本再任拒否の理由について、当時最高裁事務総局人事局長を務めた矢口洪一は、裁判所の派閥抗争
の表れで宮本氏個人の問題ではなかったと、後年に述懐している（朝日新聞 2006 年 9 月 4 日夕刊記事）。 
120 David M. O’Brien, The Politics of Judicial Selection and Appointments in Japan and Ten South and Southeast 































































































































































































































































































































回 年月日 対象人数 結果 
1 1949.01.23 14 全員信任 
2 1952.10.01 5 全員信任 
3 1955.02.27 1 全員信任 
4 1958.05.22 5 全員信任 
5 1960.11.20 8 全員信任 
6 1963.11.21 9 全員信任 
7 1967.01.29 7 全員信任 
8 1969.12.27 4 全員信任 
9 1972.12.10 7 全員信任 
10 1976.12.05 10 全員信任 
11 1979.10.07 8 全員信任 
12 1980.06.22 4 全員信任 
13 1983.12.18 6 全員信任 
14 1986.07.06 10 全員信任 
15 1990.02.18 8 全員信任 
16 1993.07.18 9 全員信任 
17 1996.10.20 9 全員信任 
18 2000.06.25 9 全員信任 
19 2003.11.09 9 全員信任 
20 2005.09.11 6 全員信任 














適 101名1     
不適 8名  
適 175名 
不適 6名 
適  7名 
不適 4名 




適  2名 
不適 2名4 
適  48名2 
不適 1名 




適  9名 
不適 1名 
適 13名 




適  3名 
不適 2名 
適 27名 
2007 適 118名 
不適 7名 
適 203名  
不適 4名 
















（表 3）裁判官新任・再任別不指名者数の推移（1970－2007 年度） 
 
年度 修習修了者数 新規任官者数 新任不指名者数 再任不指名者数 
1970 512 61 3 1 
1971 506 63 7 0 
1972 495 58 3 0 
1973 493 65 2 0 
1974 506 85 2 0 
1975 543 84 4 0 
1976 537 78 3 0 
1977 487 70 4 0 
1978 463 76 2 0 
1979 465 61 5 0 
1980 454 63 4 0 
1981 484 61 0 0 
1982 499 62 2 0 
1983 483 57 5 0 
1984 436 58 0 0 
1985 447 61 1 0 
1986 450 63 0 0 
1987 448 62 3 0 
1988 482 71 0 0 
1989 470 58 0 0 
1990 489 81 0 0 
1991 506 94 0 0 
1992 508 65 0 0 
1993 506 94 0 0 
1994 594 102 1 0 
1995 633 99 2 0 
1996 699 99 1 0 
1997 720 102 1 1 
1998 726 93 2 0 
1999 729 97 0 0 
2000 742 87 0 
     2000（秋） 788 82 0 
0 
 
2001 975 112 0 0 
2002 988 106 2 1 
2003 1005 101 8 2 
2004 1137 108 7 1 
2005 1158 124 9 1 
2006 1386 115 8 0 
   2007 1397 58 6 
































































































6 年ごと 委員会の審査 
 
（表 5）下級裁判所裁判官指名諮問委員会の開催状況と適否の意見（2003－2007 年度） 
 
回 開催日時 協議議題 指名適（○）否（×）の答申 
第 1 回 2003 年 6 月 9 日
13:30-15:40 
  






















作業部会 （日時不明）   
第 4 回 2003 年 9 月 8 日
10:00-12:45 
・2004 年 4 月期の再任（判
事任命）候補者について 







＊2004 年 4 月期再任（判事任
命）候補者のうち重点審議者
を決定 
作業部会 2003 年 10 月 3 日
17:30- 
  






109 名中1、100 名○、8 名×、
1 名留保 
作業部会 2003 年 11 月 25、
26 日 
  









撤回者 1 名）、175 名○、6 名
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・2004 年 4 月期の弁護士任官
候補者 11 名中 7 名○、4 名×
・弁護士任官候補者ではない




・2004 年 1 月出向から復帰す
る者 1 名に答申（適否不明）
3
第 7 回 2004 年 2 月 9 日
13:30-17:30 
・2004 年 10 月期の弁護士
任官候補者について 
・2004 年 4 月期の出向か
らの復帰予定者について 








・2004 年 4 月期の裁判官から
法務省等への出向からの復
帰候補者に答申（適否不明）
・2004 年 4 月期の検事からの
出向候補者に答申（判事補適
否不明） 













第 9 回 2004 年 6 月 18 日
14:00-18:05 
・2004 年 12 月の判事の再
任候補者について 
・2004 年 7 月及び 8 月期
の出向からの復帰候補者
について 
・2004 年 10 月期の弁護士
任官候補者について 
・2004 年 12 月の再任候補者
に答申（適否不明）4 
・2004 年 7 月および 8 月期の
法務省等の出向からの復帰
候補者に答申（適否不明） 
・2004 年 10 月期の弁護士任
官候補者に答申（適否不明）
5
作業部会 （日時不明）（事   
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前の開催予定は 9
月 6 日 13:15-） 
第 10 回 2004 年 9 月 9 日
13:15-17:05 


















作業部会 2004 年 10 月 1 日
14:00- 
  






名）、108 名○、7 名×、1 名
留保（後に志望撤回） 
第 12 回 2004 年 11 月 8 日
14:00-15:00 




・2004 年 11 月の司法制度改
革推進本部からの出向復帰
者に答申（適否不明） 
・2005 年 4 月期の判事補から
判事への任命候補者に答申
（適否不明） 
作業部会 2004 年 11 月 29 日   






・2005 年 4 月期の弁護士
任官候補者について 







・2005 年 4 月期の弁護士任官
候補者 1 名を判事補に○ 
・2004 年 12 月の出向からの
復帰候補者 1 名を判事に○ 
第 14 回 2004 年 12 月 17 日
13:30-13:50 
・2005 年 1 月の出向から
の復帰候補者について 
・2005 年 1 月の出向からの復
帰予定者 3 名を判事に○ 
第 15 回 2005 年 2 月 9 日
13:30-16:50 
・2005 年 4 月の出向から
の復帰候補者等について 




・2005 年 4 月の出向からの復
帰候補者 12 名を 10 名判事に
○、2 名判事補に○ 
・2005 年 4 月の検事からの出
向予定者 2 名を判事補に○ 
 284
・その他 
第 16 回 2005 年 6 月 10 日
13:30-17:05 





・2005 年 10 月期の弁護士
任官候補者について 




補者 1 名を判事に○ 
・2005 年 8 月及び 9 月の出向
からの復帰候補者 3 名を判事
補に○ 
・2005 年 10 月期の弁護士任
官候補者 4 名中、3 名○、1
名留保（後に任官希望を取り
下げ） 
第 17 回 2005 年 9 月 9 日
13:30-15:55 
・2005 年 10 月の、経験 3
年未満の弁護士からの任
官候補者について 











・2005 年 10 月の弁護士経験
3 年未満の任官候補者 2 名を
判事補に○ 
・2005 年 10 月の修習終了後
実務経験を有しない任官候
補者 1 名を判事補に○ 
・2005 年 9 月の出向からの復





作業部会 2005 年 9 月 29 日
13:30- 
  






名）、124 名○、9 名× 
作業部会 2005 年 12 月 6 日
13:15- 
  














・2006 年 4 月期の弁護士任官
候補者 6 名中、4 名○、1 名
×、1 名留保（後に任官申請
取り下げ） 
第 20 回 2006 年 2 月 6 日 ・2006 年 4 月の出向から ・2006 年 4 月の出向からの出
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15:00-17:00 の復帰候補者等について 




向復帰候補者 8 名中、2 名を
判事補に○、6 名を判事に○ 
・2006 年 4 月期の判事任命候
補者 4 名○ 
第 21 回 2006 年 6 月 16 日
16:00-16:40 
・2006 年 7 月の出向から
の復帰候補者について 
・その他 
・2006 年 7 月の出向からの復
帰候補者 1 名を判事に○ 




・2006 年 7 月及び 8 月期
の出向からの復帰候補者
について 
・2006 年 10 月の、修習終
了後 3 年未満の者からの
任官候補者について 
・2006 年 10 月期の弁護士
任官候補者について 
・2006 年下半期の判事の再任
候補者 1 名を判事に○ 




・2006 年 10 月期の弁護士任





月 6 日 13:30-） 
  
第 23 回 2006 年 9 月 6 日
13:30-15:40 







・2007 年 4 月期の弁護士
任官候補者について 
・その他 
・2006 年 10 月の、修習終了
後 3 年未満の判事補への任官





作業部会 2006 年 9 月 28 日
13:30- 
  




・2006 年 10 月期新任候補者
123名（ほか事前撤回者 11名）
中、115 名○、8 名× 














・2007 年 4 月期の弁護士
任官候補者について 
名○、4 名× 
・2007 年 4 月期の弁護士任官
候補者 3 名中、2 名○、1 名
× 
第 26 回 2006 年 12 月 25 日
16:15-16:35 
・2007 年 1 月の出向から
の復帰候補者について 
・2007 年 1 月の出向からの復
帰候補者 1 名を判事に○ 
 
第 27 回 2007 年 2 月 9 日
15:00-16:45 
・2007 年 10 月期の弁護士
任官候補者について 





・2007 年 4 月の出向からの復
帰候補者 19 名中、2 名を判事
補に○、17 名を判事に○（う
ち出向期間 3 年以下 2 名） 
・2007 年 4 月に検事より出向
予定の者 1 名を判事補に○ 




・2007 年 7 月及び 8 月の
出向からの復帰予定者に
ついて 




候補者 2 名中、1 名○、1 名
× 




・2006 年 10 月期弁護士任官
候補者 7 名中、4 名○、3 名
× 














・2008 年 4 月期の弁護士
任官候補者について 
・2007 年 10 月の出向から
の復帰候補者について 





・2007 年 10 月の裁判官出向
復帰候補者 2 名を判事に○ 
・2007 年 9 月期新任候補者
58 名（ほか事前撤回者 9 名）
中、52 名○、6 名× 
作業部会 2007 年 11 月 30 日   










・2008 年 4 月期の弁護士
任官候補者について 
名）、202 名○、3 名× 
・2008 年 4 月期弁護士任官候
補者 5 名中、2 名○、3 名× 
作業部会 2007 年 12 月 18 日
13:30- 
  
第 31 回 2007 年 12 月 21 日
13:30-14:05 
・2008 年 1 月の新任判事
補候補者について 
・2008 年 1 月期の新任候補者
67 名中、66 名○、1 名× 
第 32 回 2008 年 2 月 8 日
13:30-14:35 
・2008 年 10 月期の弁護士
任官候補者について 
・2008 年 4 月の出向から
の復帰候補者等について 
・2008 年 4 月の検事から
の出向候補者について 




・2008 年 4 月期出向からの復
帰候補者（出向 3 年以下）3
名を判事に○ 
・2008 年 4 月期検事からの出
向予定者 2 名を判事補に○ 
出所：下級裁判所裁判官指名諮問委員会議事概要（1－32 回） 
                                                        
1 諮問後の事前撤回者に関する記載はないが、明日の裁判所を考える懇談会第 15 回（2005 年 2 月 28 日）
で、最高裁は、2005 年 4 月期までに「司法修習生から判事補への任命」の類型で 230 名に諮問を行ったと
発言していることから（同回協議内容による）、指名諮問委員会第 11 回に諮問された 119 名を引くと、第 5
回に 111 名が諮問されており、109 名以外に 2 名の事前撤回者が存在したと推測される。 
2 留保 1 名の適否は議事概要で不明だが、日本弁護士連合会編『第 21 回司法シンポジウム基調報告書』
（2005）8 頁は、適に含めて 101 名としている。2003 年度の司法修習生からの判事補任官者は同じく 101
名で、同上懇談会の最高裁発言によれば、2005 年 4 月期までに 230 名中 15 名に指名不適当の答申がなさ
れており、その不適 15 名は第 5 回と 11 回の合計数のため、留保 1 名は適と判断されたものと推測される。 
3 2005 年 4 月期までの「その他」の類型の適否の総計は議事概要で不明だが、同上懇談会で、最高裁は、
49 名中 1 名が不適であったと発言しているところ、その不適 1 名は第 6 回に登場していることから、同時
期までの「その他」任官はすべて適であったと推測される。 
4「判事補から判事への任命又は判事の再任」類型について、同上懇談会で、最高裁は、2005 年 4 月期まで
に 364 名中 10 名が不適の答申を受けたと発言しているところ、その不適 10 名は第 6 回と 13 回の合計数の
ため、その他の 4 月期以外の任官はすべて適であったと推測される。 
5 日本弁護士連合会編・前掲注（2）『第 21 回司法シンポジウム基調報告書』44 頁は、2004 年 10 月任官候
補者 3 名中 2 名の不適格者が出たとしており、第 10 回に適が答申されている（人数の記載はないが後述の
通り 1 名と推測される）ことを考えると、第 9 回は不適 2 名であったと推測される。同上懇談会で、最高
裁は、2005 年 4 月期までに「弁護士から判事又は判事補への任命」の類型で 15 名中 6 名に指名不適当の
答申がされたと発言しているところ、その不適のうち 4 名は第 6 回に出されており、残りの不適 2 名が出
されうる回は唯一適否の記載のない第 9 回に限られる。先に記した第 10 回の適が 1 名と推測される根拠は、
2005 年 4 月期までの適 9 名のうち、第 6 回の 7 名と第 13 回の 1 名を引けば 1 名となり、残りの適が出さ





























                                                        
1 法学協会編『注解日本国憲法下巻』（有斐閣、1954）1198 頁。 
2 明日の裁判所を考える懇談会第 4 回（2002 年 7 月 22 日）での最高裁事務総局幹部の発言による。 
3 最高裁は、簡裁判事を除く下級裁判所裁判官については、任命すべき人数より 1 名多い人数の氏名を記
載し、任命を相当とする者に朱丸を付したうえで内閣に提出し（最高裁判所「裁判官制度の改革について」
（2001 年 2 月 19 日）8 頁）、それらの者が任命されるよう期してきた。「裁判官の任命手続の概略」（一般
規則制定諮問委員会第 2 回（2002 年 9 月 20 日）資料）によると、司法修習生からの判事補への任官で、
最高裁裁判官会議の指名決定と閣議は 10 月中旬に行われ（例えば 2002 年は 10 月 8 日に指名され同月 11
日の閣議を経て同月 16 日に発令された）、判事補から判事への任命・判事の再任では、任期終了・再任決
定の約 1 月前に指名され、弁護士任官は、4 月任官の場合、前年末の裁判官会議で内定される。ただし、
法科大学院の創設に伴い、2006 年度より、旧司法試験合格者の修習期間は 4 月からの 1 年 4 ヶ月に、法
科大学院修了者向けの新司法修習は 11 月からの 1 年に短縮されており、2007 年度以降、修習を経た旧司
法試験組の新規任官は 9 月に、新司法試験組は 1 月になっている。 
4 もちろん、簡易裁判所判事の選任方法の検討も重要だが、選考任命の出身別内訳を含む基礎資料の不足
もありとり上げない。指名過程の透明化と選考基準の明確化のほか、簡易裁判所の民事新受事件数の増加
傾向（1990 年代以降の 15 年ほどで約 4 倍（1990 年度は 96,635 件、2006 年度は 398,261 件（最高裁判所
編著『裁判所データブック 2007』（判例調査会、2007）36 頁による））と事物管轄上昇（2003 年度以降、









の結果を最高裁に意見として述べる機関の設置を 2001 年 6 月に提言した。それを受けて、
最高裁は、一般規則制定諮問委員会に、「下級裁判所裁判官の指名過程に関与する諮問機
関の設置に関する規則の制定について」諮問し、その答申（規則要綱と確認事項）を受け

















設置された 2003 年に、第 5 回（10 月 6 日）で、109 名の修習生からの判事補任官候補者の
うち 8 名が判事補に不適任であると答申され、翌日の最高裁裁判官会議でその通り決定さ
れ、記録上最多の新任拒否者が出た。修習生からの新任指名拒否数は、戦後、1969 年まで
に、判事補採用願を提出後に撤回せず不採用になった者が少なくとも 53 名8、1970 年から
2003 年度末までに 67 名を数える（2007 年度末までに 98 名）。最高裁事務総局人事局長は、
新制度の導入で、従来なら任官を断念する成績の修習生でも、あきらめずに希望を出した
可能性があるとする9。司法研修所の裁判教官の進路指導と称する事実上の選別の慣行は以
                                                        
5 指名諮問委員会の設置経過は、第二部第三章を参照のこと。 
6 最高裁判所・前掲注（3）4-5 頁。 
7 司法制度改革推進本部顧問会議第 5 回（2002 年 7 月 5 日）の内閣審議官の説明。 
8 濱田広道「任官拒否一般の経過と七年ぶりの意味」（東京弁護士会司法問題対策特別委員会夏季合宿資
料 5、1994 年）6 頁。 




 裁判官の再任で、指名諮問委員会第 6 回（12 月 2 日）は、181 名の再任候補者のうち 6
名の再任を拒否した。再任拒否数は、最高裁設置 10 年後の 1957 年から 1969 年までに 10







第 6 回会合では、弁護士から任官を希望していた候補者 11 名のうち 4 名と、再任官を希
望する元裁判官 1 名も不適格とされ、答申通り 12 月 10 日の最高裁裁判官会議で決定され
た。弁護士などからの任官選考手続も、答申内容の是非を措けば、透明化されることにな











                                                        
10 ネット 46 編『裁判官になれない理由 司法修習と任官拒否』（青木書店、1995）96-97 頁、司法の現実
に驚いた 53 期修習生の会編『司法修習生が見た裁判のウラ側 修習生もびっくり！司法の現場から』（現




11 1969 年 6 月 10 日の参議院法務委員会で、矢崎憲正（当時の最高裁事務総局人事局長）は、「…御自分
の御意思でなくて名簿に載らないというお方が平均して年に一名ぐらいはおありになるというような実
態でございます」と答弁している。憲法調査会第一委員会第 7 回会議（1959 年 3 月 12 日）で、鈴木忠一
（当時の最高裁事務総局人事局長）は、57 年 10 月から 58 年 3 月末までに不適格として再任されなかっ
た者は 4、5 名程度であるとする（同回議事録 16 頁）。66 年から 69 年までの再任拒否は、69 年の 2 名。
著名な再任拒否に、57 年の長尾判事と 69 年の長谷川判事の例がある。 
12 最高裁判所・前掲注（3）8 頁。 
13 なお、弁護士任官者は、全国に 11 設置されている弁護士会の適格者選考委員会の審査と推薦を事前に
受けたと考えられ、指名諮問委員会の判断との相違の原因が 1 つの論点になろう。 
14 最高裁判所事務総局「司法制度改革審議会からの質問に対する回答」（2000 年 10 月 30 日）8 頁。 
15 「指名諮問委員会において指名の適否について判断する基準について（検討用たたき台）」（下級裁判所
裁判官指名諮問委員会第 3 回（2003 年 7 月 14 日）資料、第四部で別紙として掲載）。 
16 2003 年秋の司法修習生（56 期）の判事補採用内定者は、採用時の年齢は 23 歳から 35 歳で、平均年齢
は 26.42 歳（最高裁の記者発表による）。なお、2001 年度司法試験の合格者平均年齢は 27.42 歳であるか









 4 つ目は、指名過程への裁判所外部の者の関与である。指名諮問委員会は、裁判官 2 名、
























                                                        
17 最高裁判所・前掲注（3）4-5 頁。なお、最高裁は、2003 年 3 月の再任不指名時に、本人から詳細な理
由説明を求められれば応じる意向であったが、希望が出されなかったため、「判事としてふさわしくない」
と告げたのみであったという。 









































                                                                                                                                                                  
判官の任命に関する規定の趣旨によりよく合するように思われる」とする。 
21 田中・同上 423 頁は、最高裁判所は任命諮問委員会的な役割を期待されていたのではないかと推測する。 
22 最高裁による下級裁判所裁判官の指名者数を、マッカーサー憲法草案（1946 年 2 月 13 日政府提出）は
少なくとも 1 つの欠員につき 2 人以上、日本国憲法（第 2 稿）（3 月 1 日）は少なくとも倍数としていた
が、憲法改正草案要綱（3 月 6 日発表）以降から明記されなくなった（内藤頼博『終戦後の司法制度改革
の経過（第 1 分冊）－一事務当局者の立場から－』（司法研究報告書第 8 輯第 10 号、1959）。また、最高
裁発足当時に定員の倍数の指名者名簿が作成・提出された例があるが、極めて当初の短い期間のみで、事
務的な折衝の結果、定員プラス一名の作成実務になったという（憲法調査会第一委員会第 7 回会議・前掲
注（11）における鈴木忠一の陳述（同回議事録 11 頁））。 
23 一般規則制定諮問委員会第 2 回の最高裁事務総局幹事の説明。 








































                                                        
25 See John Ferejohn, Independent Judges, Dependent Judiciary: Explaining Judicial Independence, 72 Southern 
California Law Review (1999), pp.365-367, Frances Kahn Zemans, The Accountable Judge: Guardian of Judicial 








































会）に対して欠員 1 つにつき適任者を複数（通常 3 名）指名する裁判官指名委員会が設置されており、2003
年現在、33 州とコロンビア特別区に確認される（See American Judicature Society, Judicial Merit Selection: 
Current Status (2008)）。ベルギー、オランダなどのヨーロッパ大陸国その他にも、裁判官選考機関が広く
設置されてきている（須網隆夫『グローバル社会の法律家論』（現代人文社、2002）222-263 頁）。 
27 2003 年 10 月 21 日毎日新聞朝刊記事は、指名諮問委員会の裁判官人事チェック機能について、同委員
に対する取材にもとづき疑義を呈する。 






















最高裁裁判官の出身分野（裁判官 6（民事 5、刑事 1）、弁護士 4、学識者 5（大学教授 1、
検察官 2、行政官 1、外交官 1）は、最高裁の使命、扱っている事件の内容などを総合的に
勘案した結果のものである。以上について、内定後官房長官記者会見で、可能な範囲で選
考過程、選考理由を明らかにするが、候補者を含め具体的な人選の過程は公表しない。 

















                                                        
30 毎日新聞社会部『検証・最高裁判所－法服の向こうで』（毎日新聞社、1991）263-282 頁など。 
31 内閣官房「最高裁裁判官の任命について」（司法制度改革推進本部顧問会議第 5 回（2002 年 7 月 5 日）
資料 4）による。 


















 日弁連には、1973 年 7 月 21 日理事会決議にかかる「最高裁判所裁判官推薦諮問委員会
設置要綱」（以下、設置要綱）にもとづいて、推薦諮問委員会が設置されている。1993 年
6 月 25 日理事会決議にかかる「日本弁護士連合会が推薦する最高裁判所裁判官候補者の選
考に関する運用基準」（以下、運用基準）に沿って、推薦手続がなされる。設置要綱もあ
わせて改正され、弁護士委員 15 名（会長、前会長、事務総長、東京 3 会、大阪弁護士会と
各弁護士連合会から推薦される各 1 名）で構成される。委員の任期は 1 年間である。2001
年 11 月 20 日に改正された運用基準は、民主的で公正な手続きを確保し、国民の負託に応
えられる最もふさわしい候補者を答申することができるように必要な事項を定めることを
目的としている（運用基準 1 条）。 
推薦手続の運営は33、日弁連が最高裁判所から候補者の推薦依頼を受けることに始まり、
日弁連は弁護士会に対し「推薦するにふさわしいと思慮する者」（運用基準 2 条 1 項）の
推薦依頼を行う。弁護士会は、選考にあたっては会員への周知に努めるとともに会員の総
意を直接または間接に反映できるような手続をもって行うものとされているが（運用基準
2 条 3 項）、実際は弁護士会ごとに周知方法や選考手続は異なる。弁護士会は、弁護士会
連合会を通じて日弁連に推薦を行い（運用基準 2 条 2 項）、日弁連会長は推薦を受けた候
補者のなかから候補者を諮問する（設置要綱 1 条）。推薦諮問委員会は、候補者に出席を
求めて質問し、選考のための審議を行い、無記名投票による議決により、最もふさわしい
候補者とその順位の内容を付して答申する（運用基準 6 条）。 





判所に対して候補者の推薦を行うが（1 名枠につき 4 名程度）、推薦を受けた者が推薦諮
                                                        
33 日本弁護士連合会裁判官制度改革・地域司法計画推進本部「最高裁判所裁判官選任制度のあり方に関








































                                                        
34 裁判官任命諮問委員会の活動経過は、D.J.ダネルスキー（早川武夫訳）「最高裁判所の生誕」法学セミ
ナー増刊『今日の最高裁判所－原点と現点』（日本評論社、1988）で描写される。 













































大体、官房長官、官房副長官ぐらいのところで考えているという（同 214-215 頁）。 
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39 司法制度改革審議会『司法制度改革審議会意見書』（2001）95 頁。 
40 日本弁護士連合会「最高裁判所裁判官任命諮問委員会の設置を求める意見書」（2003）、畑山暢「最高




内閣（任命選考）          －  
                         ↑指名名簿（欠員の 2 倍） 
                   最高裁裁判官会議（指名選考）                   －  
                         ↑任官の申込み     
                          任官希望者 
 
Ｂ 裁判所決定型（従来） 
                                                          内閣（指名名簿の追認）     －  
                        ↑指名名簿（欠員＋1 名、印あり） 
                  最高裁裁判官会議（指名名簿案の部分修正）    －  
      ↑指名名簿案                
    最高裁事務総局（審査）                  －  
                    ↑任官の申込み 
司法研修所教官 最高裁事務総局（指導と助言）          －  
                           ↑任官の意思の打診 
                      任官希望者 
 
Ｃ 裁判所・諮問機関決定型（指名諮問委員会設置後） 
                                                           内閣（指名名簿の追認）    －  
                   ↑指名名簿（欠員＋1 名、印あり） 
             最高裁裁判官会議（指名）            －  
    重点審議対象者選別資料    ↓諮問 ↑適否の意見   
所長・長官（人事評価の要約と所見）→   指名諮問委員会（審査）     －  
 研修所・教官（成績と報告書）       ↓依頼 ↑情報   
裁判官、検察官、弁護士など（情報・評価）→ 地域委員会（情報の集約）    
                 ↑任官の申込み 
 司法研修所教官     最高裁事務総局（指導と助言）        －  
                    ↑任官の意思の打診 






内閣（任命選考）            －  
                        ↑推薦（欠員の 2 倍） 
               裁判官任命諮問委員会（審査）             －
                          
Ｂ 内閣・最高裁長官決定型（従来） 
 
                                                          内閣（任命選考）        －  
内閣総理大臣（判断） 
内閣官房（選考）                                         －  
                        ↑意見（法曹三者枠の欠員の数倍） 
                         最高裁長官（選考）                                       －  
           最高裁判所事務総局 
                  ↓打診  ↑推薦（弁護士枠の欠員の 4 倍） 
日弁連会長（選考）               －  




                                                         
                                                          内閣（任命選考）        －  
内閣総理大臣（判断） 
内閣官房（選考）                 －  
                        ↑推薦（欠員の数倍） 
                          任命諮問機関（審査）        －  
                 ↓公募  ↑任官の申込み 














































































                                                        
1 ダニエル・H・フット（溜箭将之訳）『名もない顔もない司法－日本の裁判は変わるのか』（NTT 出版、
2007）223-227 頁。 
2 下級裁判所裁判官指名諮問委員会の第 8 回について議事録を含む一切の記録の情報開示請求を最高裁判
所に対して行ったが、ウェブサイトに掲載されている議事要旨および配布資料しか開示されなかった。 









































                                                                                                                                                                  
ュプリンガー・フェアラーク東京、2004）。 
6 フット・前掲注(1)192-195 頁。 
7 飯考行「司法制度改革における『国民の視点』－若手研究者が読み解く○○法⑲『裁判法』－」法と民
主主義 425 号（2008）を参照のこと。 
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（１）そう思う （２）どちらかといえばそう思う （３）どちらかといえばそう思わない （４）そう思わない 
      1          23                24              6 
    （ 1.9％）            （42.6％）                         （44.4％）                    （11.1％） 
Ｑ２．「現在の裁判官は、裁判所の職務以外、一般市民と広く接している」という意見について、あなたの一般的な意見・印象を教えてください。 
（１）そう思う （２）どちらかといえばそう思う （３）どちらかといえばそう思わない （４）そう思わない 
      0           6                32              16 
     （ 0％）             （11.1％）                        （59.3％）                     （29.6％） 
Ｑ３．「裁判官は幅広い社会経験をもつことが望ましい」という意見について、あなたの一般的な意見・印象を教えてください。 
（１）そう思う （２）どちらかといえばそう思う （３）どちらかといえばそう思わない （４）そう思わない 
      34          17                 3               0 
     （63.0％）           （31.5％）                        （ 5.6％）                      （ 0％） 
Ｑ４．（Ａの意見）「裁判官は、裁判官の職務以外、一般市民とあまり関わりを持たないことが望ましい」と、 
（Ｂの意見）「裁判官は、裁判官の職務以外、一般市民と広く接する方が望ましい」のうち、いずれの意見がよいと考えますか。 
（１）Ａの意見のほうがよい  （２）Ｂの意見のほうがよい 
         8              45           （普通に関わる程度でよい 1） 
         （14.8％）                    （83.3％） 
Ｑ５． 最高裁判所の裁判官は、どんな手続きによって選任されるか、あなたは知っていますか。 
 （１）よく知っている （２）ある程度知っている （３）あまり知らない （４）まったく知らない 
        4           30           17          3 
       （ 7.4％）              （55.6％）               （31.5％）            （ 5.6％） 
Ｑ６． 最高裁判所以外の裁判官は、どんな手続きによって選任されるか、あなたは知っていますか。 
 （１）よく知っている （２）ある程度知っている （３）あまり知らない （４）まったく知らない 
        3           20           28          2 
       （ 5.7％）              （37.7％）               （52.8％）            （ 3.8％） 
Ｑ７．裁判官になるために、どんなコースをたどった方が望ましいと思いますか。 
 （１）大学と司法研修所がおわってからすぐ裁判所に就職し、ずっと裁判官として勤めるのが望ましい                6 （11.1％） 
 （２）大学と司法研修所の他に、法律事務所で弁護士としての仕事を数年経験してから、裁判官になるのが望ましい          14 （25.9％） 
（３）大学と司法研修所の他に、法律以外の仕事を数年してから、裁判官になるのが望ましい                    5 （ 9.3％） 












「最高裁判所規則制定権と裁判官制度改革」早稲田大学大学院法研論集 104 号（2002） 
 
第二章 最高裁判所規則の制定過程 







「裁判官評価制度の整備過程と新制度の検討」司法改革調査室報 4 号（2004） 
 
第三部 比較法的検討 
















青森法政論叢 8 号（2007） 
 
終章 選任構造の変容可能性 
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協議会設置要綱 を策定するなどして、互いに協」（平成 年 月 日付け）13 4 12
13力して弁護士任官等を推進することに合意しているところであり（平成



























（憲法第 条第 項及び者の名簿によって内閣が任命することとされているが 80 1































































































（憲法第 条第 項及び同第 条第 項並びに裁判所法することとされているが 6 2 79 1













































































































































































第５ 裁判官制度の改革 (5) 裁判官制度の改革 第５ 裁判官制度の改革 



































































































































   




























































































二 委員会が指名することは適当ではない旨の意見を述べた指名候補者を指名したとき。  
三 その他最高裁判所が必要と認めるとき。  
（組織）  






第七条 委員の任期は，三年とする。  
２ 委員は，再任されることができる。  
３ 委員は，非常勤とする。  
（委員長）  
第八条 委員会に委員長を置き，委員の互選により選任する。  
２ 委員長は，会務を総理し，委員会を代表する。  
３ 委員長に事故があるときは，あらかじめその指名する委員が，その職務を代理する。  
（議事）  











第十二条 委員会に，地域委員会を置く。  
２ 地域委員会は，各高等裁判所の所在地に置く。  
（地域委員会の所掌事務等）  
第十三条 地域委員会は，次に掲げる事務をつかさどる。  
一 指名候補者に関する情報を収集して，その取りまとめを行うこと。  











第十六条 地域委員会に地域委員長を置き，地域委員の互選により選任する。  
２ 第八条第二項及び第三項の規定は，地域委員長について準用する。  
（準用規定）  
























































































































職  名 氏 名 
(株)石井鐵工所代表取締役社長 石井 宏治 
東京大学法学部教授 井上 正仁 




作 家 曽野 綾子 
日本労働組合総連合会副会長 高木 剛 
一橋大学名誉教授・駿河台大学長 竹下 守夫 
慶應義塾大学学事顧問（前慶應義塾長） 鳥居 泰彦 
弁護士（元日本弁護士連合会会長） 中坊 公平 
弁護士（元広島高等裁判所長官） 藤田 耕三 
弁護士（元名古屋高等検察庁検事長） 水原 敏博 
東京電力(株)取締役副社長 山本 勝 




(座長) 伊藤   眞 （東京大学教授） 
 太田   茂 （大阪地方検察庁次席検事） 
 岡田 ヒロミ （消費生活専門相談員） 
 奥野  正寛 （東京大学教授） 
 釜田  泰介 （同志社大学教授） 
 木村  利人 （早稲田大学教授） 
 佐々木 茂美 （大阪地方裁判所判事） 
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 田中  成明 （京都大学副学長） 
 中川  英彦 （住商リース 顧問） 
 平山  正剛 （弁護士） 
 松尾  龍彦 （評論家） 
 








 氏 名 職 名 
座長 大西 勝也 弁護士（元最高裁判所判事） 
委員 稲田 寛 弁護士（元日本弁護士会連合会事務総長）
委員 緒方 重威 弁護士（元広島高等検察庁検事長） 
委員 金丸 文夫 読売新聞社調査研究本部主任研究員 
委員 長谷部 由起子 学習院大学法学部教授 
委員 吉本 徹也 東京高等裁判所判事（部総括） 
委員 福田 剛久 東京地方裁判所判事（部総括） 
 
・下級裁判所裁判官指名諮問委員会（11 名）（2007 年 8 月 17 日現在） 
 
東京高等裁判所判事 池田 修 
早稲田大学大学院法務研究科教授 伊藤 眞 
東京大学大学院経済学研究科教授 井堀 利宏 
弁護士（大阪弁護士会・元日本弁護士連合会事務総長） 大川 真郎 
同志社大学法科大学院教授（元最高裁判所判事） 奥田 昌道 
最高検察庁公判部長 川崎 和彦 
東京高等裁判所判事 富越 和厚 
一橋大学大学院法学研究科教授 中田 裕康 
作家 夏樹 静子 
東京福祉大学大学院教授 平木 典子 
弁護士（東京弁護士会・元日本弁護士連合会事務総長） 堀野 紀 
 
